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医療の質の向上を目指して

学会長挨拶

　第11回東京都病院学会を開催するに当たり、一言ご挨
拶申し上げます。10回の節目を超えたことで、東京都病院
学会も新たな展開へ一歩を踏みだすことになりますが、今
学会が今後の学会発展に寄与できることを願っています。
昨年度の伊藤雅史会長のもとで、「2025年　東京の医療
を明るく語ろう」というテーマで節目の第10回学会が開
かれました。2025年を明るく迎えるために、2025年の医
療改革を見据えながらも、良質な医療の提供という基本
的なところをしっかり押さえ、足元を固める必要がありま
す。病院機能評価で問われる、医療安全や感染制御の問
題、医療過誤に絡むガバナンスの問題をもう一度見直す
必要があります。そして、2025年に向けて進んでいる「地
域医療構想」が東京でどのような形で展開するのか、皆さ
んと一緒に語り合う場を持ちたいと考えました。そこで第
11回のテーマとして「医療の質の向上を目指して－2025
年の医療改革に向けて－」を掲げさせて頂きました。
　2013年8月6日に出された社会保障制度改革国民会
議報告書の中で、医療面について病院完結型から地域完
結型の医療、急性期・回復期・在宅のネットワーク化と、
地域包括ケアシステムの完成をうたっています。今後の医
療改革に大きく影響するものは３つあります。病床機能報
告制度、地域医療構想、そして2017年度から始まる新専
門医制度です。はじめの２つの制度により、地域の実情に
あった病床数が決まり、それに見合うように専門医の数が
新専門医制度で決まっていく、という構図が考えられます。
　良い医療をやっていれば、その病院は生き残れるとい
うような時代ではなくなりつつあります。これまで日本の
医療はＯＥＣＤ諸国の中で、ＧＤＰに対する医療費の占
める割合は10％前後であるにもかかわらず、平均余命は
2012年度でも世界一でした。費用対効果の面では効率
的な運営がなされてきたと言えますが、医療者の献身的
な努力でカバーしてきたというのが実情です。国債の残
額は2014年でもGDPの２倍を超えており、今後予想さ
れる医療費の自然増１兆円を税金で賄えないため、毎年
5,000億円に抑えると断言しています。医療費が増えない
とすれば、今の状態を維持することは不可能で、このまま
でいけば医療人の献身的な努力を超えて、医療界そのも
のがブラック企業化してしまいます。
　2015年までは高齢化のスピードが問題となっていまし
たが、これからは高齢者の人数が増えてくることが問題と
なってきます。2025年以降団塊の世代が後期高齢者に
達することで、それまでに医療の体制を整えたいという
のが、厚生労働省の考えていることだと思います。2025
年に照準を当てて、病院の機能分化を図るために、様々
な手法がこれから繰り出されていることでしょう。
　2014年４月の診療報酬改定により日本の医療体制は
大きく変貌をとげました。2016年、2018年の診療報酬改

定を経て日本の医療機関は好むと好まざるに関わらず、
大きな変革のうねりの中に巻き込まれていくでしょう。病
院が機能による集中分化と再編が行われていく中で、ク
リニックの形も変わっていく可能性があります。地域包括
ケアの構築が厚生労働省の目指す医療の大きな目標に
なっています。地域包括ケアの目指すところは地域住民が
必要とする医療サービスを可能な限り品揃えして提供す
る事業体を作ることにあります。2013年頃から非営利型
ホールディングカンパニーの議論が社会保障制度改革国
民会議で出始め、2014年１月ダボス会議で安倍首相が非
営利型ホールディングカンパニーの仕組みを使って、メイ
ヨークリニックのような世界の一流病院に伍する大規模
医療事業体を創るとぶち上げました。それを受けて非営
利型ホールディングカンパニーの概念が６月の日本再興
会議改訂版に盛り込まれました。厚生労働省の検討会議
を経て、「地域連携型医療法人」と名称を変えていますが、
経営の統合を目指していることに変わりはありません。連
携の形は病診連携や病病連携という形から、疾患別の
医療連携にかわり、病院、クリニックの双方が理解をしや
すい形に変わってきましたが、円滑な結びつきという点で
は少々難があります。患者さんが動くたびに一つ一つ交渉
を重ね、家族と交渉する形から、急性期から回復期（地域
包括ケア）病棟そして在宅へという流れが、パッケージ化
された形になるのが、「地域連携型医療法人」の姿なので
しょう。一次医療圏ではすでに民間の病院が形作ってい
る地域包括ケアシステムが作られていますが、大学病院な
どの急性期病院では受け皿としての回復期病院との関係
が十分できているとは言えません。一次医療圏の地域包
括ケアシステムと、どのように急性期医療を結びつけるの
かが今後の課題です
　これから2025年まで、病院にとって大きな変化が襲っ
てくるのは間違いありません。病院は確実に変わらなけれ
ばなりません。しかし、どんな大きな変革の嵐の中でも、病
院として守らなければならないものがあります。それが、良
質な医療の実践であり、診療・ケアにおける質と安全の
確保ではないでしょうか？患者の意思を尊重した医療を
推進し、医療の質の向上を図り、医療の安全を確保し、医
療関連感染を制御していくことが必要です。これらの点に
ついては、日本医療機能評価機構が行っている、病院機
能評価で評価されている項目でもあります。昨今群馬大
学、千葉県がんセンター腹腔鏡手術の問題は、個人の責
任に収斂させようという流れがありますが、実は病院とし
てのガバナンスの問題でもあります。
　一般演題も医療の質改善に絡むテーマを始め様々な
テーマで演題を募集いたします。前回と同じ会場であるア
ルカディア市ヶ谷で、多数の皆様の発表並びに来場を心
よりお待ち申し上げます。

山口 武兼
東京都病院協会副会長

東京都保健医療公社 豊島病院院長

第11回東京都病院学会開催にあたって
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学会運営委員長挨拶

東海林 豊
医療法人社団城東桐和会 東京さくら病院院長

　この度、山口武兼学会長が主催する第11回東京

都病院学会の運営委員長を若輩ながら拝命いたし

ました。「医療の質の向上を目指してー2025年の

医療改革に向けてー」のメインテーマには、学会長

の熱き想いが注ぎ込まれております。運営委員長と

してその熱き想いを十分に引き出せるような役割

を果たせるかはなはだ疑問の残るところではあり

ますが、学会成功に向け、準備を進めて参ります。

　東京都病院学会は回数を重ねるたびに参加者お

よび演題数も増加しており、今回は143演題の応

募があり過去最高となっております。東京都の病院

間での情報交換の場としてあるいはこれからの医

療の在り方を模索する発表の場として確実にその

実績を築いてきております。これも東京都病院協会

河北会長はじめ副会長・理事・事務局のご尽力の

賜物と考えております。多くの方に参加して頂きた

いと第８回からは、より大きくかつ利便性の良い会

場に変更し運営いたしております。共感する病院が

増加し更なる発展を期待する次第です。

　2025年に向けて医療の変革がそれも大きな変

革が襲ってくることは、学会長をはじめ、運営委員

一同意見の一致するところであります。学会長によ

れば、地域医療構想・地域包括ケアシステム・新

専門医制度がその変革の序章となることであろう

としています。地域医療構想は病院を中心に、地域

包括ケアシステムはクリニックを中心に、大きな変

化のうねりが起こることは間違いないと考えます。

大きなうねりが起ころうがそれに足をすくわれない

ように、もう一度医療の基本に返って、医療とはな

んなのか、医療安全の考え方、医療関連感染制御

の方法を真剣に考え直すことが地に足をつける唯

一の方法かと考えます。その意味でも今回のテーマ

である医療の質の向上を目指して、各自の病院が未

来に適応できるものとして議論し合っていただけれ

ば、学会長をはじめ我々が学会を開催した目的を果

たせるのではなかろうかと思います。参加者皆様の

活発な意見交換がなされ、未来に向けて発展的な

議論が展開されることを祈念しております。
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医療の質の向上を目指して

受  付

3階ロビーで午前8時30分より受付けます。

事前登録された方へ
● 事前登録者用受付にて「事前登録手続完了通知」（事前送付済ハガキ）と引換に参加証・領収証をお渡しします。

● 参加証には、所属、氏名を記入してホルダーの中に入れて必ず身に付けて下さい。

当日参加される方へ
● 当日参加者用受付にて所属、氏名を記入の上、参加費を支払って、参加証・領収証・学会抄録を受け取って下さい。

● 参加証には、所属、氏名を記入してホルダーの中に入れて必ず身に付けて下さい。

演題発表者の方へ
● 会場は、9会場に分かれています。あらかじめ会場を確認して下さい。

● セッション開始の30分前までに発表会場受付で出席確認を受けて下さい。

● 一般演題発表は、1演題発表6分・質疑応答3分・演者交代1分とします。時間を厳守して下さい。

● 質疑応答は、各演題発表後に行います。 

講師、シンポジストの方々へ
● 各々の開始時刻の30分前までに3階 天城・高尾（来賓・講師控室）へお越し下さい。

会場ご案内
● 日　時： 平成28年2月28日（日）
 午前9時00分～午後5時00分
 （午前8時30分より受付）

● 会　場： アルカディア市ヶ谷
 （JR市ケ谷駅徒歩2分）
 TEL.03-3261-9921

● 参加費： 1名様 5,000円
 （但し、理事長、院長は15,000円）

● 当日参加費：1名様 6,000円
 （但し、理事長、院長は16,000円）

● 学　生： 1名様 1,000円
 （事前登録・当日受付共通）

参加者へのご案内
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会場図
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プログラム概要

第七会場　4階 鳳凰（西）
11:00 演題発表4演題
13:10 演題発表4演題
14:00 演題発表4演題
14:50 演題発表4演題
15:40 演題発表4演題

第八会場　4階 鳳凰（東）
11:00 演題発表5演題
13:10 演題発表4演題
14:10 演題発表5演題
15:10 演題発表4演題
16:00 演題発表5演題

第一会場　3階 富士（東）・第二会場　3階 富士（西）
09:00 開会式
09:20 基調講演　
10:10 学会長講演
13:10 特別講演
14:15 特別講演
15:20 シンポジウム
17:00 閉会式

第二会場　3階 富士（西）
13:10 急性期医療委員会企画
15:20 看護管理部会セッション

第三会場　5階 穂高（東）
11:00 演題発表3演題
12:00 ランチョンセミナー
 大正富山医薬品（株）
13:10 事務管理部会セッション
14:20 演題発表6演題
15:40 演題発表6演題

第四会場　5階 穂高（西）
11:00 演題発表4演題
12:00 ランチョンセミナー
 東京ガス（株）
13:10 環境問題検討委員会セッション
14:20 演題発表4演題
15:10 演題発表3演題
15:50 演題発表6演題

第五会場　5階 大雪（東）
11:00 演題発表5演題
12:00 ランチョンセミナー
 武田薬品工業（株）
13:10 演題発表3演題
14:00 演題発表6演題
15:30 演題発表3演題
16:10 演題発表3演題

第六会場　5階 大雪（西）
11:00 演題発表5演題
12:00 ランチョンセミナー
 メットライフ生命保険（株）
13:10 演題発表4演題
14:00 演題発表5演題
15:00 演題発表5演題
16:00 演題発表5演題

5階

4階

3階

第九会場　4階 飛鳥
11:00 演題発表5演題
13:10 演題発表5演題
14:10 演題発表6演題
15:20 演題発表4演題
16:10 演題発表4演題
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医療の質の向上を目指して

全体プログラム

8:30　総合受付　3階ロビー

第一会場
3階　富士（東）

第二会場
3階　富士（西）

第三会場
5階　穂高（東）

第四会場
5階　穂高（西）

09:00
■開会式
●挨拶
東京都病院学会学会長　山口 武兼　
東京都病院協会会長　河北 博文
●来賓挨拶
東京都福祉保健局技監　笹井 敬子氏
東京都医師会会長　尾﨑 治夫氏
09:20
●基調講演　
司会:山口武兼（学会長）　

「医療機能評価の目指すもの」
日本医療機能評価機構副理事長兼専務理事　
河北総合病院理事長　河北 博文
10:10
●学会長講演　
司会:桑名　斉（副学会長）　

「医療の質向上を目指して
ー2025年の医療改革に向けてー」　
山口 武兼（東京都病院協会副会長
東京都保健医療公社豊島病院院長）

11:00
●演題発表3演題

「医療の質向上」　
座長:矢島 幸昌

（国立病院機構東京病院）

11:00
●演題発表4演題

「慢性期看護」
座長:高橋 元子（寿康会病院）

12:00
〇ランチョンセミナー
大正富山医薬品（株）

「糖尿病治療薬の種類と選択
～症例から学ぶ～」
豊島病院 内分泌代謝内科医長
岩嶋 富美子氏  

12:00
〇ランチョンセミナー
東京ガス（株 ）

「患者とともに生きる」 
三井記念病院院長
髙本 眞一氏 

 13:10
●特別講演
司会:竹川 勝治（愛和病院）

「医療事故調査制度を巡る、法と倫理の交錯」 
稲葉 一人氏（中京大学法科大学院教授）

13:10
●急性期医療委員会企画

「テロに備えて
～2020年東京オリンピックへの準備のた
めに～」
座長:丹正 勝久（東京臨海病院）
講師:山口 芳裕氏（杏林大学）
　　 石松 伸一氏（聖路加国際病院）
　　 猪口 正孝（東京都病院協会副会長）

13:10
●事務管理部会セッション

「医療機関におけるストレス
チェックへの取り組み」 
座長:田野倉 浩治（永生病院）
講師:元木 研二氏
　　 （経営労務研究所）

13:10
●環境問題検討委員会
　セッション

「生物多様性とスローフード」
座長:篠原 健一
　　 （河北総合病院）
講師:佐々木 俊弥氏
　　 （スローフードすぎなみ
　　 TOKYO）

14:15
●特別講演
司会:東海林 豊（東京さくら病院）

「海外の病院事情と高齢化対策」 
真野 俊樹氏（多摩大学大学院教授）

14:20
●演題発表6演題 

「事務部門」 
座長:小林　司（森山医会）

14:20
●演題発表4演題

「病院管理」
「医師部門」 
座長:友池 仁暢（榊原記念病院）
15:10
●演題発表3演題

「臨床工学」 
座長:鹿野 直幸（豊島病院）

15:20
●シンポジウム　

「2025年の医療改革に向けて」 
座長:山口 武兼（学会長）
＜基調講演＞猪口 正孝
東京都地域医療構想策定部会部会長
東京都病院協会副会長

（東京都医師会副会長）
シンポジスト（順不同） 
村上 保夫氏（榊原記念病院前院長） 
安藤 高朗（永生病院理事長） 
望月 龍二氏（常盤台外科病院理事長）

15:20
●看護管理部会セッション

「一緒に考えよう『理想の看護師』」
座長:高嶋 則子（岩井整形外科内科病院）
　　 市橋 富子（花と森の東京病院）

【アンケート結果解説】 
小野寺 都留子（寿康会病院）

15:40
●演題発表6演題 

「事務部門」
座長:中根 弘貴

（江戸川共済病院）

15:50
●演題発表6演題 

「診療情報管理」
座長:玉置　薫

（IMSグループ新葛飾病院）

17:00
■閉会式　
●挨拶
桑名　斉（東京都病院学会副学会長）
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第五会場
5階　大雪（東）

第六会場
5階　大雪（西）

第七会場
4階　鳳凰（西）

第八会場
4階　鳳凰（東）

第九会場
4階　飛鳥

11:00
●演題発表5演題

「医療安全・感染管理」
座長:伊藤 理子

（岩井整形外科内科病院）

11:00
●演題発表5演題 

「薬剤部門」 
座長:柳　徹也

（東京リバーサイド病院）

11:00
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」 
座長:三上 彩子（信愛病院）

11:00
●演題発表5演題 

「栄養管理部門」 
座長:輿水 三枝子（豊島病院）

11:00
●演題発表5演題 

「看護総合」 
座長:鈴木 知子（南町田病院）

12:00
〇ランチョンセミナー
武田薬品工業（株 ）

「新規週1回投与DPP-4阻害薬
トレラグリプチン開発の経緯」
武田薬品工業（株）メディカルアフェアーズ部
嶋崎 幸生氏

12:00
〇ランチョンセミナー
メットライフ生命保険（株 ）

「患者や周囲が安心し、職員を活
かせるコミュニケーションとは？
～患者や周囲にあなたがど
のように伝わるのか～」

（一社）日本産業カウンセラー協会
シニア産業カウンセラー
原　美聖氏

13:10
●演題発表3演題 

「慢性期看護」 
座長:齋藤 弘子（信愛病院）

13:10
●演題発表4演題 

「薬剤部門」
座長:君島 靖子（野村病院）

13:10
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」
座長:篠村 哲治

（いずみ記念病院）

13:10
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」
座長:倉持 藤太郎

（介護老人保健施設清らかの
里・愛和病院）

13:10
●演題発表5演題 

「看護総合」
座長:内山 裕美

（花と森の東京病院）
14:00
●演題発表6演題 

「看護総合」
座長:岡崎 理恵（豊島病院）

14:00
●演題発表5演題 

「看護技術・教育」
座長:菊田 隆子

（河北リハビリテーション病院）

14:00
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」 
座長:西谷 雄作（寿康会病院）

14:10
●演題発表5演題 

「リハビリ部門」 
座長:宮城 春秀（南町田病院）

14:10
●演題発表6演題 

「看護総合」 
座長:荒谷 利恵子（豊島病院）

14:50
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」 
座長:戸田 進吾

（東京さくら病院）

15:00
●演題発表5演題 

「看護技術・教育」
座長:武子 智織

（永寿総合病院）

15:10
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」 
座長:岩戸　徹

（多摩リハビリテーション学院・
多摩リハビリテーション病院）

15:20
●演題発表4演題 

「医療安全・感染管理」 
座長:後藤 泰子

（いずみ記念病院）

15:30
●演題発表3演題

「画像診断・放射線」 
座長:金子 栄一 

（河北総合病院）

15:40
●演題発表4演題 

「リハビリ部門」 
座長:河野 博之（大久野病院）16:00

●演題発表5演題 
「看護技術・教育」 
座長:金杉 佳代子（等潤病院）

16:00
●演題発表5演題

「地域連携」 
座長:小林 裕一郎（内藤病院） 

16:10
●演題発表3演題 

「臨床検査」 
座長:延藤 正則

（一成会木村病院）

16:10
●演題発表4演題 

「医療の質向上」 
座長:飯田 達能（永生病院）
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

第一会場・第ニ会場　3階　富士（東西）
時間 プログラム 掲載ページ

09:00 ●開会式
● 挨拶 東京都病院学会学会長　山口 武兼
 東京都病院協会会長　河北 博文

● 来賓挨拶 東京都福祉保健局技監　笹井 敬子氏
 東京都医師会会長　尾﨑 治夫氏

09:20 ● 基調講演　　司会：山口 武兼（学会長）

「医療機能評価の目指すもの」
 （公財）日本医療機能評価機構副理事長兼専務理事　河北 博文

P.27

10:10 ● 学会長講演　　司会：桑名　斉（東京都病院学会副学会長）

「医療の質の向上を目指してー2025年の医療改革に向けてー」
 東京都病院協会副会長・豊島病院院長　山口 武兼

P.28

13:10 ● 特別講演　　司会：竹川 勝治（愛和病院理事長）

「医療事故調査制度を巡る、法と倫理の交錯」
 中京大学法科大学院教授　稲葉 一人氏

P.29

14:15 ● 特別講演　　司会：東海林 豊（東京さくら病院院長）

「海外の病院事情と高齢化対策」
 多摩大学大学院教授　真野 俊樹氏

P.30

15:20 ● シンポジウム

「2025年の医療改革に向けて」　　
座長：山口 武兼（豊島病院院長）
＜基調講演＞　猪口 正孝　東京都地域医療構想策定部会部会長
　　　　　　 　　　　 東京都病院協会副会長
　　　　　　 　　　　 （東京都医師会副会長）
シンポジスト 　村上 保夫氏（榊原記念病院前院長） 
（順不同） 　安藤 高朗（永生病院理事長）
 　望月 龍二氏（常盤台外科病院理事長）

P.33

P.34

P.35

P.36

17:00 ●閉会式
● 挨拶 東京都病院学会副学会長　桑名　斉
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第ニ会場　3階　富士（西）
時間 プログラム 掲載ページ

13:10 ● 急性期医療委員会企画

「テロに備えて～2020年東京オリンピックへの準備のために～」　座長：丹正 勝久（東京臨海病院）

・テロに備えて～2020年東京オリンピックへの準備のために～
杏林大学医学部救急医学教室 教授　山口 芳裕氏

P.39

・地下鉄サリン事件当時の聖路加国際病院での対応
聖路加国際病院 救急部部長　石松 伸一氏

P.40

・東京都および東京都医師会のテロ災害への対策、対応
東京都病院協会 副会長　猪口 正孝

P.40

15:20 ● 看護管理部会セッション

「一緒に考えよう『理想の看護師』」     
座長：高嶋 則子（岩井整形外科内科病院）

　　　市橋 富子（花と森の東京病院）

[アンケート解説 ]小野寺 都留子（寿康会病院）

P.41

第三会場　5階　穂高（東）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 3演題

「医療の質向上」　　座長：矢島 幸昌（国立病院機構東京病院）

・回復期リハ病院機能クリニカル・インディケーター作成の試み
東京都病院協会　診療情報管理委員会　石濱 裕規

P.47

・遠隔健康指導および運動療法メニュー作成システムの開発
医療法人社団和風会　神谷 具巳

P.47

・コンサルテーションリエゾンチーム活動の現状と課題
河北リハビリテーション病院　八木 裕実子

P.48

12:00 ◎ ランチョンセミナー　大正富山医薬品株式会社

「糖尿病治療薬の種類と選択～症例から学ぶ～」
豊島病院 内分泌代謝内科医長　岩嶋 富美子氏

P.121

13:10 ● 事務管理部会セッション
座長：田野倉 浩治（永生病院）

「医療機関におけるストレスチェックへの取り組み」
経営労務研究所 所長　特定社会保険労務士　元木 研二氏 P.42
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

14:20 ● 演題発表 6演題

「事務部門」      座長：小林　司（森山医会）

・病院内におけるDPC/PDPS入院期間に関する意識向上への取り組み
永寿総合病院　椎名 康介

P.48

・地域包括ケア病床導入による病床運用の検証
東京明日佳病院　戸崎 雅子

P.49

・東京都がん地域医療連携モデル病院としての取り組み
永寿総合病院　西田 龍平

P.49

・当院における救急搬送受入件数引き上げの取り組みについて
東京リバーサイド病院　田村 雅仁

P.50

・当院における救急患者受け入れの迅速化（取り組み）について
南町田病院　山本 妙子

P.50

・訪問看護事業所を併設する在宅支援診療所における事務部門の役割
河北医療財団　渡邉 厚博

P.51

15:40 ● 演題発表 6演題
 「事務部門」      座長：中根 弘貴（江戸川共済病院）

・入院未収金の現状と発生防止の取り組み
平成立石病院　小宮 ひとみ

P.51

・健診部におけるフォローアップの取り組み
久米川病院　小玉 恵子

P.52

・医師事務作業補助者の業務報告と改善効果
南町田病院　白鳥 まゆみ

P.52

・有給休暇取得・残業時間低減に対する医事課の取り組み
久米川病院　加後 伊知子

P.53

・ストレスチェックの調査報告
平成立石病院　深井 正貴

P.53

・ワークショップを取り入れた事務職の教育について
榊原記念病院　佐藤　譲

P.54
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第四会場　5階　穂高（西）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 4演題

「慢性期看護」　　座長：高橋 元子（寿康会病院）

・看護師による入院時訪問指導の実際
永生病院　犬塚 久善

P.54

・高齢者へのロービジョンエイド ～コントラストによる食事摂取の違い～
城西病院　世良 安芸

P.55

・利用者ひとりひとりに合わせた排泄ケアの見直し
特別養護老人ホーム信愛の園　梶原 とく子

P.55

・認知症の周辺症状への試み  ～アロマセラピーを取り入れて～
多摩リハビリテーション病院　中島 彩人

P.56

12:00 ◎ ランチョンセミナー　東京ガス株式会社

「患者とともに生きる」
三井記念病院院長　髙本 眞一氏

P.122

13:10 ● 環境問題検討委員会セッション
座長：篠原 健一（河北総合病院）

「生物多様性とスローフード」
スローフードすぎなみ TOKYO代表　佐々木 俊弥氏 P.43

14:20 ● 演題発表 4演題

「病院管理」「医師部門」      座長：友池 仁暢（榊原記念病院）

・Low-Cost で High-Quality な HIS を目指して
榊原記念病院　佐藤　譲

P.56

・新規消毒薬の手術室内における安全性・有効性について
江東病院　三浦 邦久

P.57

・抗血小板剤2剤併用または抗血小板剤抗凝固剤併用中の頭蓋内出血
旗の台脳神経外科病院　布目谷 寛

P.57

・シームレスな地域連携医療の実現に向けて ～平川病院の取り組み～
平川病院　 土井　淳

P.58

15:10 ● 演題発表 3演題

「臨床工学」      座長：鹿野 直幸（豊島病院）

・臨床工学技士による医療の質の向上を考えた取り組み
岩井整形外科内科病院　鈴木 沙織

P.58

・心電図モニタの点検からみえてくる現状とMEの役割
東大和病院　斉藤 彰紀

P.59

・修理一元化による機器のダウンタイム短縮および修理コスト削減
東京都健康長寿医療センター　日野 幸緒

P.59
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

15:50 ● 演題発表 6演題

「診療情報管理」      座長：玉置　薫（IMSグループ新葛飾病院）

・退院時サマリ作成率円滑運用継続の取り組み（第二報）
永寿総合病院　渡邊 俊明

P.60

・退院患者調査提出データの質向上に向けた取り組み
永寿総合病院　西田 龍平

P.60

・診療圏をマップにして ～診療情報管理室でのデータをもとに～
佐々総合病院　石井 孝憲

P.61

・診療情報管理士が取り組むDPC様式 1精度管理～相違データ報告～
IMSグループ 新葛飾病院　野村 理恵

P.61

・診療情報管理体制整備の取り組み
東京リバーサイド病院　岩渕 由美

P.62

・河北総合病院におけるカルテ監査実施の報告
河北総合病院　榎本 由紀子

P.62

第五会場　5階　大雪（東）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 5演題

「医療安全・感染管理」　　座長：伊藤 理子（岩井整形外科内科病院）

・病棟内における転倒・転落を減らすための取り組み
信愛病院　菅原 育美

P.63

・転倒・転落防止への取り組み
荏原病院　長沼 美紀

P.63

・転倒・転落に対する看護師の意識変化とアセスメントシートの活用
等潤病院　岩崎 裕美

P.64

・患者誤認減少への取り組み
荏原病院　中川 浩子

P.64

・与薬業務適正化に向けた院内共通ルールの作成
豊島病院　齊藤 絵美

P.65

12:00 ◎ ランチョンセミナー　武田薬品工業株式会社

「新規週1回投与DPP-4 阻害薬トレラグリプチン開発の経緯」
武田薬品工業（株）メディカルアフェアーズ部MD　嶋﨑 幸生氏

P.123



13

13:10 ● 演題発表 3演題

「慢性期看護」      座長：齋藤 弘子（信愛病院）

・オムツ体験を通して患者様の権利と倫理を考える
久米川病院　稲垣 由美

P.65

・寝たきり高齢者のご家族への支援を考える ～思いやりアンテナを巡らす～
久米川病院　米玉利 美幸

P.66

・回復期リハビリテーション病棟における退院支援への取り組み
野村病院　鈴木 珠美

P.66

14:00 ● 演題発表 6演題

「看護総合」      座長：岡崎 理恵（豊島病院）

・断らない病院を目指して
永寿総合病院　小林 さつき

P.67

・回復期リハビリ病棟における意識調査
花と森の東京病院　柳 真由美

P.67

・特定妊婦子育て力スクリーニングとケアプランの確立
豊島病院　田村 由香利

P.68

・アクションカードを用いた超緊急帝王切開トレーニングの評価
豊島病院　筋野　恵

P.68

・PNS定着に向けた取り組み ～ PNSラウンドを実施して～
豊島病院　諸藤 めぐみ

P.69

・自己肯定感を高める職場作り ～外来・訪問の多職種会議を通じて～
河北訪問看護・リハビリステーション阿佐谷　船浪 紀子

P.69

15:30 ● 演題発表 3演題

「画像診断・放射線部門」      座長：金子 栄一（河北総合病院）

・CT造影前ルート確認と至適撮影タイミングの検討
南町田病院　岩波 孝彦

P.70

・連携医療機関に対する放射線科検査案内配布の取り組み
豊島病院　伊藤 清香

P.70

・ピクトグラムを用いたMRI 安全チェックリストの作成
荏原病院　小野寺 聡之

P.71
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

16:10 ● 演題発表 3演題

「臨床検査部門」      座長：延藤 正則（一成会木村病院）

・採血室の環境改善
豊島病院　久和 美咲

P.71

・外来尿路感染症患者より分離された大腸菌の薬剤感受性成績
豊島病院　佐野 美樹

P.72

・CPAP治療患者へのアンケート調査
荏原病院　大谷 奈央

P.72

第六会場　5階　大雪（西）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 5演題

「薬剤部門」　　座長：柳　徹也（東京リバーサイド病院）

・当院における抗癌剤治療への取り組み
いずみ記念病院　坂井 安希子

P.73

・手術目的入院が決定した外来患者の常用薬確認と運用の見直し
練馬総合病院　植竹　緑

P.73

・入院患者の残薬に関する検討
いずみ記念病院　岡田 由佳子

P.74

・高齢者ポリファーマシーの実態と回復期リハ病院のもう一つの役割
河北リハビリテーション病院　益澤 秀明

P.74

・入院中に在宅患者の薬剤管理方法を継続し、在宅復帰を支援した一例
江東病院　大橋 ひろの

P.75

12:00 ◎ ランチョンセミナー　メットライフ生命保険株式会社

「患者や周囲が安心し、職員を活かせるコミュニケーションとは？
～患者や周囲にあなたがどのように伝わるのか～」

（一社）日本産業カウンセラー協会シニア産業カウンセラー　原　美聖氏

P.124
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13:10 ● 演題発表 4演題

「薬剤部門」      座長：君島 靖子（野村病院）

・当院における後発医薬品への切り替え ～DPC参加を契機に～
南多摩病院　山崎　浩

P.75

・浅草寺病院における抗菌薬使用状況の把握と適正使用に向けて
浅草寺病院　飯沼 幸平

P.76

・混注業務インシデントへの取り組み ～ RCA（Root Cause Analysis）と他職種連携～
永生病院　下田 将裕

P.76

・当院における病棟薬剤業務に関するアンケート結果について
等潤病院　中村 美沙

P.77

14:00 ● 演題発表 5演題

「看護技術・教育」      座長：菊田 隆子（河北リハビリテーション病院）

・大腸内視鏡を受ける高齢者への検査説明の再考
花と森の東京病院　能美 清子

P.77

・アンケートを用いた指導内容の検討 ～フォルテオⓇ在宅自己注射と食事・運動に関して～

第三北品川病院　常見 章代
P.78

・外来看護の構築
稲波脊椎・関節病院　船木 泰代

P.78

・外来看護の質向上を実現するための教育 ～共に成長するために～
一成会　木村病院　李　瑠美

P.79

・気管吸引手順および気道管理の適正化による感染制御活動の考察
大久野病院　大宮 寛美

P.79

15:00 ● 演題発表 5演題

「看護技術・教育」      座長：武子 智織（永寿総合病院）

・スタッフへの教育的介入の評価 ～認知症・せん妄患者の対応～
平成立石病院　大金あすみ

P.80

・トランスファーの定着を目指して ～ 8ヶ月間の研修会から～
回心堂第二病院　永森 雄太

P.80

・重症度、医療・看護必要度評価の根拠となる記録記載の向上
豊島病院　梅本 健三

P.81

・身体抑制カンファレンス実施による看護師の意識調査
南多摩病院　北沢 真由華

P.81

・体位変換に対する看護職員の意識調査
東京リバーサイド病院　渡辺 寿里

P.82



16

医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

16:00 ● 演題発表 5演題

「看護技術・教育」      座長：金杉 佳代子（等潤病院）

・退院支援推進に向けた取り組み ～リンクナース支援プログラム～
豊島病院　大熊 理恵

P.82

・外国人看護師に対する教育プログラムの経過と今後の課題
永生病院　渡邉 麻紀子

P.83

・ナースエイドによる患者搬送業務の指導プログラムについて
豊島病院　吉田 幸子

P.83

・看護補助者と看護師の協働に向けた研修実施について
荏原病院　田中 理恵

P.84

・臨地実習満足度調査結果からの考察
荏原病院　酒井 美保

P.84

第七会場　4階　鳳凰（西）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」　　座長：三上 彩子（信愛病院）

・疼痛が強いため起居動作獲得に難渋した右大腿骨転子部骨折の症例
花と森の東京病院　関谷　彩

P.85

・右大腿骨転子部骨折術後の症例 ～トイレ動作に着目して～
花と森の東京病院　志田 由紀子

P.85

・左人工膝関節全置換術を施行し、膝屈曲可動域の獲得を目指した症例
花と森の東京病院　林　里香

P.86

・坐骨神経症状に足浴を行い足部機能が改善した一症例
南町田病院　山田 真嗣

P.86

13:10 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」      座長：篠村 哲治（いずみ記念病院）

・院内デイケア活用によりBPSDが改善した一症例
南多摩病院　岩崎 彩芽

P.87

・キャッスルマン病のリハビリテーションの経験
多摩北部医療センター　深澤　敦

P.87

・心臓リハビリテーションチーム再編が再入院回避につながった１例
南多摩病院　山田 健嗣

P.88

・他職種と連携し自宅復帰を目指した症例
花と森の東京病院　小田 舞香

P.88
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14:00 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」      座長：西谷 雄作（寿康会病院）

・脳血管障害により摂食嚥下障害を呈した超高齢者の一例
花と森の東京病院　渡辺 香菜

P.89

・非麻痺側への重点的な介入で、Pushing が改善した症例
永生病院　武田 沙知

P.89

・小脳梗塞により体幹失調を呈した症例 ～座位バランスへの介入～
南町田病院　中村 将宏

P.90

・回復期における脳卒中片麻痺患者の歩行獲得を目指して
東京さくら病院　齋藤 壮太

P.90

14:50 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」      座長：戸田 進吾（東京さくら病院）

・急性期病院における肺炎患者に対する早期リハビリテーションへの取り組み
南多摩病院　井出　大

P.91

・急性期における院内デイケアの効果
南多摩病院　羽生 樹理

P.91

・認知症専門フロアでの新たな取り組み
介護老人保健施設メディケアイースト　大野 加恵

P.92

・当外来における高次脳機能障害者への就労支援
永生クリニック　上本 茉生子

P.92

15:40 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」      座長：河野 博之（大久野病院）

・当院におけるリハビリスタッフ気管内吸引認定制度の振り返り
南多摩病院　倉田 考徳

P.93

・慢性腰痛をもつ看護・介護職員に対しての運動療法などの取り組み
東京さくら病院　地口 麻衣

P.93

・リハビリテーション職員のストレス調査 ～管理職と一般職の比較～
南町田病院　宮城 春秀

P.94

・区南部地域における介護支援専門員への研修会を通した多職種連携の推進
荏原病院　菊池 謙一

P.94
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

第八会場　4階　鳳凰（東）
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 5演題

「栄養管理部門」　　座長：輿水 三枝子（豊島病院）

・当院におけるペースト食の評価・改善の取り組み
豊島病院　永井 右来子

P.95

・難渋する下痢症例にペクチン含有濃厚流動食品「ハイネイーゲルⓇ」を用いて奏功した1例
永生病院　田邉　薫

P.95

・LES食導入による早朝低血糖改善への試み
青梅成木台病院　宮後 十和子

P.96

・NST発足の経緯と現状の問題点・今後の展望について
江東病院　今堀 智紀

P.96

・入院中から自宅退院後まで、一貫した栄養管理の事例
町田病院　笹本 友里

P.97

13:10 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」      座長：倉持 藤太郎（介護老人保健施設清らかの里・愛和病院）

・当院における食事摂取方法が日常生活動作の改善に与える影響
東京リバーサイド病院　原田 宗典

P.97

・発症から入院までの期間と、回復期患者のADL改善の関連
品川リハビリテーション病院　井上　隼

P.98

・当院回復期リハビリテーション病棟開設による効果と課題
南町田病院　碓井　篤

P.98

・自己認識の低下に対して気づきを促すADL訓練
永生病院　高尾 優希

P.99

14:10 ● 演題発表 5演題

「リハビリテーション部門」      座長：宮城 春秀（南町田病院）

・肩関節周囲炎における前腕機能の関連性（一考察）
南町田病院　山﨑 奈央

P.99

・地域高齢者を対象としたロコモ25と運動機能テストとの関連性
花と森の東京病院　前川 冬樹

P.100

・当院での膝関節前十字靭帯損傷のリハビリテーション実態調査
永生クリニック　元井 康弘

P.100

・高齢者における運動プログラム実施前後の認知機能の変化について
介護老人保健施設メディケア梅の園　福田 健一

P.101

・慢性期脳卒中患者への rTMSと集中的作業療法の効果について
いずみ記念病院　大瀧 直人

P.101
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15:10 ● 演題発表 4演題

「リハビリテーション部門」   座長：岩戸　徹（多摩リハビリテーション学院・多摩リハビリテーション病院）

・当院スタッフによる地域住民の健康増進への取り組み（2015）
永生クリニック　吉野 浩一

P.102

・八王子市バドミントン大会におけるメディカルサポート活動報告
永生クリニック　和田　晃

P.102

・在宅サービス利用者を対象とした「旅行」の取り組み
永生クリニック　藤木 雄太

P.103

・ネパールでのボランティア活動と震災での避難生活で感じたこと
南町田病院　青砥 静香

P.103

16:00 ● 演題発表 5演題

「地域連携部門」      座長：小林裕一郎（内藤病院）

・病院の医療連携室が担う「自宅へ帰る」支援
寿康会病院　戸部 民子

P.104

・在宅療養患者救急搬送支援システムにおける搬送業務を開始して
南多摩病院　金子 翔太郎

P.104

・入院期間から分析する退院困難事例の傾向
南町田病院　名城 友美

P.105

・多職種連携により患者の思いを実現した一症例
町田病院　粂川 恵理子

P.105

・ネグレクト疑いケースの在宅へ向けたケアマネジメント
梅の園訪問看護居宅介護支援センター　富永 理佳

P.106
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医療の質の向上を目指して

会場別プログラム

第九会場　4階　飛鳥
時間 プログラム 掲載ページ

11:00 ● 演題発表 5演題

「看護総合」　　座長：鈴木 知子（南町田病院）

・患者満足度向上に向けて ～「クリニック活動」の取り組み～
永生クリニック　亀井 陽子

P.106

・病院におけるコンシェルジュの在り方と役割
南町田病院　田中 鮎美

P.107

・入院時基礎情報収集における情報の価値に対する分析
南町田病院　中越 純子

P.107

・当院の退院支援への取り組みとそこからみえた課題
内藤病院　武藤 朋子

P.108

・「東京都がん診療連携協力病院要件達成」に向けての取り組み
豊島病院　新沼　恵

P.108

13:10 ● 演題発表 5演題

「看護総合」      座長：内山 裕美（花と森の東京病院）

・失禁からトイレで排泄することの満足感への取り組み
花と森の東京病院　野口 康則

P.109

・Jonsen の 4分割表を用いたデスカンファレンスの実際
豊島病院　角張 美妃子

P.109

・当院の摂食機能療法導入後の効果と今後の課題
河北リハビリテーション病院　須藤 るり

P.110

・大腸内視鏡における前処置の改善
等潤病院　田沼 祐子

P.110

・当院の手術室における物品管理
等潤病院　山田 圭一郎

P.111
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14:10 ● 演題発表 6演題

「看護総合」      座長：荒谷利恵子（豊島病院）

・「在宅看取り」における、医療連携と意思決定支援
訪問看護ステーションあゆみ　久間 みゆき

P.111

・私を置いて逝かないで・・・　～ALSの夫をこよなく愛した妻を支えた心の看護～
訪問看護ステーションひばり　八島 悦子

P.112

・遺族への手紙（グリーフレター）を書くことによる職員の意識の変化
野村病院　加藤 京子

P.112

・有料個室利用向上のための取り組み
豊島病院　関　貴和

P.113

・病院救急車運用看護師の役割
南多摩病院　立川　毅

P.113

・新病院で働く看護師の意欲調査 ～より良い看護が提供できる環境を目指して～
稲波脊椎・関節病院　渡辺 真弓

P.114

15:20 ● 演題発表 4演題

「医療安全・感染管理」      座長：後藤 泰子（いずみ記念病院）

・急性期外科病棟での静脈留置針自己抜針の影響要因
花と森の東京病院　仲村 絵理

P.114

・転倒・転落・ルート類の自己抜去と身体抑制の関連についての検討
南多摩病院　平安名 貴一

P.115

・血管確保時の手袋使用に関する実態調査・使用率向上の取り組み
平成立石病院　田山 輝美

P.115

・病棟勤務者の災害時におけるトリアージの認識
いずみ記念病院　松本 真貴

P.116

16:10 ● 演題発表 4演題

「医療の質向上」      座長：飯田 達能（永生病院）

・抑制解除への取り組み ～危険予測スケールの作成とその検証～
永生病院　東郷 佳美

P.116

・高齢者急性期病院で医療の質向上を目指すための一歩
東京都健康長寿医療センター　最上 由紀子

P.117

・外部委託が参入した中材業務を振り返って
江東病院　三宅 康範

P.117

・看護者接遇マニュアルの改訂
豊島病院　小宮山 博之

P.118
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医療の質の向上を目指して

演者別索引

【あ】 青砥 静香 南町田病院 第八会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 103

安藤 高朗 永生病院 第一会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 35

【い】 飯沼 幸平 浅草寺病院 第六会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 76

石井 孝憲 佐々総合病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 61

石濱 裕規 東京都病院協会 診療情報管理委員会 第三会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 47

石松 伸一 聖路加国際病院 第二会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 40

井出　大 南多摩病院 第七会場 14:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 91

伊藤 清香 豊島病院 第五会場 15:30 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 70

稲垣 由美 久米川病院 第五会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 65

稲葉 一人 中京大学法科大学院 第一会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 29

犬塚 久善 永生病院 第四会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 54

井上　隼 品川リハビリテーション病院 第八会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 98

猪口 正孝 東京都地域医療構想策定部会 第一会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 33

猪口 正孝 東京都病院協会 第二会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 40

今堀 智紀 江東病院 第八会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 96

岩崎 彩芽 南多摩病院 第七会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 87

岩崎 裕美 等潤病院 第五会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 64

岩嶋 富美子 豊島病院 第三会場 12:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 121

岩波 孝彦 南町田病院 第五会場 15:30 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 70

岩渕 由美 東京リバーサイド病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 62

【う】 植竹　緑 練馬総合病院 第六会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 73

上本 茉生子 永生クリニック 第七会場 14:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 92

碓井　篤 南町田病院 第八会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 98

梅本 健三 豊島病院 第六会場 15:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 81

【え】 榎本 由紀子 河北総合病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 62

【お】 大谷 奈央 荏原病院 第五会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 72

大金 あすみ 平成立石病院 第六会場 15:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 80

大熊 理恵 豊島病院 第六会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 82

大瀧 直人 いずみ記念病院 第八会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 101

大野 加恵 介護老人保健施設 メディケアイースト 第七会場 14:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 92

大橋 ひろの 江東病院 第六会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 75

大宮 寛美 大久野病院 第六会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 79

岡田 由佳子 いずみ記念病院 第六会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 74

小田 舞香 花と森の東京病院 第七会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 88

小野寺 聡之 荏原病院 第五会場 15:30 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 71

【か】 角張 美妃子 豊島病院 第九会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 109

加後 伊知子 久米川病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 53

梶原 とく子 特別養護老人ホーム 信愛の園 第四会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 55

加藤 京子 野村病院 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 112

金子 翔太朗 南多摩病院 第八会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 104

亀井 陽子 永生クリニック 第九会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 106

河北 博文 河北総合病院 第一・二会場 9:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 27

神谷 具巳 医療法人社団和風会 第三会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 47

【き】 菊池 謙一 荏原病院 第七会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 94

北沢 真由華 南多摩病院 第六会場 15:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 81

久間 みゆき 訪問看護ステーションあゆみ 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 111

【く】 粂川 恵理子 町田病院 第八会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 105

倉田 考徳 南多摩病院 第七会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 93

【こ】 小玉 恵子 久米川病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 52

小林 さつき 永寿総合病院 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 67

小宮 ひとみ 平成立石病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 51

小宮山 博之 豊島病院 第九会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 118

【さ】 斉藤 彰紀 東大和病院 第四会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 59

斎藤 絵美 豊島病院 第五会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 65

齋藤 壮太 東京さくら病院 第七会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 90
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坂井 安希子 いずみ記念病院 第六会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 73

酒井 美保 荏原病院 第六会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 84

佐々木 俊弥 スローフードすぎなみ TOKYO 第四会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 43

笹本 友里 町田病院 第八会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 97

佐藤 譲 榊原記念病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 54

佐藤 譲 榊原記念病院 第四会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 56

佐野 美樹 豊島病院 第五会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 72

【し】 椎名 康介 永寿総合病院 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 48

志田 由紀子 花と森の東京病院 第七会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 85

嶋﨑 幸生 武田薬品工業（株） 第五会場 12:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 123

下田 将裕 永生病院 第六会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 76

白鳥 まゆみ 南町田病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 52

【す】 菅原 育美 信愛病院 第五会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 63

筋野　恵 豊島病院 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 68

鈴木 沙織 岩井整形外科内科病院 第四会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 58

鈴木 珠美 野村病院 第五会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 66

須藤 るり 河北リハビリテーション病院 第九会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 110

【せ】 関　貴和 豊島病院 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 113

関谷　彩 花と森の東京病院 第七会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 85

世良 安芸 城西病院 第四会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 55

【た】 高尾 優希 永生病院 第八会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 99

髙本 眞一 三井記念病院 第四会場 12:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 122

武田 沙知 永生病院 第七会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 89

立川　毅 南多摩病院 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 113

田中 鮎美 南町田病院 第九会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 107

田中 理恵 荏原病院 第六会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 84

田邉　薫 永生病院 第八会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 95

田沼 裕子 等潤病院 第九会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 110

田村 雅仁 東京リバーサイド病院 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 50

田村 由香利 豊島病院 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 68

田山 輝美 平成立石病院 第九会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 115

【ち】 地口 麻衣 東京さくら病院 第七会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 93

【つ】 常見 章代 第三北品川病院 第六会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 78

【と】 土井　淳 平川病院 第四会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 58

東郷 佳美 永生病院 第九会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 116

戸崎 雅子 東京明日佳病院 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 49

戸部 民子 寿康会病院 第八会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 104

富永 理佳 梅の園訪問看護居宅介護支援センター 第八会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 106

【な】 永井 右来子 豊島病院 第八会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 95

中川 浩子 荏原病院 第五会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 64

中越 純子 南町田病院 第九会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 107

中島 彩人 多摩リハビリテーション病院 第四会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 56

長沼 美紀 荏原病院 第五会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 63

仲村 絵理 花と森の東京病院 第九会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 114

中村 将宏 南町田病院 第七会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 90

中村 美沙 等潤病院 第六会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 77

永森 雄太 回心堂第二病院 第六会場 15:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 80

【に】 新沼　恵 豊島病院 第九会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 108

西田 龍平 永寿総合病院 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 49

西田 龍平 永寿総合病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 60

【の】 能美 清子 花と森の東京病院 第六会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 77

野口 康則 花と森の東京病院 第九会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 109

野村 理恵 IMS グループ新葛飾病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 61

【は】 羽生 樹理 南多摩病院 第七会場 14:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 91

林　里香 花と森の東京病院 第七会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 86
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原　美聖 （一社）日本産業カウンセラー協会 第六会場 12:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 124

原田 宗典 東京リバーサイド病院 第八会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 97

【ひ】 久和 美咲 豊島病院 第五会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 71

日野 幸緒 東京都健康長寿医療センター 第四会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 59

【ふ】 深井 正貴 平成立石病院 第三会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 53

深澤　敦 多摩北部医療センター 第七会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 87

福田 健一 介護老人保健施設メディケア梅の園 第八会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 101

藤木 雄太 永生クリニック 第八会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 103

船木 泰代 稲波脊椎・関節病院 第六会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 78

船浪 紀子 河北訪問看護・リハビリステーション阿佐谷 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 69

布目谷 寛 旗の台脳神経外科病院 第四会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 57

【へ】 平安名 貴一 南多摩病院 第九会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 115

【ま】 前川 冬樹 花と森の東京病院 第八会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 100

益澤 秀明 河北リハビリテーション病院 第六会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 74

松本 真貴 いずみ記念病院 第九会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 116

真野 俊樹 多摩大学大学院 第一会場 14:15 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 30

【み】 三浦 邦久 江東病院 第四会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 57

宮後 十和子 青梅成木台病院 第八会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 96

宮城 春秀 南町田病院 第七会場 15:40 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 94

三宅 康範 江東病院 第九会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 117

【む】 武藤 朋子 内藤病院 第九会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 108

村上 保夫 榊原記念病院 第一会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 34

【め】 名城 友美 南町田病院 第八会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 105

【も】 最上 由紀子 東京都健康長寿医療センター 第九会場 16:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 117

望月 龍二 常盤台外科病院 第一会場 15:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 36

元井 康弘 永生クリニック 第八会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 100

元木 研二 経営労務研究所 第三会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 42

諸藤 めぐみ 豊島病院 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 69

【や】 八木 裕実子 河北リハビリテーション病院 第三会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 48

八島 悦子 訪問看護ステーションひばり 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 112

柳 真由美 花と森の東京病院 第五会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 67

山口 武兼 豊島病院 第一・二会場 10:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 28

山口 芳裕 杏林大学医学部 第二会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 39

山﨑 奈央 南町田病院 第八会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 99

山崎　浩 南多摩病院 第六会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 75

山田 圭一郎 等潤病院 第九会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 111

山田 健嗣 南多摩病院 第七会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 88

山田 真嗣 南町田病院 第七会場 11:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 86

山本 妙子 南町田病院 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 50

【よ】 吉田 幸子 豊島病院 第六会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 83

吉野 浩一 永生クリニック 第八会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 102

米玉利 美幸 久米川病院 第五会場 13:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 66

【り】 李　瑠美 一成会 木村病院 第六会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 79

【わ】 和田　晃 永生クリニック 第八会場 15:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 102

渡辺 香菜 花と森の東京病院 第七会場 14:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 89

渡辺 寿里 東京リバーサイド病院 第六会場 15:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 82

渡邊 俊明 永寿総合病院 第四会場 15:50 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 60

渡邉 麻紀子 永生病院 第六会場 16:00 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 83

渡辺 真弓 稲波脊椎・関節病院 第九会場 14:10 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 114

渡邉 厚博 河北医療財団 第三会場 14:20 ～ ・・・・・・・・・・・・・ P. 51

演者別索引



基調講演

学会長講演

特別講演
S
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医療の質の向上を目指して

評価を受 け、その結果を公表し社会からのフィード

バックを受けることが、継続的な質向上の基本で

ある。

　評価は、日々の医療の実践が、患者や地域によ

い結果をもたらしているかどうかを学習する機会

になる。2025年の医療改革に向けて医療の質と

安全の向上を目指すためには、評価と改善の仕組

みをつくり、それを文化として組織に定着させるこ

とが重要である。

　地域医療構想をはじめとした医療改革が進んで

いる。病院は、医療提供体制の再編を見据えて自ら

を変革する一方で、患者に良質な医療を提供し続

けなければならない。いつの時代にも質の向上は

重要課題だが、医療のあり方が大きく変わろうとし

ている今こそ、組織体制を強化し機能の改善を図

る必要がある。それを支援するのが医療機能評価

の役割である。

　また、病院は医療の質向上に努めると同時に無

危害原則を守らなければならない。安全な医療を

提供するためには、ガバナンスの強化、倫理の浸

透、継続的な職員の教育研修が重要である。これ

らが組織的に実践されているかどうか、しっかりと

評価していく必要がある。

　このような質・安全の向上に向けた取り組みを

病院が自主的に取り組むと同時に、第三者による

医療機能評価の目指すもの

河北 博文
（公財）日本医療機能評価機構副理事長兼専務理事

河北総合病院理事長

基調講演

河北 博文　略歴

1977年　慶應義塾大学医学部卒業
1983年　シカゴ大学大学院ビジネススクール修了
1984年　慶應義塾大学医学部大学院博士課程修了
1988年　社会医療法人 河北医療財団 理事長
主な兼職 
公益財団法人 日本医療機能評価機構 副理事長兼専務理事
一般社団法人 東京都病院協会 会長
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医療の質の向上を目指して

　新たな出発点となる第11回東京都病院学会を

主催させて頂き、河北博文会長、都病協役員の皆

様に心から感謝致します。2015年地域医療構想

の検討が始まりました。東京でも、保健医療計画

審議会のもとにおかれた地域医療構想策定部会

が開催され、審議が始まりました。2025年の時

点で、東京都は病床が不足と言われていますが、

2014年の診療報酬改定以降、病院間の競争は激

しく、2013年8月に発表された社会保障制度改革

国民会議の報告書で謳われた協調はどこを見ても

見当たりません。その中でも、やはり守るべきこと

があり、良質な医療の提供という基本的なところ

をしっかり押さえ、足元を固める必要があります。

また、病院の理念にもとづいた運営も必要とされ

ます。

　東京都保健医療公社豊島病院は許可病床数

470床の総合病院で、東京都板橋区にあります。名

前の由来は北豊島郡にあったためで、明治31年創

設ですが、老朽化のため、平成７年に一旦閉院し、

平成11年に再開院しました。都立病院再編の中

で、21年に都立から東京都保健医療公社に運営委

託されました。再開院後、順調に全棟開棟に向けて

進む途中で、都立病院再編が起こり、その渦中で

病院は低迷し、公社化後ようやく正常化に向かい

ました。私は再開院の時に脳神経外科医長として

理想を持って新豊島病院の開設に取り組みました

が、都立から公社へ、つまり公から民への変換の中

で、目標理念を失うと病院は低迷し、目標理念を取

り戻せば、病院が再生するという経験をしました。

この経験をお話しすることで、病院の理念にもとづ

いた運営がいかに重要であり、また、こういう大き

な変動の中でも基本的な医療安全・感染対策に

ついてはきちんと対応してきたことについて述べさ

せていただきます。

山口 武兼
東京都病院協会副会長

　　東京都保健医療公社豊島病院院長

「医療の質の向上を目指して
ー2025年の医療改革に向けてー」

学会長講演

山口 武兼　略歴

昭和50年3月 東京医科歯科大学医学部医学科卒業
昭和50年6月 東京医科歯科大学医学部
 脳神経外科入局
昭和56年2月26日－昭和58年8月25日
アメリカ合衆国国立衛生研究所（N.I.H.）在籍:脳虚血
の研究
昭和62年4月1日 東京都立松沢病院脳神経外科医長
平成11年6月16日 東京都立豊島病院脳神経外科医長
平成12年8月1日 東京都立豊島病院脳神経外科部長
平成19年6月1日 東京都立豊島病院副院長
平成21年7月16日 財団法人東京都保健医療公社
 豊島病院院長
 （東京医科歯科大学臨床教授）

院外
平成23年6月1日～ 日本病院会理事
 日本病院会東京都支部理事
 東京都病院協会理事
平成25年6月1日～　東京都病院協会副会長

資格
　医学博士
　日本脳神経外科学会専門医
専門
　脳神経外科全般；救急、脳卒中
　顔面痙攣・痙性斜頚に対するボツリヌス毒素注入治療
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医療の質の向上を目指して

　2015年10月1日から医療法の改正による、いわゆ
る医療事故調査制度が導入された。法は省令（医療
法施行規則）、通知（医政局長通知）、Q&Aを伴って、
社会に説明されたが、個々の規定の解釈や個々の運
営については、各人の立場から、幅広い判断や示唆が
示されている。そのために、多くの手引きが出され、医
療者の混乱もみてとれる。
　そこで、本講演では、次のような点を説明した上 で、
医療事故調査制度の目的やそこで問われている、医
療者の倫理を浮き彫りにしたい。ただ、これを机上で
するのではなく、臨床で問題となる事例を提示して検
討を加えたい。

1　医療事故調査制度の歴史－第三者事故調査から
始まった

　(1)　広尾病院事件の影響－医師法21条「異状死
の届け出」

　(2)　モデル事業の実施
　(3)　モデル事業からの学び
　(4)　大綱案

2　院内事故調査へのかじ取り－院内事故調査が遺
族に受け入れられるために

　(1)　改正医療法の基本的仕組み
　(2)　「医療事故」の判断をする前に
	 　死亡等の報告書

　(3)　「医療事故」の判断をする際に
	 　「医療に起因」「予 期しない」
　(4)　「医療事項」の判断をした後に
	 　遺族への説明
　(5)　院内事故調査の実施
　(6)　院内事故調査の報告書
　(7)　院内事故調査の説明

3　院内事故調査における倫理
　(1)　事故調査の判断
　(2)　「説明」と「記録」
　(3)　解剖・AI
　(4)　外部委員
　(5)　報告書の交付

4　ある県の試み
　(1)　倫理的配慮
　(2)　職員への配慮
　(3)　「その時点でできたこと」と「結果が分かって

改善を加えること」とは異なることが分かる
報告書

5　事例で考える

稲葉 一人
 中京大学法科大学院教授
元大阪地方裁判所判事

医療事故調査制度を巡る、法と倫理の交錯

特別講演

稲葉 一人　略歴

裁判官任官、大阪・東京地裁判事・判事補、法務
省検事、元米国連邦最高裁判所客員研究員。
現在、中京大学法科大学院教授と、久留米・熊本・
三重・藤田保健衛生大学各客員教授を兼務。
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医療の質の向上を目指して

　従来、日本は海外の医療を模倣してきた部分が

ある。たとえば医療保険制度をドイツに学び、介護

など福祉の部分を北欧諸国に学び、最先端医療を

米国に学んだりしてきている。

　一方では、諸外国の医療制度も高齢化対応、先

進医療の高額化によって対応策が似てきている部

分も出てきている。また、日本とは全く価値観が違

うアラブ諸国でも医療の問題は大きい。

　特に、課題先進国ともいわれ、高齢化問題を解

決しなければならない日本においては、学ぶだけで

はなく自ら解決策を考え発信していくことも必要で

ある。

　また、21世紀はアジアの世紀といわれるように

なり、発展著しいアジアを眺めてみれば、皆保険制

度はようやく普及しつつあるが、すこし日本とは異

なるおもむきも感じられる。

　アジア医療における、一つのキーワードは「産業

としての医療」であるが、これは国の経済状態に

よってやむにやまれぬ事情で行なっているとも考え

られる し、積極的にチャンスを生かしていきたいと

とらえているともいえよう。

　もうひとつのキーワードは「人の移動の加速化」

である、日本では「医療ツーリズム」として矮小化

されたが、現在の日本における観光の盛り上がりを

みてもわかるように、「人の移動」はキーワードであ

り、これは単に国境を越えた富裕層の医療話だけ

ではない。

　こういったトレンドを受けながら、社会保障とし

ての完成形に近い日本の「国民皆保険」にいかに

修正を加えていくのか、提供者としては、地域包括

ケアのような先進的な考え方を抽象論だけではな

く持続可能なものにするために、どのような動きが

必要なのかを皆様と共に考えてみたい。

真野 俊樹
多摩大学大学院教授

医療介護ソリューション研究所所長

海外の病院事情と高齢化対策

特別講演

真野 俊樹　略歴

昭和６２年名古屋大学医学部卒業。医師、医学博士、
経済学博士、総合内科専門医、FACP。
現在、多摩大学大学院教授、医療介護ソリューショ
ン研究所所長



シンポジウム
2025年の医療改革に向けて
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医療の質の向上を目指して

2025年の医療改革に向けて

基調講演

　一昨年6月に可決された「医療介護総合確保推

進法」は、効率的で質の高い医療提供体制と地

域包括ケアシステムを構築することを目的としてい

る。そのうち地域医療構想は医療計画の一部と位

置付けられ、2025年の医療需要と必要病床数を

構想区域ごとに推計し、目指すべき医療提供体制

を実現するための施策を示すものであるが、東京

都では来年度初旬までに素案の策定を目指してい

る。大きな制度改革につながるため、策定にあたっ

て東京都病院協会は、病床に係わる当事者団体と

して、東京都医師会とともに積極的にかかわってき

ている。特に構想区域は将来二次医療圏とみなさ

れるため、これまでの二次医療圏を中心とした医

療政策を是正する最大のチャンスである。医療圏

は本来一体のものでなくてはならないが、もともと

一体である東京の医療圏を無理やり行政的理由

で12分割したところから歪みが始まっている。すな

わち病床数の偏在を是正するための医療圏設定

は、機能的偏在を固定してしまう予期せぬ結果を

生じさせた。そして、その機能的偏在を無視して5

疾病5事業などの医療計画を、12医療圏が同質の

ものであるとして、それぞれに無理やり乗せこんで

しまったことが大きな問題であった。このため東京

都病院協会は東京都医師会とともに提言を発して

きた。結果として、構想区域は「病床整備区域」に

限定し、事業に関する医療計画は柔軟に医療圏に

とらわれない最適な区域としての「事業推進区域」

の策定に至った。学会では第8回までの策定部会

の進捗状況について紹介するとともに、これから

策定する地域医療構想と、その実現のための調整

会議の位置づけについて私見を述べたい。

猪口 正孝
東京都地域医療構想策定部会部会長

東京都病院協会副会長
（東京都医師会副会長）

猪口 正孝　略歴

昭和５９年 日本医科大学卒業
昭和５９年 同大第二外科学教室入局
平成  ６年 日本医科大学大学院外科学第二卒業
平成１４年  ３月 平成立石病院開設　院長就任
平成１６年１０月 医療法人正志会設立
 南町田病院開設　
平成２１年  ５月 医療法人正志
 東京リバーサイド病院開設
平成２３年１０月 社会医療法人社団正志会に
 改組
平成２４年  ４月 社会医療法人社団正志会
 花と森の東京病院開設

平成２３年 東京都医師会理事　東日本大震災担当
 東京都病院協会災害対策本部副本部長
 全日本病院協会災害対策本部副本部長

現在 東京都医師会副会長
 東京都病院協会副会長
 全日本病院協会常任理事
 東京都災害医療協議会委員
 東京都災害医療コーディネーター
 東京都MC協議会委員
 東京都救急体制協議会委員
 東京都医療審議会委員
 東京都地域医療構想策定部会部会長

シンポジウム
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医療の質の向上を目指して

シンポジウム

2025年の医療改革に向けて
～急性期病院として～

シンポジスト

　日本心臓血圧研究振興会は、当初基礎研究実

験施設として設立され、現在まで全国公募研究が

継続されている。1977年、臨床研究施設として附

属榊原記念病院が開設された。本邦最初の循環

器専門病院で、看護配置2:1の急性期病院として

運営された。2004年、府中市に新築移転にあた

り、近隣には都立府中病院（現　多摩総合医療セ

ンター）、武蔵野日赤病院、杏林大学病院、その他

の急性期病院がある医療圏で、CCUに収容されて

いない循環器疾患死亡数を調査した結果、病院の

機能を我々の専門とする循環器に特化し、他の救

急患者はトリアージ後最適な病院を紹介すること

などの運営理念が纏められた。いわゆる病院完結

でなく地域完結を目指し、循環器疾患の診療は地

域を中心とするが、広域な地域支援病院を考慮し

た。急性期病院としては一般的ではない、循環器

専門病院の移転時期から現在までの約10	年の診

療稼働実績の推移を提示し、2025年医療改革、

地域医療構想、新専門医制度などの緊迫する課題

を検討項目など提示したい。

村上 保夫
（公財）日本心臓血圧研究振興会　常務理事

附属　榊原記念病院　前院長

村上保夫　略歴

昭和23年2月16日生
昭和48年3月 新潟大学医学部卒
平成16年11月 財団法人日本心臓血圧研究振興会附属榊原記念病院院長　就任
平成22年11月 公益財団法人日本心臓血圧研究振興会　常務理事
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2025年の医療改革に向けて
～慢性期病院として～

シンポジスト

　わが国は急速な人口減少と少子化、超高齢社会

に直面している。団塊の世代のすべてが75歳以上

になる2025年に向けて、足許では医療提供体制

改革のための地域医療構想策定が急ピッチで進ん

でいる。

　国が試算した2025年の必要病床数と、病床機

能報告制度にもとづく2014年の病床数を比較す

ると、高度急性期・急性期と回復期・慢性期の比

率は、現状の2:1から2025年には1:2と逆転する。

高齢化につれて「治す医療」から「治し支える医療」

へのシフトが鮮明になる中で、急性期後の患者をど

のように地域で受け止めるかが、地域包括ケアを

決定付けることになる。

　「ときどき入院ほぼ在宅」が地域包括ケアの目

指す姿である。これにはまず、在宅や介護施設で

急変増悪した高齢者の軽度救急を地域で受入れ

る仕組みが必要である。この点、八王子市における

「八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会」（八

高連）や病院救急車の取り組みをご紹介するとと

もに、前回の診療報酬改定で創設された地域包括

ケア病棟の機能について検証してみたい。また、療

養病床を巡っては、2018年3月末に医療療養病棟

25対1および介護療養型医療施設の廃止が予定

されているが、様々な理由から自宅に戻れない患者

をどこで受け入れるか、活発な議論が展開されてお

り、その中身についても最新情報をご提供できた

らと考えている。

　本シンポジウムでは、病床機能の分化と連携が

ますます求められる中にあって、各医療機関がどの

ように自らの立ち位置を固めていけばよいか、どう

すれば限られた国力の範囲内で持続可能な医療

介護提供体制を維持していけるのか、皆様ととも

に議論していきたい。

安藤 高朗
永生病院理事長

安藤高朗　略歴

1959年東京都生まれ。1984年日本大学医学部卒業。
専門は消化器内科。
1989年医療法人社団永生会理事長に就任。
2014年医療法人社団明生会理事長に就任。
現在は、東京都医師会理事、全日本病院協会副会長、
日本慢性期医療協会副会長、東京都病院協会副会長、

八王子市医師会理事、東京都慢性期医療協会会長を
務める。
その他、日本医師会地域医療対策委員会委員、東京都
保健医療計画推進協議会東京都地域医療構想策定部
会委員等を務める。
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シンポジウム

2025年の医療改革に向けて
～地域包括ケアシステム～

　安心して暮らせる地域社会を作っていくという

観点から見ると、地域の方々にとって医療と介護の

充実は大きな要素です。特に高齢化社会では住み

慣れた地域の中で医療と介護がシームレスに提供

されることが重要と考えられます。

　私共の法人グループは昭和35年に外科系の病

院として開設されました。病院だけでは高齢化社

会のニーズに応えていくことができず、より良い医

療、介護サービスをトータルにまたシームレスに提

供することを使命として掲げました。

　平成9年に老人保健施設の開設を皮切りに、施

設系ではグループホーム、ユニット型の特養、サー

ビス付きの高齢者住宅、在宅系の事業所として訪

問介護、訪問看護、通所リハビリ、通所介護、訪問

リハビリ、福祉用具のレンタル事業所など介護保

険事業のほとんどを手がけています。医療部門で

は昨年8月に開設したリハビリテーション病院を加

えて一般病床、地域包括ケア病棟、回復期リハビリ

病棟、療養型病棟を持つことになりました。さらに

今年の1月より在宅医療部門を開設し訪問診療を

始めました。

　患者さんの病状、ADL、家族関係等を考慮して、

住み慣れた地域で最もマッチングした形で医療、

介護サービスを提供して行くことを目指していま

す。医療サービス、介護サービスをトータルに且つ

シームレスに提供して行くために最も重要なこと

は各施設や事業所が情報を共有することだと考え

ています。今後は情報を共有するシステムの構築を

目指しています。

望月 龍二
常盤台外科病院理事長

シンポジスト

望月 龍二　略歴

昭和53年3月 久留米大学医学部卒業
昭和53年4月 久留米大学医学部脳神経外科入局
昭和55年10月 東京慈恵会医科大学脳神経外科入局
昭和56年5月 医療法人財団常盤台外科病院理事就任

平成元年4月 医学博士号取得
平成元年9月 医療法人財団常盤台外科病院入職
平成4年4月 医療法人財団常盤台外科病院病院長就任
平成21年9月 医療法人財団朔望会理事長就任



委員会企画

急性期医療委員会企画
看護管理部会セッション
事務管理部会セッション
環境問題検討委員会セッション
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医療の質の向上を目指して

急性期医療委員会企画

　われわれは救急医療における災害医療として自然災
害、中でも地震災害を主たるものとして想定してきた。昨
年の当学会では委員会企画として「水害」を取り上げた。
水害もまた近年頻発してきた自然災害であり、今後災害
医療の一環として重要な地位を示すことが認識された。
　一方災害医療の中で急速に抬頭し、対応が急がれるも
のにテロ災害がある。地下鉄サリン事件はNBC災害の嚆
矢として我々の記憶に新しい。世界に目を向けると各地
で資源、人種、宗教の対立に端を発した紛争やテロが急
増し衆目を集めるようになっている。テロリストは人々が
多く集まるところを絶好の実行現場として選ぶ。スポー
ツの祭典として頂上を極めるオリンピックもまたその例
外ではなく、過去数回にわたり既に犯行が行なわれてい
る。来る2020年東京オリンピックがその犯行現場とな
ることは全力をあげて阻止する必要がある。仮に犯行が
成立した際には犠牲者をできる限り最小限に止めること
が我々救急災害医療関係者に課されることとなるのであ
る。テロ災害発生時、医療機関はどのような対応をすべき
か、そのために今準備できることは何かを考察、検討する
ことが今ほど求められているときはない。テロ手段もまた
進歩している。我々にとって想定外は許されないと銘じ、
認識を新たにしてゆく必要がある。
　基調講演として、杏林大学医学部救急医学教室・山口
芳裕教授にNBCテロの災害の特徴、発生時の医療機関
の対処等についてご教示賜り、次いで聖路加国際病院　
救急部石松伸一部長に、1995年地下鉄サリン事件発生
時の対応状況について実体験を語っていただくこととな
りました。最後に、東京都医師会猪口正孝副会長に、テロ
災害発生時の東京都および東京都医師会の対応指針、
今後の課題等についてお話しいただくこととしました。
　多数の聴衆参加を期待します。

　わが国の災害医療はそもそも脆弱なのであるが、特に
テロや攻撃などの有事における医療は先進諸国の中で
は群を抜いて脆弱である。講演では、東京オリンピックを
踏まえて、NBCテロを含めた有事における医療対応につ
いて論じる。
●テロへの対応能力
　事故と、テロや攻撃とは全く異質のものである。医療者
の側に、自らの能力の欠如の自覚がない。また、国民の側
も、病院にさえ運び込みさえすれば何とかしてくれるだろ
うと高をくくっている。これも誤りである。
●テロの特異性
　1つは、『邪悪さ』である。例えば、爆発テロでは複数回
の爆発がセットされ、総じて1発目よりも2発目に多量の
爆薬が使われる。1発目の爆発でたくさんの救助者が集
まったところで、2発目を爆発させることにより被害を拡
大させるのである。この邪悪さを認識せずに、不用意に 現
場に飛びこめば二次被害にあう。
　2つ目は、テロや攻撃に対する医療には、教科書の医
学の常識が通用しないという点だ。テロに使用される病
原体には、遺伝子操作によって、教科書で は効果があると
される抗菌薬が効かないように変異させられているもの
も多い。日本の医者が持っている炭疽菌の常識では戦え
ないのである。
　3つ目は、国民の医療に対する過信である。テロのよう
な物騒なことにも対応できるはずだと考えている人が多
い。しかし、日本は、戦傷をはじめテロ対処に応用可能な
日常的な経験が圧倒的に乏しく、知見の集積がない。残
念ながら日本の医療は国民の信頼に応える実力を持ち合
わせていない。
●ただちに安全保障医療の整備を
　有事の際の医療の対応力を高め、国家安全保障の中
にしっかりと位置づけることが、喫緊の課題である。

「テロに備えて　
～2020年東京オリンピックへの準備のために～」

山口 芳裕
杏林大学医学部救急医学教室教授

委員会企画

テ ー マ：
テロに備えて　
～2020年東京オリンピックへの準備のために～

会　場： 第ニ会場（3階・富士・西）

時　間： 13:10～15:10

座　長： 丹正 勝久
 東京臨海病院病院長・急性期医療委員会委員

講　師： 山口 芳裕氏
 杏林大学医学部救急医学教室 教授

 石松 伸一氏
 聖路加国際病院 救急部部長

 猪口 正孝
 東京都病院協会 副会長

山口 芳裕　略歴

昭和61年3月 香川医科大学医学部医学科卒業
平成6年9月 医学博士学位授与（信州大学）
平成14年4月 杏林大学　助教授（救急医学）
平成18年4月 杏林大学　主任教授（救急医学）
 高度救命救急センターセンター長
日本救急医学会評議員
日本集団災害医学会評議員
日本中毒学会評議員
日本熱傷学会評議員理事
日本臨床高気圧酸素・潜水医学会理事
日本放射線事故・災害医学会理事
東京都災害医療コーディネーター
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委員会企画

　1995年3月20日（月）午前8時ごろ、営団地下鉄（現
東京地下鉄）日比谷線、丸ノ内線、千代田線の3路線の
5列車の中でサリンが散布された。この事件では被害者
約6500名、死者13名をだす未曾有の大惨事となった。
この事件は前年の松本市で起こったサリン事件と合わせ
て、化学兵器が非戦時下に大勢の一般市民に対して使わ
れた世界で初めての化学テロでもあった。
　当院では、同日640名の患者を受け入れ、このうち111
名（ICU4名）が入院となった。この事件の対応によって、
情報の問題、二次被害の問題、被害者の追跡調査の問
題などが明らかになった。以下に反省点を記す。
1）情報：事件発生当初、地下鉄駅で爆発火災の模様、と
いう第一報のみで、現場の状況や傷病者の数、重症度は
まったく情報がなかった。また複数個所で同時に発生し
たため警察、消防両方の情報も錯綜しトリアージにもと
づいた搬送先選定も ままならなかった。発生後、数時間
で判明した「サリン」という分析結果は直接病院へはもた
らされなかった。一方松本サリン事件を経験した信州大
学病院や、自衛隊中央病院からは治療法に関する情報
の提供をうけた。
2）二次被害：当時化学兵器に関する知識や、除染・防
護に関する設備も全くなく、被害者はほぼ無処置のまま
院内に入ることとなった。しかも入り口を制限しなかった
ため三ヶ所の入り口から被害者が来院したため院内は瞬
く間に被害者であふれ、トリアージはもとより身元確認
もままならない状況となった。さらに、窓がなく換気が良
好にできない部所では職員に二次被害が発生したが、幸
い程度は軽いものであった。

　2020年東京オリンピック、パラリンピック開催が予定
されており、万が一のテロ発生時の医療提供体制の構築
が急務である。現在、東京都医師会は救急委員会にオリ
ンピック・パラリンピック小委員会を設置し、どうにか活
動を開始したばかりである。東京都側にも中心となる組
織がまだ確立されていないようであるため、現状では手
探り状態である。開催期間中の医療システムは1)アスリー
ト、2)観客一般人・来日外 国人観光客、3)VIP、4)テロ対
策などに分類できよう。1)、2)、3)に関しては日常 の延長
線でどうにかなるかもしれないが、規模感がはっきりしな
いためその情報が早めにほしいところである。またアス
リートに帯同する外国人医師の医療行為の法的問題が
残されている。4)に関しては全く宙をつかむ話となってい
る。テロの種類、武器、その場の非常時避難行動、応急処
置方法、治療方法、治療薬剤の備蓄など、どこから情報を
得るべきなのか未だわからないでいる。このまま何の情
報もないまま、テロに巻き込まれることがあれば、医療機
関が被害者となる可能性もある。テロは2016年のリオオ
リンピックが終了した瞬間から危険度が増すと考えても
いいと思う。早く体制を整えなければならない。

「地下鉄サリン事件当時の聖路加国
際病院での対応」

「東京都および東京都医師会のテロ
災害への対策、対応」

石松 伸一
聖路加国際病院救急部部長

猪口 正孝
東京都病院協会副会長

石松 伸一　略歴

昭和60年3月 川崎医科大学卒業
平成4年3月 川崎医科大学大学院医学研究科卒業
平成17年5月 聖路加国際病院救急部部長
 救命救急センター長
平成25年3月 聖路加国際病院副院長
日本救急医学会評議員
日本救急医学会関東地方会幹事
日本臨床救急医学会評議員
日本集中治療医学会評議員
日本集中治療医学会関東甲信越地方会評議員

猪口 正孝　略歴

昭和５９年 日本医科大学卒業
昭和５９年 同大第二外科学教室入局
平成　６年 日本医科大学大学院外科学第二卒業
平成１４年３月 平成立石病院開設　院長就任
平成１６年１０月 医療法人正志会設立　南町田病院開設　
平成２１年５月 医療法人正志会東京リバーサイド病院開設
平成２３年１０月 社会医療法人社団正志会に改組
平成２４年  ４月 社会医療法人社団正志会花と森の東京病院開設

平成２３年 東京都医師会理事　東日本大震災担当
 東京都病院協会災害対策本部副本部長
 全日本病院協会災害対策本部副本部長
現在 東京都医師会副会長
 東京都病院協会副会長
 全日本病院協会常任理事
 東京都災害医療協議会委員
 東京都災害医療コーディネーター
 東京都MC協議会委員
 東京都救急体制協議会委員
 東京都医療審議会委員
 東京都地域医療構想策定部会部会長
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　今回のセッションでは、学会主題である「医療の質
の向上を目指して」を踏まえ、「看護の質の向上」につ
いての重要な要素の一つである「優れた看護師が備え
ている力」に注目いたしました。
　「看護の質の向上」を考える時、一人ひとりの看護
師の成長は欠かせません。では、私たちは どのような
看護師になりたいとイメージしているのでしょうか。看
護管理部会では、「自分がなりたい看護師」をテーマ
に、どういった力に着目しているかをアンケート調査
いたしました。また、その中では 、自分の目指す看護師
となるために、どのような取り組みを行ない、何が支障
となっており、そしてどのような支援が必要とされてい

るのかといったことについても、様々な意見が寄せら
れました。その結果を踏まえてディスカッションを行な
い、皆様と一緒に考えていきたいと思います。
　その際は、フロアの皆様からも、ぜひ積極的な質
問、発言をよろしくお願いいたします。

※　アンケートの項目作成に際しましては、「優れた
看護師が備えている力：日常生活援助の実践を通して
（神戸大学大学院保健学研究科紀要	//28	 //9-20	
//2012）」を参考といたしました。

会　場： 第二会場（3階・富士・西）

時　間： 15：20～16：50

座　長： 高嶋 則子（岩井整形外科内科病院）
　　　　市橋 富子（花と森の東京病院）

アンケート結果解説：  小野寺 都留子（寿康会病院）

テ ー マ：一緒に考えよう「理想の看護師」

看護管理部会セッション
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委員会企画

事務管理部会セッション

会　場： 第三会場（5階・穂高・東）

時　間： 13：10～14：10

座　長： 田野倉 浩治（永生病院）

講　師： 元木 研二氏（経営労務研究所　所長）

【はじめに】
　平成27年12月1日より導入が始まりましたストレス
チェック制度の取り組み方法を関連帳票、関連規程
等を参考に実務的に紹介します。
【導入時の問題点】
　ストレスチェック制度については、常時使用労働者
が50名以上の事業所は、毎年の実施義務があり、か
つ所轄労働基準監督署への報告義務があります。医
療機関においては、院長が産業医を兼務している場
合や、職員が一人一台パソコンを持っていない等の固
有の問題があります。
　ストレスチェックを内部で行なうのか、外部で行な
うのかの判断基準についても説明し、現状、任意規定
である集団分析へのフォローについても説明します。
【何に気をつければよいか】
　導入初年度でもあり、チェックを行なう事に注力し
がちですが、導入に際しては、広く労務管理の一環とし
て行なう視点が大切です。その「労務管理とは」につ
いても説明し、またストレスチェックの結果、高ストレ
スと判断された場合の対応方法として、産業カウンセ
ラー等を使ったフォロー、諸規定の整備方法を案内し
ます。
【まとめ】
　やるべき事は極めてシンプルです。シンプルと思える
ような、事前の掘り起しから、役割分担、実施、実施後
の毎年のフォローを説明します。

「医療機関におけるストレス
チェックへの取り組み」

元木 研二
経営労務研究所 所長
特定社会保険労務士

元木 研二　略歴

経営労務研究所（八王子）所長　46歳
1992年帝京大学法学部法律学科卒業
東証一部上場企業の営業部、経理部、人事部勤務
を経て、2011年独立開業
人事部時代は、1200名超のソフトウエア開発社員
の残業時間管理並びに人事制度改定、雇用助成金
対応等を行なう。

　平成26年6月に改正された労働安全衛生法の中で「ス
トレスチェック及び面接指導の実施」が各事業所に義務
づけられました。
　事業所の役割として、職員の健康管理に加え心理的な
負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）の
実施や医師による面接指導も実施するなど、より細やか
な対応が求められています。
　施行期日は昨年12月1日で、各事業所では様々な取り
組みを行なっていることと存じます。
　事務管理部会セッションでは、「医療機関におけるスト
レスチェックへの取り組み」と題して、経営労務研究所　
所長　元木研二氏を迎えご講演頂きます。
　事業所内部で行なえることや外部へ委託すべきことな
どを含め担当者のみならず、事業管理者においても非常
に参考となるお話です。
　また、すでに取り組んでいる事業所でも業務見直しの
ヒントにもなるものと期待しています。
　多くの皆さまの参加をお待ちしております。

テ ー マ：
医療機関におけるストレスチェッ
クへの取り組み
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環境問題検討委員会セッション

　第14回医療から取り組む環境会議は「生物多様性とス
ローフード」をテーマに、スローフードすぎなみTOKYO代
表　佐々木俊弥先生を講師にお招きして、第11回東京都
病院学会の委員会セッションとして開催いたします。
　今、全世界をあげて「生物多様性の危機」が叫ばれてい
ます。「種の多様性」の急激な喪失、すなわち多くの生物
種が過去に例のない速度で絶滅しつつあると言われてい
ます。「種の多様性」の喪失は生態系の破壊によってもた
らされます。生態系への依存なく生存できる生物種はあ
りません。人類はもちろんあらゆる動植物、土壌中に生息
する微生物など、激しい生存競争の一方で、相互依存的
に微妙なバランスのもとで生存しています。生態系は非常
にシビアなシステムで、一定の種が絶滅すると、微妙なバ
ランスの依存関係が非可逆的に崩壊する可能性がある
のです。
　フードマイレージ、生物（作物）多様性、人口問題、南北
問題、遺伝子組替え作物、水資源の不足、砂漠化、森林破
壊、海洋（湖沼/河川）汚染、循環資源の枯渇、食料自給
率、BSE、食品偽装問題など、われわれを取り巻く食や農
業の問題を切り口に生物多様性を考える機会となれば
幸いです。

　スローフード協会は1989年にイタリアで発足した国際
NPO団体です。現在、世界160ヶ国に約10万人、日本に
も39支部、約1,000人のメンバーがいます。スピードと効
率に追われ、地域や環境にダメージを与えながら生きる生
き方、社会を見直し、本来、私たちの暮らしのリズム、誠実
に作られる食べ物が、自然のリズムやその土地の気候風
土に合わせて受け継がれてきたことを、地域単位で取り
戻し、世界で共有する世界ネットワークです。

　スローフード協会の主な活動内容は以下の４点です。
・メンバー間のネットワーク
・食と、味覚の教育
・生物多様性の保護
・テッラ・マードレ・ネットワーク
　このうち、ここ数年、特に力を入れているのが「生物多
様性の保護」です。

　生物多様性は、動物、魚類、植物、昆虫など範囲が広い
反面、外来種の繁殖で在来種が駆逐され生態系が乱れ
るのをどう防ぐか、先進国と新興国との利権争いなど、政
治的な争点も生んだりしています。スローフード協会は穀
物、野菜、果物、家畜、魚など食の分野で急速に進んでい
る種の消滅を食い止め、種の多様性こそがこの世界の豊
かさそのものだという信念のもとに、世界ネットワークの
なかで「味の箱舟」「プレシディア」というプロジェクトを
動かしています。

　農業や漁業など一次産業は病気・疫病との闘いの繰
り返しですが、それを科学で乗り越えようとしてきました。
しかし、その度に新たな病気・疫病が発生するといういた
ちごっこの様相も呈しています。私たち人間を含めた生物
は、病気や疫病とも時に共存しながら、生物多様性を砦
に生きていく、それが科学の発達した現代でも最も有効
な手段であるというのが、スローフード協会の信念です。

「生物多様性とスローフード」

佐々木 俊弥
スローフードすぎなみTOKYO代表

テ ー マ：
生物多様性とスローフード

会　場： 第四会場（5階・穂高・西）

時　間： 13：10～14：10

座　長： 篠原 健一（河北総合病院）

講　師： 佐々木 俊弥氏
 （スローフードすぎなみTOKYO 代表）

佐々木 俊弥　略歴
スローフードすぎなみTOKYO代表、株式会社セイワラボ代
表取締役
1963年東京生まれ。早稲田大学大学院ロシア文学修士課
程修了。セミナー運営会社で事業部長として勤務しながら
「荻窪アート楽市楽座」等のイベントを地元杉並区で立ち
上げ、中央線沿線での地域活動に関わる。2002年8月「ス
ローフードすぎなみTOKYO」を設立、代表に就任。「地元を
深く掘ることで、他地域や国外の仲間と出会える」をテー
マに、杉並区や東京でのスローフードのあり方を追求、国内
外のメンバーとの交流を続けている。スローフードジャパ
ン食育委員会委員長（2006－08）、スローフードジャパン
副会長（2011－14）を歴任。著書に『スローフードすぎなみ
TOKYO宣言！』（2008）他
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回復期リハ病院機能クリニカル・イン
ディケーター作成の試み

○石濱裕規、小林　豊、横山　孝、
　石川博久、安藤高朗、荒川直子、
　玉置　薫、永岩享貴、西田龍平、
　山﨑博光、山口武兼

東京都病院協会　診療情報管理委員会

【目的】回復期リハビリテーションにおける医
療の質の向上と患者様への情報提供を図るた
め、東京都病院協会診療情報管理委員会では、
クリニカル・インディケーター（以下、都病協
版回復期 CI）の作成を進めてきた。本発表では、
都病協版回復期 CI の簡易度・有用度に関する
試験評価結果を報告する。

【方法】都病協版回復期 CI は、Ⅰ．ストラク
チャー（7 項目）、Ⅱ．プロセス（8 項目）、Ⅲ．
アウトカム（5 項目）の計 21 項目より構成され、
回答を数値・項目選択のみで求める点に特徴が
あ る。FileMaker Pro Advanced 13 を 用 い 無 償
頒布可能な入力フォームを作成し、試験回答を
会員 2 施設で実施した。さらに、1 施設では全
回答者 18 名が項目毎の簡易度・有用度を 5 段
階評価し、2、 1、 0、 -1、 -2 で回答を重み付け得点
化した。

【結果】簡易度の平均値は、「診療科」と「チー
ムアプローチ」が 4.4 点と最も高く、次いで「在
宅復帰率」4.2 点となった。有用度の平均値は、

「リハ実施単位数」5.8 点、「入退院時 BI/FIM
平均」5.6 点、「在宅復帰率」5.4 点の順に高い
値を示した。簡易度・有用度とも中央値により
層別化した所、7 項目が両指標で中央値以下と
なり、当該項目は、Ⅰ．「転入元」「入院適応基
準」、Ⅱ．「MSW 相談件数」「医師サマリー作成率」

「退院前ケア・マネジャー（CM）介入件数」、Ⅲ．
「転出患者数」「就労支援実施件数」であった。
【考察】以上の結果に基づき、特に、簡易度が
負値を示した「退院前 CM 介入件数」「就労支
援実施件数」の質問・回答内容につき改定を行
い、回復期 CI 初版を作成した。
　今後、都病協版回復期 CI の多施設における
活用を期待している。また、数値からのわかり
やすい二次指標作成、妥当性の検討をさらに進
めたい。

※本研究は平成 27 年度東京都医師会調査研究
　委託として行なわれたものです。

遠隔健康指導および運動療法メニュー
作成システムの開発

○神谷具巳 1）、渡辺圭一 1）、池田統子 1）、
　島田幸夫 1）、野田聖久 2）、
　生田目俊雄 2）、石田信彦 1）

1）医療法人社団和風会
（多摩リハビリテーション病院）

2）株式会社 NSD

　当院では、地域市民の健康増進・疾病予防
のための事業としてメディカルフィットネ
スによる健康サービスの提供を行なってい
る。地域の健康維持・増進・回復は取り組む
べき社会的な課題でもあり、その普及方法を
より良いものにすることは、課題解決の一助
となる可能性がある。今回、我々はより広く
市民の方へ健康指導サービスを提供するた
めの取り組みとして、システム会社との協力
により、運動療法メニュー作成システムと健
康活動をサポートするための問診・遠隔健康
指導システムを開発中であり、その内容と経
過およびこれまでの結果を報告する。
　運動療法メニュー作成は、これまで属人的
に作成されており、作成する個人の能力に左
右される面が否めない。既往歴や体力などの
身体に関する評価要素や、指導に関する知識
技術は広く理解および活用されているもの
であり、1 対 1 を原則として対応することに
なるため、日々の中で対応可能な人数には限
りがある。そこで我々は、メニューを作成す
るプロセスをアルゴリズム化し、必要な条件
をパソコン上のソフトに入力することで対
象者にあった運動療法メニューを作成する
ことが出来るシステムを開発中である。
　また、上記のシステムを活用する場の一つ
として、今まで対人的にアプローチできな
かった層に向けて対応するための遠隔健康
指導システムも同時に開発中である。これ
は、現状の生活習慣および身体状況に関する
問診に応えてもらい、その結果を基に運動療
法メニューを作成および提供し、健康習慣を
身に着けていただくための遠隔による健康
指導を行なうものである。
　現状では、上記 2 件のシステムは開発中の
段階にあり、実証試験に取り組んでいる最中
である。

演題 医療の質向上
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コンサルテーションリエゾンチーム活
動の現状と課題

○八木裕実子、土屋瑛美

河北リハビリテーション病院

【はじめに】これまで認知機能低下、せん妄、
不安・抑うつへの対応は、病棟ごとそれぞれ
の職種が行なってきたが、「入院患者の状態
を把握し、必要な患者さんにチームで早期に
発見・対応することにより症状の緩和や予防
を推進することを目的として」認知症看護認
定看護師・臨床心理士からなるコンサルテー
ションリエゾンチーム ( 以下、リエゾンチー
ム ) を 2015 年 7 月に立ち上げた。これまで
の活動を振り返り、今後のより良いリエゾン
チーム活動の在り方を検討、報告する。

【方法】2015 年 7 月 1 日～ 10 月 31 日のカル
テから、リエゾンチームへの依頼、相談がな
された事例を抽出する。抽出した事例に関し
てリエゾンチームとしての対象症状・対応内
容・依頼元などの情報を収集、4 か月に渡っ
ての総件数を把握し、現状の分析を行なう。

【結果】対象症状は認知機能低下が 31 件、不
安・うつなど（精神科通院歴）6 件、せん妄
6 件と続いた。依頼元は看護師が 48 件、リ
ハ ビ リ ス タ ッ フ 2 件、MSW1 件 で あ っ た。
対応内容はのべ回数で、直接介入が 44 回、
病棟コンサルテーションが 68 回、カルテフォ
ローが 152 回であった。

【考察・まとめ】入院時すぐにリエゾンチー
ムへ依頼できるようシステム化したことで、
入院初期の段階でリエゾンチームが直接介
入、あるいは病棟スタッフへのコンサルテー
ションを実施することができた。結果的に早
期に患者への対応が統一され、患者の状態悪
化を予防することができ、その後はカルテ
フォローするに留まるケースが多いことか
ら、リエゾンチームの介入は有意義なもので
あったと考える。今後は看護師以外のスタッ
フが依頼しやすいシステム作りやスタッフ
への教育を行なっていく必要があると考え
る。

病院内における DPC/PDPS 入院期
間に関する意識向上への取り組み

○椎名康介

永寿総合病院

【はじめに】当院では、DPC 委員会を月 1 回、
定例で開催している。平成 27 年度の委員会
においては、DPC 入院期間Ⅱ超の取扱いに
ついて、再度周知していくこととなった。

【 方 法 】 平 成 26 年 度 の DPC 対 象 患 者 の、
DPC 入院期間の把握と、クリニカルパスの
有無、副傷病名の割合等の分析を実施する。
主治医への周知は、医局会へ参加を行ない、
DPC 入院期間の重要性や機能評価係数Ⅱ等
の説明を実施する。また、日頃から DPC 期
間を全ての部門が認識出来るよう、電子カル
テへ DPC 期間Ⅱの日付を記載し、さらに毎
週、全主治医へ担当の患者様の DPC 期間Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲの周知を書面にて配布をルーチン業務
として実施を行なっていく。

【結果】同取り組みにより、平均在院日数の
短縮につながり、新入院患者数の増加・入
院単価の増加となり経営に関しての一助に
なったと考えられる。また、各部門からの
DPC 日数に対する質問等が増えたことから、
病院全体が DPC 病院としての認識が深めら
れたと考えられる。

【考察】次期 DPC 改訂に伴い、今後として
DPC 委員会で常に最新の情報を把握し、院
内へ新しい情報を発信していくことが、DPC
病院として重要になっていくと思われる。
　また、DPC 委員会では、この取り組みの
他に、部位不明・詳細不明コードの分析や、
適切な DPC コーディングの検討を実施して
いる。今後これらの取り組みについても、院
内へ情報発信を行なっていくよう試行した
い。

演題 医療の質向上　事務
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地域包括ケア病床導入による病床運用
の検証

○戸崎雅子

東京明日佳病院

【はじめに】当院は一般病床 82 床の急性期病
院である。平成 26 年 10 月より亜急性期病床
20 床を地域包括ケア病床 16 床に転換した。
病床が持つ機能の役割を踏まえ、自院の強み
を生かした患者層の受入れを検討した。現在
20 床に増床し常に満床の稼働を維持してい
る。機能の異なる病床を院内で運用するにあ
たり、患者および職種間の理解・満足は得ら
れているか、今後の病床運用について検証し
た結果を報告する。

【方法】地域包括ケア病床導入にあたり病床
委員会を発足した。「自院の強みは何か」「何
処の時点まで患者に関わるのか」「対象者は
どう選出するのか」「病床数はどうするか」
等を検討した。当初月 1 回だった委員会も週
1 回、随時へと開催頻度も構成メンバーも増
えていった。対象者の選出には、FIM 評価
と退院先に重点を置くことにした。

【考察】FIM は「している ADL」評価であり、
運動機能と認知機能が測定できる。そのため
患者が自立するためにはどの程度介助量が
必要かを知るための指標となった。また具体
的な退院調整の介入時期を見極めるにも根
拠となるデータになり、病床運用の面でも一
般病床と地域包括ケア病床との転換時期を
推測する目安として利用できた。

【まとめ】地域包括ケア病床の運用には、「医
療看護必要度」「リハビリ単位数」「在宅復
帰率」等の満たすべき基準がある。基準を遵
守し、患者・職員の満足度を損なわず、経営
面での効果も期待しなくてはならない。病床
稼働は良好であるが、今回の検証で浮彫りに
なった問題点も多い。今後は当院をとりまく
医療介護ニーズにもアンテナを張り需要を
裏切らない医療が提供できる病院を目指し
ていきたい。

東京都がん地域医療連携モデル病院と
しての取り組み

○西田龍平、杉山友子、神田あゆみ、
　渡邊俊明、廣橋　猛、愛甲　聡

永寿総合病院

【はじめに】東京都では、平成 26 年 12 月か
ら、より多くのがん患者への対応が可能な医
療体制の整備と、個々の医療機関におけるが
ん医療の更なる質の向上を目指し、地域にお
いてがん診療の一端を担う「東京都がん地域
医療連携モデル病院」の指定が行なわれた。
当院は、指定を目指し、がん対策の充実化を
進めることにした。

【対策】がん対策運用を円滑に進めるため、
医師協力のもと、がん対策委員会を開設し
た。院内外のがん情報の収集並びに管理提供
を実施し、現状の運用から新たに院内で導入
していくべき事項、がん登録などに関する事
項について検討する。

【結果】現在までに、当院を含め都内 4 医療
機関が「東京都がん地域医療連携モデル病
院」の指定を受けている。当院では、専門医
2 名の他、緩和ケア認定看護師を擁する緩和
ケア病棟を有し、従来体制でも施設要件を十
分満たしているが、さらなる診療体制の充実
を目指し、がん診療支援・緩和ケアセンター
を開設するに至った。また、化学療法には入
院・外来を問わず、化学療法の資格を持つ薬
剤師・看護師等と連携したチーム医療が取り
入れられている。

【考察】「東京都がん地域医療連携モデル病
院」の指定を受け、これまでのがん医療に加
え、がん拠点病院とかかりつけ病院の中間的
な役割を果たす必要がある。初期治療を受け
た施設の別とは無関係に、継続的な化学療法
を要する地域のがん患者を広く受け入れ、信
頼感や安心感を損なうことなく専門的治療
を引き継いでいくことが求められる。今後、
当院のがん診療が、地域のニーズや期待に応
えられるよう継続的に発展していくととも
に、当院の機能や役割を地域に広報し、積極
的に発信していくことが必要と考える。

演題 事務
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当院における救急搬送受入件数引き上
げの取り組みについて

○田村雅仁、青木葉幹貴、後藤敦志、
　齋藤　整

東京リバーサイド病院

【はじめに】当院では平成 26 年の救急車受
入件数は前年同月比減少傾向にあり、二次救
急指定病院として継続も危ぶまれる状況で
あった。よって関係部署を集め、平成 26 年
10 月より救急受入体制の見直しを行なった。

【方法】まず受入依頼を断らない体制を整え
るため、休日・全夜間のみ記録していた救急
日誌を日中も記録することで、24 時間全て
の救急受入に対する問題点を洗い出すため
のデータ収集を行なった。そのデータから医
師別の応需率を調べ、問題点を協議するため
に、それまで非定例であった救急会議を定例
化し、断り理由が不適当な医師には院長より
指導を行なった。
　また、搬送連絡時間を短縮するため、通常
診療時間中の救急電話対応を事務から看護
師へ変更した。さらに休日・夜間診療では受
付時に事務で必要最小限の情報のみ聞き取
り、バイタル等、医療面で必要な情報は医師
が直接聞くことにより速やかな受入可否判
断を行なうこととした。

【結果】結果、全時間帯受入件数は平成 26 年
10 月以降 1 年間 723 件（前年比 245 件増）、
救急応需率も全庁平均を上回るようになっ
た。また、搬送連絡時間は 1 分弱短縮するこ
とができ、近隣の消防関係各所にも救急を積
極的に受け入れる病院と認知され、救急受入
件数が前年比 51% 増加した。

【考察・まとめ】今回の取り組みにより担当
が明確化され、運用面で担当が曖昧になって
いた部分が解消された。また、救急に係る問
題点については非定例で行なっていた救急
会議を毎月定例開催することで関係部署と
情報を共有する面においても改善された。
　今後はさらなる関係部署の連携強化と救
急車受入件数の増加を目指す。

当院における救急患者受け入れの迅速
化（取り組み）について

〇山本妙子、吉尾勝昭、永井淳一、
　岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】当院は東京都指定二次救急医療
機関であり、年間約 4000 件の救急車の受け
入れを行なっている。しかしながら、受入連
絡時間平均約 6 分であり、受け入れに長時間
を要する事例が発生していた。原因として、
救急隊からの受入要請に対し、電話対応をす
る事務員と救急担当医師との連絡がスムー
ズに行なわれていないことが明確となった。
　今回、救急受け入れの迅速化を目的とした
対策を実施し、改善が図られたため報告す
る。

【方法】平成 27 年 1 月～ 3 か月間で入電か
ら回答までの時間を計測。10 分を要した事
例についてその要因を分析し、検証した。

【結果】180 件の調査を行なった結果、回答
まで 10 分を越えるケースが全体の 10％（18
件）を占め、要因としては①救急担当医師が
受け入れ不可の際の他の医師への依頼　②
空床確認　③症状内容詳細確認であった。
　上記の原因が明確になり、取り組みとして

「役職医師による迅速な受け入れ可否システ
ムの構築」および「救急搬送患者情報連絡表
の見直し」を行なった。
　その結果、受け入れに 10 分を超える事例
は大幅に減少し平均時間が約 5 分まで改善さ
れた。

【考察・まとめ】関係部署が共通ルールにのっ
とり業務を遂行するに従い、意識は向上し迅
速な受け入れにつながった。また、事務員は
救急担当医師へ的確な情報伝達の必要性を
痛感し、救急患者受け入れマニュアルの見直
しを行なった。
　今後、このシステムをより精度の高いもの
にし、平均時間のさらなる短縮を目指してい
きたい。

演題 事務
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訪問看護事業所を併設する在宅支援診
療所における事務部門の役割

○渡邉厚博、落合直樹、矢尾知恵子、
　一戸由美子

河北医療財団
（河北総合病院）

【はじめに】河北家庭医療学センターは、在
宅支援診療所、訪問看護ステーション、診療
所からの訪問リハビリテーション（以下、診
療所リハ）の医療提供と、教育・研修を有す
る機関である。センターでは 4 名の事務職員
が在職する「運営支援室」が各部門を横断的
に業務支援している。この運営支援室の役割
と効果、今後の展望を考察する。

【実践内容】運営支援室の業務は主に、請求
業務と運営支援業務の 2 つがあり、前者は実
績管理と診療報酬請求（医療・介護）並びに
利用者請求であり、後者は経営的な運営管理

（月次収支の目標管理と対策、検討と提案）、
教育・研修に係る支援（スケジュール調整
等）、庶務（医師事務補助等）である。
　同一法人が複数の医療サービスを運営し
ているため、特別な関係としての算定上の縛
りがあり、運営支援室が管理している。

【実践結果】過去 5 年間の実績は、延べ診療
10,487 件、看護（訪問リハを含む）62,929 件、
診療所リハ 93 件（2014 年 6 月からの新規事
業）であり、5 年間での収支伸び率は 166.6%
であった。この間、研修医 48 人、看護師研
修生 237 人、学生 80 人の受け入れ支援を行
なった。診療部、看護部、リハ部の協働強化
のため、連絡メモ作成等の様々な工夫を試
み、この結果、同日訪問により算定できない
日が激減し経営的な効率化も得られた。

【まとめ】診療・看護・リハビリの質の向上
と効率化、およびセンターの安定した運営を
図るため、保険請求から業務支援まで幅広く
支援している。今後の課題として、初回訪問
時に医療従事者が行なっていた契約を事務
が参画することでより円滑な導入へと改善
し、直接医療に従事しない事務職でもチーム
の一員となり顔の見える関係性を利用者と
確立していきたい。

入院未収金の現状と発生防止の取り組み

○小宮ひとみ、下田真由実、福田慎太郎、
　末永佑仁、岩村太郎

平成立石病院

【はじめに】未収金の原因は様々である。発
生防止のために支払い能力のない患者を拒
否することもできないため、単なる運用に
よって解決できる問題ではないといえる。
　そこで医事課では、未収金の現状を把握
し、発生防止の取り組みについて発表する。

【主な取り組み】まず、過去の未収患者の性
別、年齢、保険、診療科別に統計をだし、分
析し、患者の傾向を把握した。そのうえで、
平成 25 年度より未収防止に重点をおき、保
険証の確認や医療費助成制度の案内といっ
た基本業務を徹底。また、独居や身寄りなし
等、未収になりえる患者の情報収集を、看護
師、MSW、病棟クラークと連携し、早期に
介入を行なった。

【結果】未収防止の取り組みを強化したこと
により、他部署からの協力が得られるように
なり、結果、以前に比べ未収金が減少した。

【まとめ】未収金を回収することはかなりの
労力を必要とするが、回収自体はなかなか進
まないため、未収を発生させないことが大切
になってくる。それを医事課だけで行なうの
は難しく、他部署との情報共有が必要。全職
員が意識を高くもって未収リスクのある患
者のサインに気がつくことができれば、未収
を防ぐことができるのではないかと考える。

演題 事務
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健診部におけるフォローアップの取り
組み

○小玉恵子、加後伊知子、小滝優加、
　鈴木加代、長岡美里、横山真樹子

久米川病院

【はじめに】健康診断においては、受診者本
人は受診をしただけで満足してしまうこと
が多い。しかし、健診は受診するだけではな
く、その検査結果をもとに受診者の健康管理
に生かしていくことが重要である。そこで健
診施設の役割は、受診者の再検査受診を勧
め、治療や経過観察につなげていくことで
あると考える。そのための当院におけるフォ
ローアップの取り組みについて報告する。

【方法】平成 23 年度までは、健診結果に当院
の外来診療案内を同封するのみであった。平
成 24 年度からは外来診療案内に加え、健診
結果の指導区分ごとに今後の対応を説明し
た案内用紙「健診受診者の方へ」を作成し同
封するようにした。平成 25 年度には、改良
を加え指導区分により大きく二つに分類し
案内用紙の色を変え、さらに該当する指導区
分にマーカーをひき注意を促した。平成 26
年度からは、外来診療案内の対象診療科目に
もマーカーをひき、診療科目の実施日時を明
確にして再検査受診を促した。

【結果】有所見者のうち再検査をうけた割合
を①当院の外来を受診、②他院にて受診の 2
つで計算し、その合計を再診率としてあら
わした。平成 23 年度は合計で 9.2% であった
が、取り組みの成果により徐々に上昇し、平
成 26 年度は 12.6% となった。

【考察】受診結果がわかりやすくなったこと
により、有所見者が再診の必要性を理解し、
該当する外来日を案内することで、スムーズ
な受診に繋げることができた。その結果、少
しずつではあるが確実に再診率は上昇して
きている。今後は他院での受診案内や、外来
受診後の当院への受診報告の方法の充実な
どを再検討し、再診率の向上を図っていきた
い。

医師事務作業補助者の業務報告と改善
効果

○白鳥まゆみ、吉田恭子、永井淳一、
　岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】当院は一般病棟 188 床、回復期
病棟 34 床の急性期を中心とした病院であり、
現在 14 名の医師事務作業補助者で業務を行
なっている。
　外来・病棟担当制度をとることで 業務分
担を明確にし、診断書・紹介状返書等の文書
作成代行をはじめ、平成 25 年 9 月より予約
センターを開設、翌 26 年 9 月には、事前問
診入力・病棟での看護師への伝達業務を開始
したことによる、医師の事務作業軽減の効果
について報告する。

【方法と結果】外来については 1 日平均約 20
名の内科初診患者に対し、診察前に「主症状・
バイタル・既往等」の聞き取りおよび電子カ
ルテに医師の代行入力を行ない、診察時間の
短縮につながるかを調査した。
　病棟については 看護師から医師への連絡
板を確認し、点滴処方・家族への説明および
日程調整など医師からの指示・伝達をするこ
とでの、病棟運営の効率化を調査した。
　結果として、外来診療時間が 1 人当り約 5
分の短縮が図られ 1 日 1 時間を超える短縮を
実現した。また、医師からの指示を看護師に
早期伝言することによる、スムーズな調剤等
の効果が得られた。

【考察とまとめ】医師事務作業補助者が、医
師・看護師の連携役として行動することによ
り、スムーズな病棟運営ができることが明確
となった。より医師の事務作業を担うことに
より病院のサービス向上にもつながること
がわかった。今後は、さらにカンファレンス
等に参加し、知識を高めるとともに、医師の
事務作業の軽減につなげていきたいと考え
る。

演題 事務
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有給休暇取得・残業時間低減に対する
医事課の取り組み

○加後伊知子、鈴木加代、小玉恵子、
　長岡美里、横山真樹子、小滝優加

久米川病院

【はじめに】当院では労働安全衛生の向上
と働きやすい職場作りのため、有休取得率
100%・残業 0 時間の達成等を品質目標に掲
げ取り組みを行なっている。以前から事務部
の中でも有休が取りにくく、残業時間が多
かった医事課の取り組みについて発表する。

【方法】業務改善として、平成 24 年度より
常勤に対するキャリアアッププランの導入、
パートと常勤での役割分担、関連部署との業
務連携の見直し、協力体制の強化調整、取り
組みを品質目標に掲げ数値化を行なった。さ
らに平成 20 年度より継続している医事課内
連絡ノートや現場見学により個々のスキル
を向上させた。

【考察・まとめ】外来部門の縮小による患者
数の減少も一因と考えられるが、常勤の残業
の多くを占めていたレセプトに係わる業務
を、役割・指示系統の明確化および分業する
ことで、勤務時間内に確保することができ
た。このことは残業時間減少に大きく影響し
ている。また、関係部署との連携強化により、
連絡時のミスや齟齬がなくなり、業務内容の
共有がスムーズになる等、無駄な時間を費や
すことがなくなった。さらに、達成率を数値
化し「見える化」することにより、有休と残
業に対する各々の意識が高まり、目標達成へ
の積極的な姿勢がみえたのも大きな要因と
考えられる。このように時間を有効に使い、
業務の質が向上することで時間に余裕が生
まれ、職員が交代で有給休暇を取得すること
にもつながった。医事課内職員数がほぼ変わ
らない状況にも関わらず、有休取得率 100%、
残業時間の低減を達成できたことは、紛れも
ない取り組みの成果といえる。今後も、さら
なる業務改善を行い、職員の労働安全衛生の
向上と、働きやすい職場作りを目指していき
たい。

ストレスチェックの調査報告

○深井正貴、千葉勇治、末永佑仁、
　岩村太郎

平成立石病院

【はじめに】労働安全衛生改正法が施行され、
ストレスチェックと面接指導を毎年 1 回実施
することが事業者の義務として新たに定め
られた。今後、健康面のみならず心理的スト
レスへのアプローチが必要となっていくた
め、本研究を行なった。

【目的】「職業性ストレス簡易調査票」を用
い事務職員の心理的負担につき部署ごとの
特性や傾向を分析し、今後の労務環境の改善
および業務の効率化に資することを目指す。

【方法】期間は平成 27 年 11 月 2 日より 6 日。
当院事務 6 部門、56 名を対象とした。「職業
性ストレス簡易調査票」を無記名のアンケー
トで実施し、その回収率は 92% であった。

【結果】「職業性ストレス簡易調査票」で職員
のストレスプロフィールを分析したところ、

「心身のストレス反応」が標準点より高値と
判断されたのは 52 名中 5 名。部署ごとの「簡
易調査票用仕事のストレス判定図」の総合健
康リスクは、6 部門中で医事課外来部門が最
高値であった。

【結語】上記 5 名のうち 3 名は、業務の量的・
質的負担度が高い。「周囲のサポート」に関
しては両名とも概ね良好であり業務に起因
するストレスを緩和することで改善できる
と思われた。医事課外来部門は、注意を要す
る業務の一方で窓口の患者対応などに追わ
れ、過度の業務負担につながっているものと
思われた。今後は、本調査の結果を基に医事
課外来部門の業務量及び業務内容について
分析し、労務環境の改善や対策を講じ、今後
の結果報告へとつなげたい。

演題 事務
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ワークショップを取り入れた事務職の
教育について

○佐藤　譲

榊原記念病院

【はじめに】東京都多摩地区の病院事務職を
対象とした多摩地区メディカルマネジメン
ト研究会を平成 18 年 7 月に立ち上げ、平成
25 年 11 月までの間、年 1 ～ 2 回定期的に開
催してきた。平成 26 年 11 月より、講義に
よる「集団学習」からアクティブ・ラーニン
グを基本にした「ワークショップ（参加型学
習）」に切り替えたのでその効用について検
討した。

【方法】日常業務において、「働きにくいと
感じたり」、「上司に対して不平不満を抱い
たり」、「愚痴をいってしまうこと」等がど
の職場においても共通にみられ、労働意欲の
低下の一因となっている。そこで、「マネジ
メント」（1 回目、平成 26 年 11 月）、「組織、
人材、人」（2 回目、平成 27 年 2 月）、「目的・
目標、教育、業務、Communication」（3 回目、
平成 27 年 5 月）、「組織で働くとは」（4 回目、
平成 27 年 9 月）をテーマにワークショップ
を開催した。参加者は SNS やメールで募り、
病院勤務の看護師、放射線技師、事務職、IT
等の社員であった。1 回目 19 人、2 回目 23 人、
3 回目 18 人、4 回目 21 人の参加をみた。

【評価】参加者アンケートから事後のアン
ケートをみると、「時間が短く感じるほど楽
しかった」、「多職種と話ができよかった」、

「自分自身を見直すきっかけになった」とい
うポジティブな評価とともに、病院事務職は

「指示された内容を守る」、「保守的」、「発言
することに慣れていない」などの指摘があっ
た。

【考察・まとめ】大きく変化する医療制度の
下、病院事務職が研ぎ澄まされた経営感覚と
プロ意識を持つことが重要となってきた。
　実務においては、スピード、質、コスト意
識がこれからのテーマである。本研究会の取
組みから病院事務職は、医療に関する多くの
職種と同じ土俵で行うワークショップが必
要であると思考した。

看護師による入院時訪問指導の実際

○犬塚久善、金坂朝広

永生病院

【はじめに】平成 26 年度の診療報酬改定で「入
院時訪問指導」が新設された。当院では平成
27 年 7 月より導入し、看護師が担当している。
また、看護師の得た情報をリハビリスタッフ
と共有し、入院時から退院後の生活をイメー
ジし、これまでのライフスタイルなどを考慮
した個別性のあるリハビリテーションの実
践につながるよう連携を試みている。今回、
看護師による入院時訪問指導の取り組みの
結果をここに報告する。

【方法】リハビリスタッフに対して、看護師
が実施する入院時訪問指導についての周知
と訪問実施後の情報の共有の有無とその方
法について、またその情報が実際にどのよう
な形でリハビリテーションに反映されてい
るかについて質問紙調査法で調査した。

【結果】調査結果から、リハビリスタッフへ
の入院時訪問指導導入に関する周知方法と
情報共有についても統一した形を設定して
いなかったため、訪問指導を担当したそれぞ
れの看護師の周知と共有方法に大きな差が
生じるという問題が明確となった。しかし、
情報共有が円滑であったケースでは、入院前
の趣味を作業療法に取り入れたり、入院時か
ら自宅での生活を見据えた目標設定ができ
たりと個別性のあるリハビリテーションに
つなげることができた。

【まとめ】入院時訪問指導の開始から 3 か月
という短い期間で調査を行なったことで現
状の問題点と、その改善に向けた課題であ
る「他職種への周知」、「情報共有方法の統一」
を明確にすることができた。今後も問題点を
早期に改善し、リハビリスタッフとの連携を
強化し、個別性のあるリハビテーションの実
践につなげていきたい。

演題 事務　看護（慢性期看護）
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高齢者へのロービジョンエイド
〜コントラストによる食事摂取の違い〜

○世良安芸、田島真紀、山上多加子

城西病院

【はじめに】高齢者の食事摂取量低下に対し、
当病棟では、器の色を変えることで食材を際
立たせ、また興味を持つことにより食事摂取
量の増加を測れないかと考え、視覚効果を
使った食事援助を比較したので報告する。

【方法】4 名の患者に対し、米飯の器を白色
1 週間と黒色 1 週間で観察。「摂取時間」「食
べ残し」「最初に食べた食材」のデータ収集
をした。
　A 氏は、視力が良いこともあり黒い器と白
い器ともに食べ残しはなく、コントラストの
ある黒い器の摂取時間が短く、時間に差が
出た結果となった。B 氏は、白より黒い器の
時は粥から食べ始めることが多かった。C 氏
は、軽度の認知症の患者であったが、器の色
での変化は見られず。「お米は白い皿がいい
わ」との発言あり、好みもある様子。D 氏は、
主食を残しがちだったが、副食の入った浅い
皿に粥を移し替えると食べ始めることが多
かった。

【考察】視覚だけでなく嗜好や認知症などの
個別性を含めた要因も考慮しなければなら
ないことに気づく。そして、視覚効果も食事
摂取ペースや「食べてみよう」という行動に
つながるケースがあることが明らかになっ
た。

【まとめ】老化は視覚低下だけでなく難聴な
どの聴覚低下を出現させることが多々ある。
さらに認知症が加わると観察力の低下も加
わり、介護者が「おいしそうですよ」と声を
かけたり、献立内容を説明しても理解できて
いないことが考えられる。このように五感の
いくつかを欠いている所を看護ケアで補い、
経口摂取できる患者様が少しでも食事の楽
しみを感じられ、またそれが摂取量に反映さ
れることが望ましいと私たちは考えている。
　高齢者は一律ではなく、改めて個別性を考
えるよいきっかけになった。

利用者ひとりひとりに合わせた排泄ケ
アの見直し

○梶原とく子、山嵜禎一、鈴木友梨、
　長井博美、有田多美子、増岡ちどり

特別養護老人ホーム　信愛の園
（信愛病院）

【はじめに】当園では、食事時間に居眠りを
していて食事がしっかり摂れない、本人のタ
イミングでトイレ誘導やおむつ交換ができ
ていない、レクに参加できないなど利用者に
ゆっくり関わる時間がもてない、また陰部や
臀部に発赤があり、おむつ交換の回数を増や
しても改善されない現状があった。夜間の睡
眠確保のために朝 4 時のケアと、排泄ケアの
見直しを行ない、改善された取り組みを報告
する。

【方法】①利用者の排尿パターンの把握。②
適したおむつパットの選択。③洗浄後下拭き
タオルを、ペーパーで拭取るケアに変更。

【考察】排泄ケアを見直したことで、利用者
はよく眠ることができ、食欲もでてレクに参
加し、活気が生まれてきた。陰部や臀部の皮
膚の状態も改善された。また、職員は日頃の
業務に余裕がでて、日中トイレ誘導を積極的
に行ない、おむつから紙パンツに替えてい
き、トイレで排尿する利用者が増えてきた。
しだいに職員は、業務の流れで行なっていた
ケアを見直すなかで、一人一人を観ていこう
という意識に変わり、排泄のみならず、食事
や入浴にも考えがおよび、利用者の生活の質
の向上のため、食楽委員会や入浴委員会を立
ち上げるきっかけになった。　

【まとめ】今回の排泄ケアの取り組みで、職
員の意識が変わり、今まで行なっていたケア
を振り返るきっかけとなった。またおむつの
在庫管理と同時に、その人に適したおむつを
選択と回数の見直しは、経費の削減につな
がった。
　今後も継続していき、そのひとらしく生活
できるケアを目指して行きたいと思う。

演題 看護（慢性期看護）
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認知症の周辺症状への試み
〜アロマセラピーを取り入れて〜

○中島彩人、田中祐也、深井三嗣

多摩リハビリテーション病院

【はじめに】認知症患者は環境変化に適応で
きず、生活リズムを崩すことにより、様々な
BPSD（異常行動）をおこすことがある。在
宅介護においても、BPSD は介護者の負担を
より増加させるものである。そこで今回、生
活リズムを整えることで、認知症の症状が少
しでも安定するのではないかと考え、生活リ
ズム改善に対するアロマセラピーによる有
効性を検証したので報告する。

【方法】
対象：当院入院中の認知症患者のうち、夜間
の睡眠状態に問題が生じている 15 名。平均
年齢 77 ± 10 歳。
評価方法：アロマ実施前中後の睡眠状態と活
動度について評定尺度法を用いて 5 段階評
価。アロマ前後の N 式老年者用精神状態尺
度（以下、NM）。
評価期間：アロマ実施前、中、後それぞれ
14 日間。
実施方法：真性ラベンダーによる芳香浴（睡
眠）とレモングラスによる温湿布（日中の活
動性）。

【結果】アロマ使用により生活リズムが改善
された対象者は 15 名中 5 名、いずれも入院
期間が 3 ヵ月以内と比較的短い患者に効果が
あった。生活リズムが改善した対象者のう
ち、60% に NM の向上がみられた。

【考察】まずアロマは同種の香りが複数の対
象者に同様の効果をもたらすとは限らない。
　次に、認知症発症後も比較的保たれるエピ
ソード記憶がアロマにより引き出されるこ
とがあり、逆効果になる場合がある。文献と
は異なる香りが対象者に適する可能性を考
慮し、個別的にアロマを選択する必要がある
と考える。
　また、香りの好みに加えて、育ってきた生
活環境を把握することで睡眠や活動以外に
も効果が期待されると考える。

Low-Cost で High-Quality な HIS
を目指して

○佐藤　譲

榊原記念病院

【はじめに】Hospital Information System（以
下、HIS）は、診療報酬体系の精緻化、診断
機器のデジタル化、診療職種の多様化によっ
て巨大化し、かつ複雑になってきた。当院は、
HIS から生成されるデータを医療や臨床研究
に活かすため、独自に運用可能なシステム構
築を心掛けた。10 年余の運用を経て、a. ハー
ドとソフトの急速な技術革新、b. Windows

（以下、Win） XP のサポート終了（2014 年 4
月 9 日）、c. ベッドサイド端末と TV 受像機
併用が制度改革の結果生じた通信環境にそ
ぐわない（2015 月 3 月 24 日、TV アナログ
配信の完全終了）等に直面した。本報告では
時代に順応した HIS のバージョンアップに
ついて報告する。

【方法・結果】1)CT、MRI、超音波等の画像
診断の進歩はサーバーのとめどのない巨大
化・サイロ化と表裏している。各部門の独立
性によるサイロ化を防ぐため、サーバーの一
元化および仮想化に取り組み、必要に応じ、
各部門システムへのストレージ容量やメモ
リ稼動のアンバランスな増設を防いだ。その
結果、全体の保存容量や保存スピードのモニ
ターが可能となり、1TB 換算で数万円程度
の経費追加で対応できている。2) 患者ベッ
ドサイドについては、地デジ TV にスティッ
ク PC（Win8/Ie11）を活用することで従来
の 設 備 単 価 の 56.5% で 整 備 で き た。3)Win 
XP/Ie6 をベースにした診療情報が Win10/
Ie11 でも運用できるように NEW HOSTS を
採用した。この結果、古い OS 下の診療情報
を現行システムでも活用できるようになっ
た。

【考察・まとめ】IT 機器はムーアの法則で象
徴されるように、小型化、高密度化、コスト
パフォーマンス、汎用性といったあらゆる面
で著しく進歩している。それらを HIS に有
効活用できるシステム環境が求められてい
る。Low-Cost 化の一例として汎用器の活用
とサーバーの仮想化について紹介した。

演題 看護（慢性期看護）　病院管理
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新規消毒薬の手術室内における安全
性・有効性について

○三浦邦久、岩崎紗世、森　一子、
　景山鮎子、宮田　俊、竹下由紀、
　海老原　功、川越いづみ

江東病院

【はじめに】区域麻酔（脊髄くも膜下麻酔、
硬膜外麻酔）の皮膚消毒の際に、ヨードおよ
びアルコール禁の方には消毒薬の選択に悩
むことがよくある。今回、ヨードおよびアル
コール禁の方でも使用できる消毒薬が大塚
製薬工場株式会社から 2015 年 9 月にオラネ
キシジングルコン酸塩を有効成分として含
む新規生体消毒薬（オラネジン消毒液 1.5％
　以下、OD）が発売された。そこで当院で
は、本剤を用いて当院の手術患者に対しての
区域麻酔前消毒に OD を使用した被験者にお
いて、安全に使用できるか検討した。

【方法】アルコール禁で区域麻酔が必要な手
術患者 5 例に対して、OD を使用し、使用後
皮膚症状をみて、安全性をみた。

【結果】アルコール禁で OD を使用した全例
の患者で、皮膚の発赤、湿疹などはみられな
かった。

【考察】OD は、アルコール禁の患者でも皮
膚に問題なく使用できた。但し、消毒薬は透
明の為、硬膜外麻酔を行なう際、OD を生食
と間違う可能性があるので注意を要する。

【結語】OD はアルコール禁の患者にも安全
に使用できる。

抗血小板剤 2 剤併用または抗血小板剤
抗凝固剤併用中の頭蓋内出血

○布目谷　寛、山谷昌之、沖野光彦

旗の台脳神経外科病院

【はじめに】抗血小板剤 2 剤併用療法（DAPT）
は冠動脈バイパス術後や経皮的冠動脈イン
ターベンション後、発症早期の脳梗塞や一過
性脳虚血発作に対して、また、抗凝固剤と抗
血小板剤の併用療法は心房細動治療中に虚
血性脳血管障害や全身性塞栓症を発症した
場合に、それぞれガイドラインにより推奨さ
れている治療法であるが、同時に頭蓋内出血
等のリスクが少なからずあることもよく知
られている。各療法中に頭蓋内出血を続発し
た 5 例について報告する。

【症例】DAPT に続発したのは、右頭頂葉皮
質下出血と、自転車転倒による急性硬膜外血
腫の 2 例で、前者は経過中に出血の増大をき
たし、後者は緊急開頭手術後にショックを呈
し、いずれも転帰不良であった。抗血小板剤
と抗凝固剤併用中の 3 例は全て心房細動を有
しており、小脳出血、慢性硬膜下血腫、転倒
に伴う急性硬膜下血腫を続発した。いずれも
手術治療により救命し得たが、手術操作は困
難を極め、慢性硬膜下血腫例は後出血のため
再手術を要した。

【まとめ】抗血小板剤や抗凝固剤の併用は、
原疾患の治療に不可欠なものであるが、不幸
にして頭蓋内出血を合併した場合、手術治療
を遅滞なく施行することには困難が伴う。各
種薬剤の効果が減ずるまでの待機中に出血
が遷延して拡大する危険も高く、手術操作も
容易ではなく、結果として致命的となりかね
ない。重大な合併症のリスクを十分に考慮し
た上での薬剤の適正使用と適切な治療期間
の決定に加えて、高血圧等のリスク管理と丁
寧な患者指導が望まれる。

演題 医師
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シームレスな地域連携医療の実現に向
けて
〜平川病院の取り組み〜

○土井　淳、平川淳一

平川病院

【はじめに】「病院から在宅へ」という国策
のもと一般病院から直接自宅に退院する症
例が増加している。当院では積極的に自己の
存在をアピールしなければ地域医療のネッ
トワークから忘れられた存在になりかねな
いという危機感を持ち、地域の一般病院、訪
問診療所へ医師を派遣し連携を強化してい
る。その結果どのような変化が生じたかを報
告する。

【方法】内科医師の派遣事業開始前後での　
①患者、患者家族とのかかわり方の変化　②
地域連携の変化　③内科病棟の機能、業績の
変化を検討した。　

【結果】①患者、患者家族との入院前から退
院後まで継続した関係構築づくり　②在宅
療養困難時の速やかな入院治療への移行　
③渉外、広報の効果　④地域医療の情報入手
が可能となった。病棟機能、業績面でも療養
基本料 2 → 1、年間入院数 21 人→ 74 人、在
宅復帰率 45.5% → 78.9%、平均在院日数 447
日→ 143 日、病棟収益 4,000 万円増と変化し
た。

【考察】医師という職種が地域に出向くこと
で地域医療の現状を知り、療養病院が果たす
べき医療への意識改革が進み、そのことが病
棟職員に伝わることで組織全体の意識改革
も進むという相乗効果が得られた。また、継
続した地域医療機関への関わりの中での渉
外、広報効果は大きく、患者紹介数の増加と
いう形に表れたと考えられる。訪問診療所と
の連携強化も在宅療養支援をする上での強
みになっている。その結果として病棟の機能
強化、業績向上につながったと考えられた。

【まとめ】今後は勤務医も地域に出向くこと
が病院機能強化につながり、最大 20 万床の
病床削減目標を掲げる国に対して削減対象
外となるための方法の一つと考える。

臨床工学技士による医療の質の向上を
考えた取り組み

〇鈴木沙織

岩井整形外科内科病院

【はじめに】当院は 60 床の病院で、脊椎の
内視鏡手術に特化し、全国の 1 割の手術を行
なっている。6 年前から臨床工学技士（ME）
が手術中の運動機能モニタリング（MEP）
による運動路の評価を導入したことで、医師
が患者により安全な手術を行なえている。昨
年 7 月、品川に新病院をオープンし、当院と
合わせ 5 名の ME が手術室に配属され、術
後の QOL の向上を目指すチーム医療の一員
として役割を担っている。導入から現在に至
るまでの経緯と今後の課題について報告を
する。また ME 本来の業務である医療機器
の管理についても併せて報告する。　　

【方法】① MEP 導入の準備（医師・メーカー
との協議）　② MEP マニュアルの作成　③
MEP の実施方法　④ MEP 実施者の育成　
⑤医療機器管理マニュアルの作成　　　　

【考察】MEP 導入により、手術中の運動路の
評価が行なえるようになり、脊髄を直接圧迫
または損傷する危険がある手術において、術
後の運動麻痺を予防することが可能になっ
た。また、神経圧迫部位を手術により取り除
くことで MEP 値が改善することも証明でき
た。これにより患者も医師も安心して手術を
受けられるようになった。また医療機器管理
についてもマニュアルを作成することで実
施すべきことが明確になった。看護師と機器
点検を協力して行なうことで、定期的に機器
に触れ経験不足によるインシデントも減ら
すことにつながった。

【まとめ】手術中 MEP を実施している施設
は増えてきているが、実際にどのようなこと
を行なっているかを知っている割合は少な
い。今後の課題として ME 主催の勉強会を
積極的に開催し、MEP の知識を広めていき
たい。

演題 医師　臨床工学
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心電図モニタの点検からみえてくる現
状と ME の役割

○斉藤彰紀、梶原吉春、佐藤百合子、
　田中太郎、佐藤有希子、石高拓也、
　片瀬葉月、錦織大輔、佐藤広隆、
　勝俣　萌、中島義博、左野香菜恵、
　中山雄司

東大和病院

【目的】PMDA（医薬品医療機器総合機構）
の医療安全情報からもモニタの取り扱い時
の注意について啓発されている。そこで、当
院ではモニタトラブルへの啓発と医療安全
向上のため、モニタ点検を実施したので報告
する。

【方法】対象期間を 2015 年 2 月～ 11 月とし
て、院内にあるセントラルモニタ 16 台、ベッ
トサイドモニタ 28 台に対して、1 回 / 月の
点検を実施した。点検項目は送信器の電源入
れ忘れ・電池切れ（電池交換メッセージも含
む）・電極はずれ・リード不良・ノイズの 5
項目とモニタの時計のズレとした。

【結果】電源入れ忘れ 26 件、電池切れ 70 件、
電極はずれ 10 件、リード不良 0 件、ノイズ
9 件であった。時計のズレはセントラルモニ
タの日本光電社製で -1.4 分± 1.06、フクダ
電子社製で -0.25 分± 0.67、ベットサイドモ
ニタの日本光電社製で -0.3 分± 0.55、フク
ダ電子社製で -0.21 分± 0.58 であった。

【考察】電源入れ忘れは、患者が検査などに
行く場合一旦 off にして、その後電源を入れ
忘れた可能性があると示唆される。電池切れ
は電池消耗の際に電池交換メッセージは表
示されるが、アラーム音は鳴らないため、電
池交換メッセージ表示への注意不足が原因
と考えられる。
　対策としては、院内にある電子掲示板など
を活用し、モニタトラブルに対しての注意啓
発を実施したい。今後は実際に発生したトラ
ブル事例などを含めた勉強会開催も効果的
ではないかと考える。臨床工学技士によるモ
ニタ点検を頻回に実施することにより、医療
安全向上に繋がると示唆される。

【結語】PMDA からの報告と同様なモニタト
ラブル事例が散見されているため、臨床工学
技士からもモニタの重要性を啓発していき
たい。

修理一元化による機器のダウンタイム
短縮および修理コスト削減

○日野幸緒、新谷　剛、梶真悠子、
　和田智至、小澤直人、石井正晃、
　髙岡祐子、小倉　信

東京都健康長寿医療センター

【はじめに】当院の機器管理業務は臨床工学
技士 1 名から 3 名で中央管理機器の貸出、点
検、修理対応を行なっているが、病棟管理機
器の修理対応が曖昧で、院内修理可能な機器
も院外修理となっている場合が多かった。平
成 25 年 6 月の新病院移設時に ME センター
を立ち上げ、事務と連携し、院内全ての修
理伝票の提出先を ME センターに変更した。
今回、修理一元化により機器のダウンタイム
短縮と修理コスト削減が行なえたので報告
する。

【方法】院内で作成している修理伝票を用い、
平成 25 年 6 月から平成 27 年 5 月までの院
内修理を行なった機器と、院外修理をした機
器の平均修理日数を算定し、院内で修理を行
なった機器に対し、院外修理をした場合の修
理コストを算出した。

【結果・考察】ME センターへの修理依頼件
数 は、1 年 目 で 863 件、2 年 目 で 1273 件 で
あった。1 年目の院内修理は 544 件、院外修
理は 319 件、2 年目の院内修理は 722 件、院
外修理は 551 件であった。2 年目で件数が増
加した理由は、修理一元化の流れが定着した
ためと考えられる。ME センターへ修理依頼
があってから各病棟に返却されるまでの日
数は、院内修理では平均 2.9 日、院外修理で
は 22.6 日であった。頻繁に修理する機器の
部品は ME センターで在庫を用意し、速や
かに修理が行なえるため、ダウンタイムの短
縮につながったと考えられる。また、院内修
理機器を院外修理依頼した場合と比べると、
年間 300 万円以上の修理コストの削減が行
なえた。

【まとめ】1 年目から 2 年目に修理依頼件数
は約 1.5 倍に増え、いずれの年も約 6 割の修
理依頼は院内修理可能な機器であった。今後
は研修などを受講し院内修理可能機器を増
やし、さらにダウンタイムの短縮、コスト削
減に努めたい。

演題 臨床工学
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退院時サマリ作成率円滑運用継続の取
り組み（第二報）

○渡邊俊明、紀之定友子、神田あゆみ、
　西田龍平

永寿総合病院

【はじめに】診療録管理体制加算 1 取得要件
に、退院時要約の適切な作成についての明記
がされている。適切な作成とは、全診療科全
患者について作成され、退院翌日から起算
し、14 日以内に作成提出された割合が毎月
9 割以上であることとされている。昨年の学
会において、作成率向上について報告した。
今年度、14 日以内並びに 30 日以内の更なる
作成率向上を目指した取り組みについて報
告する。

【方法】平成 27 年度 14 日以内作成率 9 割以
上の安定達成、30 日以内作成率 10 割達成を、
目標値に設定。平成 26 年度医師別・診療科
別作成率を時系列に抽出し現状分析を実施。
現状分析から得た問題点を基に、管理運用方
法等の対応策を検討。対応策として、作成率
および未作成件数等の情報について、アナウ
ンスの強化を実施。依頼方法の見直し、未作
成リスト公開のルーティン化などを実施し、
作成率 9 割以上の安定達成を目指す。

【結果】当該サマリ未作成リストの作成並び
に配布、サマリ作成率抽出方法の見直しを
実施した上で、担当医へ依頼を頻繁に行なっ
た。未作成サマリの多い医師、記載内容不備
などへの個別対応を実施したことで、平成
27 年 7 月期から 10 月期における退院後 14
日以内サマリ作成率 9 割 5 分以上を達成する
とともに、30 日以内作成率 10 割達成の月も
できた。

【考察】今回の取り組みによって、作成率 9
割以上の安定達成を実現するとともに、14
日以内の作成が必要だという風土を院内か
ら風化させずにいることができている。今後
は、質の担保をしつつ 7 日以内 9 割以上達成
並びに、30 日以内 10 割達成の恒久化を実現
するために、次の一手を引き続き診療情報管
理室一丸となって検討実施していく予定で
ある。

演題 診療情報管理

退院患者調査提出データの質向上に向
けた取り組み

○西田龍平 1）、小熊亜里沙・長津陽子 2）、
　南雲寿子・森　和宏・山﨑宏保 3）、
　橋本史子・岡本佳奈 4）、秋山玲子 5）、
　鈴木美沙都 6）、片桐真理子 7）、
　大西秀樹 1）

東京都病院協会診療情報管理勉強会
DPC 分科会

1）永寿総合病院、2）東京衛生病院、
3）森山記念病院、4）南町田病院、
5）鶴川記念病院、6）江戸川病院、

7）高木病院

【はじめに】DPC 分科会は、平成 20 年 3 月
に発足し、DPC 運用方法、診療情報管理士
の DPC に対する関わり方、院内への DPC
情報提供方法、DPC データ解析・活用方法
や、診療情報管理士が持つべき医事保険知識
などについて意見交換を重ねてきた。今年度
は 2016 年度改定に向け、退院患者調査提出
データの取扱いについて取り上げたので報
告する。

【方法】まず、次年度改定に向け退院患者調査
提出データに“EF 統合ファイル（レセプト情
報）”に盛り込まれると予測される新規項目『重
症度、医療・看護必要度』A・B 各項目につい
て着目した。この項目とカルテ情報である様
式 1 の登録項目（一部）との整合性・関連性
について、分科会参加医療機関内で調査を実
施、現状運用について比較検討する。

【調査】A 項目（モニタリングおよび処置等）
においては、「専門的な治療・処置」にある
抗悪性腫瘍剤の使用と管理を様式 1 内『化学
療法の有無』との整合性について調査。B 項
目（患者状況等）については、様式 1 内『ADL
スコア』との関連性の有無について調査を実
施した。

【考察】データ提出加算の届出が要件化され、
提出データに『重症度、医療・看護必要度』
を含められることで、データの質について分
析される項目の一つになる。DPC 分科会内で
の調査並びに運用比較のため、比較対象医療
機関が少ないが、自院と他医療機関の比較を
することで、自院の運用に活用できる部分が
いくつかできたと考えられる。今後、継続し
て調査の実施並びに、データの比較検討をし
ていくことで、退院患者調査提出データの質
向上につなげられる様に活動していきたい。
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診療情報管理士が取り組む DPC 様式
1 精度管理
〜相違データ報告〜

○野村理恵、玉置　薫、立石美恵、
　原　真紀

IMS グループ新葛飾病院

【はじめに】当院の DPC 診療情報データ（以
下、様式 1）が作成、提出されるまでの運用は、
医事課入院係（以下、医事課）が DPC 支援
システム、医事システム、紙ベースで使用す
るシートで様式 1 を確認し、さらに診療情報
管理士が入院診療録、外来診療録、DPC 支
援システム、医事システムを根拠に最終確認
を行なった上、DPC 調査事務局へ提出して
いる。
　今回の発表は、医事課、診療情報管理士双
方が確認した、様式 1 項目の相違について調
査、分析したのでここに報告する。

【方法】
対象期間：平成 23 年 4 月～平成 27 年 12 月
対象データ：DPC 様式 1 のデータ
診療情報管理士が医事課へ修正依頼した項
目を集計

【結果】医事課、診療情報管理士双方が確認
した、様式 1 項目の相違データを比較すると、
入退院情報、手術情報の修正件数が 90% 以上、
平成 26 年度の改定後においては、修正件数
60% 以上を占め、加えて持参薬使用情報が
10% を超えた。持参薬の使用情報、入退院情
報の一部については、紙ベースで運用してい
ることから、記載モレや、チェック項目の間
違いが散見された。一方、診療科別の修正件
数では、平成 24 年度の改定以前は、整形外
科が修正件数の約半分を占め、平成 24 年度
改定後は、心臓血管外科が半分以上を占める
結果となった。

【考察】この結果から、医事課の視点と診療
情報管理士の視点が異なることや、解釈の違
い、記載モレ、個人のスキルの差によって様
式 1 の作成に相違がでると考えられ、それを
診療情報管理士が修正することによって、様
式 1 のデータがより高いレベルで提出されて
いることが確認できた。 今後は、医事課と
定期的に知識の共有を行ない、さらなる精度
を向上させるべく取り組みを行なっていき
たいと考える。

演題 診療情報管理

診療圏をマップにして
〜診療情報管理室でのデータをもとに〜

○石井孝憲・酒井成美 1）、伊藤　悠・
　上平穂菜美・荒川直子 2）、秋山玲子 3）、
　天羽諒子 4）、北原明子 5）山﨑博光 6）、
　藤野英彰 7）

東京都病院協会診療情報管理勉強会
入門・基礎分科会

1）佐々総合病院、2）永生病院、
3）鶴川記念病院、4）京葉病院、

5）亀有病院、6）駒沢診療所、
7）千葉医療秘書専門学校

【はじめに】東京都病院協会の入門・基礎分科
会は、診療情報管理士として役立つ専門職の確
立を目的に、情報の共有で問題解決し、診療情
報管理の役割について共に学び、向上する場と
して開催している。
　今年度は、自病院の現状を知る第一歩として、
診療圏の特色を把握するために、どのような資
料が有効かデータを持ち寄り検討した。

【方法と経過】「2014 年 1 年間の退院患者の住所」
を基に、患者分布を明らかにし、地図におこし、
一目でわかるように色分けし、入院経路を新た
に調べることで、患者がどこを経由してくるの
かを知り、診療情報管理士として自分たちの働
く病院の強みや弱みを知ることや、地域に密着
した医療ができるのではないかを考えて作業を
行なうこととした。

【考察】どの地域から一番多く来院しているの
かがわかると共に、これからよりつながりを深
めていく必要がある地域を知ることができた。
これにより、地域での自病院の立ち位置の把握
が可能となり、連携の少ない地域に対してアプ
ローチすることが重要だと考えた。さらに、各
施設に自院の特徴をアピールすることで、来院
患者の増加を見込むことができ、より地域に根
付いた医療を提供することができるのではない
だろうか。

【まとめ】今回は 2014 年の退院患者の住所から、
アプローチすべき地域を把握できた。しかし、
自病院の周辺に住む患者が全て来院していると
は限らない。そのため、退院経路や紹介元に重
点を置き、改めて「診療圏」を地図におこすこ
とで、違う結果を得ることができるのではない
か。今後、地域連携に役立つ資料を診療情報管
理士として提供することで、病院経営の向上に
もつながるのではないかと考える次第である。



62

河北総合病院におけるカルテ監査実施
の報告

○榎本由紀子、下村彩加、沢居亮太、
　橋本昌仁

河北総合病院

【はじめに】診療録は定期的な記載状況の評
価・監査が行われていることが望ましいとさ
れている。日本医療機能評価機構の評価項目
Ver.1.1 に「診療記録の質的監査」について
明記されており、当院では、年 1 回行なわれ
ている量的監査に加え、年 4 回質的監査を行
なっている。今回、第 1 回および第 2 回の質
的監査が終了したため、結果を報告する。

【方法】11 名の初期研修医が記載したカルテ
を選出し、各初期研修医に対して 4 名の上
級医師が、当院が定めた入院診療情報録規
定（以下、規定）に従ってカルテ記載されて
いるか、24 項目の監査を行なった。監査は
3 か月ごとに行ない、監査実施と集計、検証
をして、結果を研修医個人と院内にフィード
バックを行なった。

【結果・考察】全体的に概ね良好な結果であっ
たが、次の 2 項目は評価が低かった。「家族
歴の記載」は「家族歴」を電子カルテに入力
する箇所が明確ではなかったためと思われ
る。説明と同意における「同席者名が記載さ
れている」では、該当する監査対象のカルテ
が少なかったことが原因と思われる。

【まとめ】第 1 回監査では監査者主観が結果
に影響したため、規定に基づいて質的監査評
価基準表を作成し、監査基準を明確にした。
第２回監査では、結果を診療の質向上委員会
へフィードバックし、改善策として「家族歴」
の記載欄を作成した。説明と同意について
は、監査評価に非該当項目を設けた。このよ
うに監査結果を基に改善策を立て、PDCA サ
イクルを確立することが質の高い診療記録
を作成する上で重要である。また、監査結果
を継時的に改善の度合いを確認し、診療の質
向上のために継続して質的監査を行なって
いきたい。

演題 診療情報管理

診療情報管理体制整備の取り組み

○岩渕由美、田中智子、齋藤　整

東京リバーサイド病院

【はじめに】病院機能評価受審の際に、診療
情報の組織的な量的監査を実施・定着させる
よう指摘を受けた。これを機に診療情報管理
を確実にするため、部門横断的にモニタリン
グを行ない、診療情報管理体制の改善に取り
組んだ。

【方法】診療情報管理士を配置し、活動のベー
スとなる診療情報管理委員会を設置した。委
員会での議論をもとに診療情報管理業務を
明確化し関連規程やマニュアルを改定した。
また、全退院患者の診療情報の量的点検を行
なった。未作成の退院サマリーは、診療情報
管理士が定期的にピックアップし早期作成
を促した。さらに委員会において毎月 3 件の
カルテを抽出し、電子カルテで必要な記録お
よび紙媒体で必要な同意書等を当院で定め
た項目に沿って点検した。

【結果】診療情報管理体制整備前は部署ごと
の診療情報管理であったが、統一した診療情
報管理が可能になった。また、全退院患者
の診療情報を量的管理することで記載不備
を早期に解消できるようになった。退院サ
マリー 2 週間以内作成率は、H26 年 4 月 58%
だったがその後は 2 週間以内 90%、1 ヵ月以
内 100% の目標をほぼ達成できるようになっ
た。委員会でのカルテ記載内容の点検では、
問題のある事例の改善策を協議し、各部署に
フィードバックすることで記載の必要性を
意識し再発防止にもなっている。

【まとめ】診療情報委員会を設置し診療情報
管理を明確化したことにより診療情報の組
織的な量的管理体制が整い定着化できた。今
後継続し記録の質向上を目指していきたい。
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転倒・転落防止への取り組み

○長沼美紀、三浦千枝、立野知美、
　高山由美、荒巻洋子

荏原病院

【はじめに】入院患者の転倒・転落を防止す
るため、「転倒・転落アセスメントスコアシー
ト」（以下、スコアシート）を活用し、入院
時から転倒・転落予防に必要なケアの実践に
努めている。しかし、同一患者の転倒が続い
たため、スコアシートの活用方法の現状調査
を実施したところ、スコアシートから導かれ
る転倒・転落の危険性の理解に個人差が生じ
ていることが明らかとなった。その原因とし
て、情報収集不足、情報共有不足が考えられ
たため、必要な情報がわかる記載例を提示し
周知を図った。これらの取り組みにより転
倒・転落に関する情報を過不足なく収集し、
共有できるようになったので、その取り組み
を報告する。

【方法】「日々の安全対策記載例」と「転倒・
転落評価時の記載例」および注意事項を作成
し、作成前後の転倒・転落に関連した患者情
報を比較した。

【考察】転倒を招く身体上の要因には、麻痺
や筋力低下などの運動要因、視力障害、難聴
などの感覚要因、認知症による危険に対する
判断力低下、睡眠薬使用による判断力低下な
どの高次要因がある。その要因のみを表示し
ているだけでは、皆が情報共有することがで
きなかった。記載例の周知を図ることで、詳
しい状況まで記載することができるように
なり、患者の転倒・転落の危険性を共有でき
るようになった。

【まとめ】「日々の安全対策記載例」と「転倒・
転落評価時の記載例」の周知により、転倒・
転落の危険性の共有を図ることができた。ス
コアシートに必要な看護記録を効率よく記
載できるよう、観察力、アセスメント能力の
向上が今後の課題である。

演題 看護（医療安全・感染管理）

病棟内における転倒・転落を減らす
ための取り組み

○菅原育美、原田恵美、松尾典子

信愛病院

【はじめに】当病棟では、転倒・転落に関す
るアクシデントが平成 25 年の 77 件に比べ、
平成 26 年は 110 件と大幅な増加がみられた。
そのため、転倒・転落に対する意識付けをは
かるためスタッフへのアンケートの実施・呼
びかけを行ない、今回転倒・転落のアクシデ
ント件数に少しながら変化がみられたので
ここに報告する。

【方法】転倒・転落予防のためのセンサーを
使用している患者の自室前に ON・OFF カー
ドを設置する。転倒発生毎にナース室のネー
ムボードに日付を記入した緑シールを貼り、
転倒・転落回数がわかるようにする。本人お
よびご家族に説明するパンフレットの配布。
スタッフへの意識付けのためのアンケート
の実施。アクシデントの分析および事故防止
策の検討。

【結果】転倒・転落予防のための ON・OFF
カードにおいては、「廊下の目につく所に置
いてあったのでわかりやすかった」といった
意見がある一方で、「慣れてくると目に入ら
なくなった」といったマイナスな意見も聞か
れた。

【考察】今回、転倒・転落予防のための ON・
OFF カードを使用することによって、セン
サー対応している患者が誰なのか、視覚で認
識することができ、危険に対する意識を高め
ることができたのではないかと考える。ま
た、パンフレットを配布・説明することに
よってスタッフだけでなく、家族にも転倒・
転落に対する関心が向けられ、患者の転倒・
転落の危険度を理解してもらえたのではな
いかと考えられる。
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転倒・転落に対する看護師の意識変化
とアセスメントシートの活用

○岩崎裕美、山縣尚子、達崎未和子、
　瀬田一成

等潤病院

【はじめに】入院患者の転倒・転落の事故は、
高齢者の場合、寝たきりになる危険がある。
転倒・転落の経験は患者の自信喪失につなが
り、その後の活動性の制限を招くことが考え
られる。当病棟は入院時、転倒・転落アセス
メントシートを活用しているが、危険度Ⅰの
患者に対する危機意識が薄く、転倒が続い
た。そこで危険度Ⅰの患者の再評価の導入と
危険度Ⅱの該当患者はカンファレンスを実
施し、看護師の転倒・転落に伴う危機意識の
変化について調査を行なったのでここに報
告する。

【方法】危険度Ⅰの患者に対する転倒・転落
アセスメントシートの 3 日後と 1 週間後の再
評価を導入し、看護計画を作成する。危険度
Ⅱに該当した場合、カンファレンスを実施す
る。看護師に転倒・転落に対して危機意識の
変化があったのか、アンケートによる意識調
査を実施する。

【結果】危険度Ⅰの患者を再評価し、患者の
状態にあったアセスメントシートの活用が
できるようになった。また週１回のカンファ
レンスを行なうことで、スタッフ全員が患者
の情報共有ができ、対策を立案・実施したた
め、転倒・転落患者の減少につながった。ア
ンケートによる意識調査の結果危機意識が
高まった。

【考察】入院時、危険度Ⅰだが状態変化によ
るリスクが高まる時期があるため、転倒・転
落アセスメントシートを活用し、再評価する
ことは重要である。またカンファレンスを行
なうことはスタッフ間での情報共有ができ、
対策を立てることができる。結果、転倒・転
落に対する危機意識が高まり、患者の安全へ
のケアにつながると考える。

【結論】転倒・転落のリスクがある患者に対
して、看護師の危機意識が高まり、転倒・転
落する患者が減少した。

患者誤認減少への取り組み

○中川浩子、長塚綾子、小松原智子、
　山田有紀、神田栄美子

荏原病院

【はじめに】患者誤認は、重大な医療事故、
病院の信頼失墜につながる。リスクマネジメ
ント看護部会（以下、委員会）では、患者誤
認予防キャンペーンや研修を行ない患者誤
認予防に努めている。電子カルテのバーコー
ド認証機能の導入に伴い、注射や検体採取時
の患者誤認は減少してきている。しかし、書
類に関連した患者誤認は一向に減少してい
ないため、委員会で取り組むこととなった。
これまでの取り組みとその効果を報告する。

【方法】院内で発生した患者誤認事例（ヒヤ
リハットを含む）と、再発予防策をすべて委
員会において共有した。書類にかかわるク
ラークへの指差呼称確認のデモンストレー
ションを実施した。カルテと ID カードを一
体化して保管することでとり間違いを予防
した。

【考察】書類を渡す相手の氏名確認はできて
いるが、書類の氏名を確認していないことが
多かった。書類への ID インプリント時の ID
カードの氏名の確認不足があった。また、電
子カルテの記載時の患者氏名の確認行為も
不足していた。クラークは、業務の特徴から
指差確認行為を行なうタイミングがないこ
とがわかった。これらの問題を解決するため
には、起こった事例の振り返りを、関わった
者全員で振り返る取り組みが必要である。他
職種間のコミュニケーションを推進し、書類
の確認行為を確実にしていく。また、目視の
危険性について認識を高め、書類に関連した
患者誤認予防策を徹底していきたい。

【まとめ】患者誤認予防には安全対策への患
者の参画を促すことも大切である。安全対策
を広い視野から考え、患者誤認を予防してい
きたい。

演題 看護（医療安全・感染管理）
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与薬業務適正化に向けた院内共通ルー
ルの作成

○齊藤絵美、堤　福子、根本優美子、
　西　郁子、豊岡　恵、海老沼美代子、　
　中村央子

豊島病院

【はじめに】当院では、インシデントの内容
分類の中で、薬剤の占める割合が多い。イン
シデントに至った要因分析の結果、投与忘れ
のインシデントが多くみられた。その対策と
して各病棟でルールが作られ、病棟毎に業務
マニュアルが作成され運用されている現状
が明確になった。
　今回、安全で適正な与薬を目的に、各病棟
独自の与薬ルールを排し、与薬手順を見直
し、院の医療安全マニュアルとして運用する
取り組みを行なった。その結果と今後の課題
を報告する。

【方法】　
1）インシデント発生要因と病棟毎の与薬に
関するルールを調査
2）新与薬手順の作成と実施後の遵守状況調
査

【結果・考察】各病棟の手順を調査した結果、
臨時薬は全てダブルチェックをしていた。ま
た、定時薬の準備方法・持参薬の管理方法・
与薬時の準備方法等に様々な違いがあった。
　 さ ら に、 ハ イ リ ス ク 薬 の 確 認 は ダ ブ ル
チェックを行なっているが、時間差のダブル
チェックや、その場で同時に確認しているダ
ブルチェックをしているところもあり、あら
ゆる場面で手順の違いがあった。新手順は特
に薬の準備・確認方法について明記した。
　新手順での実施後の遵守状況調査では「薬
剤は電子カルテと照合し（画面で内容を確
認）、準備をしている」は 100% であり、患
者確認場面は遵守されており患者間違いは
減少した。
　「タイムリーに実施入力ができている」は
79.1% であり、配薬から服用後確認するまで
の時間差が生じるために、低い傾向となっ
た。今後は、与薬時・与薬後の確認について、
マニュアルを遵守した行動の徹底が課題で
ある。

オムツ体験を通して患者様の権利と倫
理を考える

○稲垣由美、松原広治

久米川病院

【はじめに】私達は日々患者様の排泄ケアを
行なっているが、汚染されたオムツの後始末
に追われ、患者様の自尊心への配慮が欠けて
いることがある。そこで患者様の尊厳を守る
排泄ケアを実現するための第一歩として、オ
ムツ内で排泄する患者様の気持ちを理解す
る目的でオムツ内での排泄体験を実施した。

【方法】今回の目的に賛同の得られた多職種
32 名の職員を対象にオムツ内での排泄体験
後、アンケート調査を行なった。

【結果】オムツ内で排泄する際の気持ちは、
尿が漏れ出ないか心配・不安という意見や排
泄することへの抵抗感や羞恥心という意見
が大部分を占めた。排泄後は気持ち悪い・落
ち着かない・残尿感がありすっきりしないと
いう意見が多くを占め、絶望感や怒りを感じ
た職員もいた。汚染されたオムツを着けてい
る時は不快感が大多数の意見を占めた。

【考察】体験結果からオムツ内での排泄に対
し負の感情を抱く体験者が大部分を占めた
ことから、職員が日々の業務の中で当たり
前のように感じがちなオムツ内で排泄する
という患者様の行為を改めて深く考える良
い機会となった。また、ある体験者から『オ
ムツ内で排泄する時の惨めな気持ちや、汚染
されたオムツを他人に処理される時の恥ず
かしさといった患者様の気持ちを、少しでも
理解してケアに携わるだけでも患者様への
接し方が変わると思う』という意見があり、
さらに別の体験者は『オムツ内で失禁した患
者様の気持ちに配慮できるようになったこ
とで、実際の排泄ケア時に患者様への言葉の
かけ方が変わった』という意見がある等、患
者様の気持ちに寄り添い共感する意識が職
員に芽生えたことで、当初の目的である患者
様の尊厳を守る排泄ケアの実践に今後つな
がっていくと考える。

演題 看護（医療安全・感染管理）（慢性期看護）
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寝たきり高齢者のご家族への支援を考
える
〜思いやりアンテナを巡らす〜

○米玉利美幸、浅野明美、高𣘺眞弓、
　井本佳織、藤本靖子

久米川病院

【はじめに】介護療養病棟に入院してくる患
者は寝たきり高齢者が殆どで、急変時に家族
の慌てる場面に遭遇することが多々ある。そ
こで、患者ケアを振り返り高齢患者の家族へ
関わりが足りないと気づかされ、必要な家族
支援とは何かを考えたので報告する。

【方法】高齢者への関わりと看取りについて
事例検討とアンケートを実施した。安定期に
は看取りについての話を切り出しにくいと
いう意見が多かった。しかし、家族に看取り
に関して話をする機会を作ることで、「いつ
迄続くのかという気持ちです。でも、有難
いです」「いなくなったらどうしよう」など、
揺れ動く気持ちを聴くことができた。食事が
食べられなくなった親の今後を「僕が決めて
良いのでしょうか」と話す長男の声があり、
家族内での看取りについての話し合いがさ
れていない場合もあった。アンケートでは日
常の関わりも不十分な点がみられ、急変が起
こりやすい高齢者については日頃から看取
りへの支援が足りないとわかった。

【考察・まとめ】日本では病院死が多く、日
常では死について話し合う機会が少なく、関
わり方が苦手といわれている。しかし、介護
する私達は高齢者がその人らしく生き、その
人らしく最期を迎えるために、その考え方や
家族の気持ちに寄り添いたい。そのためには
患者家族との信頼関係を結ぶ日常ケアと思
いやりのアンテナを巡らせ、支援する事が大
切である。そして、患者家族と向き合って、
日頃から家族がどう生きるかを考える機会
をつくる役割があると考える。

回復期リハビリテーション病棟におけ
る退院支援への取り組み

○鈴木珠美、大木沙友里

野村病院

【はじめに】平成 25 年度の院内で行なった研究
で明らかになった退院支援の課題「必要な知識
を得る」「システムの標準化を目指す」「情報を
文章化し共有する」に対する 2 年間の取り組み
について考察し、今後の課題を報告する。

【取り組みの実際】
①「必要な知識を得る」ための取り組み
　院内・院外研修や訪問看護同行研修への参加
②「システムの標準化」に対する取り組み
　病棟独自の退院支援フローシートを作成、
グループ活動を推進、東京都退院支援強化事
業の退院スクリーニングシートの活用、リハ
ビリテーションスタッフとのカンファレン
スによる多職種連携
③「情報を文章化し共有する」に対する取り
組み
　記録様式の見直し、退院支援係による指
導、患者カンファレンスでのリアルタイムの
記録、電子カルテの活用

【考察】看護師チームで他院支援に関わる話
し合いを行ない、チームで計画が立てられる
ようになった。また、リハビリテーションス
タッフとの連携により患者の運動機能回復
を把握し、患者の持つ能力を活かした働きか
けが可能になった。患者情報の文章化による
共有化は、退院支援係の指導や看護計画の記
録を統一したことで記録・評価の実施率が向
上し、情報を活用しやすくなった。

【今後の課題】記録の内容からアセスメント
能力・情報収集能力の不足がみられている。
個人ではなく病棟全体で取り組む必要があ
り、今後は定期的な勉強会を開催していく。
また、アセスメントが適切に行なわれるよう
入院時のスクリーニングシートの導入を検
討している。現在、患者カンファレンスの時
間の延長という問題がある。時間をきめ、対
象患者の受持看護師が事前の準備を行なう
ルールをつくる必要がある。

【まとめ】新たな課題に対して、患者・家族
が選択・決定しやすい退院支援につなげてい
きたい。

演題 看護（慢性期看護）
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断らない病院を目指して

○小林さつき、滝田弘美、佐藤千里、
　武田聡子、梶原由貴

永寿総合病院

【はじめに】現在、日本は年々増え続ける保
健医療費はもちろんのこと、医療現場では、
最先端の医療から看取り介護と大幅な医療
需要に対応しなければならず、医療施設は常
に混雑を極めている。そこで、少しでも患者
にとって、職員にとって、満足いくものを導
きだすために、今回「断らない病院をめざし
て」をテーマに検討してみた結果をここに報
告する。

【方法】①救急外来の受診状況を過去データ
と比較　②時間外患者の未受診状況の把握
のため、綜合受付でその理由を情報収集した

（期間平成 27 年 9 月 14 日～ 9 月 30 日、土日、
祝日を除く 10 日間）　③患者相談課に寄せ
られる患者の声の分析

【考察】当院の病院基本方針は、「自分の家
族もみてもらいたいと思う病院」であり、重
点項目として①断らない病院　②患者の心
に寄り添う病院　③地域の中核病院として、
地域との連携の強い病院　④コミュニケー
ションの良い働き甲斐のある病院があげら
れる。その中で、今回私たちは、断らない病
院に着目し、検討を進めた。断らない病院の
要件として、①救急車を断らない　②救急患
者を断らない　③紹介患者を断らない　④
時間外（夜間・休日外）患者を断らないがあ
る。当院は①、②、③に対しては、夜間当直
医の増員・未応需数の把握と分析を毎月行い
改善に取り組むなど、地域連携室とも十分な
連携を保ち、改善に向かっていることが明ら
かとなった。しかし、時間外患者を断らない
ということについては、満足のいく結果は得
られず、大きな課題が明らかとなった。

【おわりに】課題克服のためには、当院の受
診方法の丁寧な説明・各科の受診の専門対応
の在り方などシステムを十分に理解するた
めの、パンフレット・ホームページの活用、
それらをまとめ、対応する部署の整備が急務
であることがわかった。今後はその整備に対
応していきたい。

回復期リハビリ病棟における意識調査

○柳　真由美、佐藤　綾、田中弘子、
　内山裕美、小平祐造、市橋富子

花と森の東京病院

【はじめに】当院の回復期リハビリ病棟（以
下、回リハ病棟）は、4 月に開設して約 6 カ
月が経過した。「患者の在宅復帰」という目
標に向かって連携・協働を図るために毎日カ
ンファレンスを実施し、スタッフ間の情報共
有に努めている。業務体制は安定しつつある
が、チームアプローチの強化が課題としてあ
げられている。これは各スタッフ間の果たす
役割についての認識の差によるものと推察
された。この 6 カ月間で回リハ病棟のイメー
ジや心境がどのように変化しているのかを
把握するためにスタッフ間の意識調査を行
なったので報告する。

【方法】対象：回リハ病棟スタッフ 42 名。
　期間：2015 年 10 月 9 日～ 17 日。回リハ
病棟のイメージ・特徴・多職種間の情報共有
と方法・チームアプローチ・看護師に望むこ
とについてアンケート用紙を作成し調査を
行なった。

【結果】アンケート調査より各職種間で ADL
の認識の違いと情報共有不足により、リハビ
リと日常生活の ADL に差が生じていること
が明らかになった。またどの職種とも連携が
図れているのは看護師であった。

【考察・まとめ】回リハ病棟では高齢により
認知機能が低下している患者が多く、看護師
が中心となり多職種との情報共有を行ない、
連携を深め、ADL を把握する必要がある。
また連携の要となっている看護師はマネー
ジメント能力が求められているため、今後の
課題として取り組んでいきたい。

演題 看護（看護総合）
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特定妊婦子育て力スクリーニングとケ
アプランの確立

○田村由香利、白石亜野、佐藤桂子

豊島病院

【はじめに】当院では妊産婦へ充実した保健
指導を行なうために、全妊婦に対して妊娠初
期、中期、後期の計 3 回個別指導を実施して
いる。しかし、分娩数増加と共に社会的問
題や精神疾患のある妊婦へのケアも増加し、
助産師だけで対応することは困難な状況と
なった。また、MSW との連携基準について
も、各助産師の判断が異なるなどの課題があ
がった。特定妊婦のスクリーニングの標準化
とケアプラン統一化に取り組み改善された
結果を報告する。

【方法】平成 25 年度末に厚生労働省が各保
健センターに子育てハイリスク群として、通
達した資料をもとに、平成 26 年に当院オリ
ジナルで子育て支援シート（スクリーニング
シート）を作成した。チェック項目について
加点式となっており、外来の保健指導の際に
これを用いて、配点により個別指導の強化
や、MSW との早期連携、地域での介入を開
始した。また、入院中の妊産婦に対する子育
てハイリスク退院支援用チェックシートを
導入し、該当者には全員プライマリーナース
を配置し指導を計画、実施した。また、退院
時にサマリーを用いて地域に事前に情報提
供し支援継続を依頼した。

【考察・まとめ】子育て支援シートによって
特定された妊婦に対して、MSW が介入する
ことで早期から産後の育児環境の調整やサ
ポート体制を整えることができた。また特定
妊婦という認識をスタッフ１人１人が持つ
ことで、入院中の育児行動や関わり方など手
厚く指導し、統一した対応をとることができ
た。今後も、子育てハイリスク群に当てはま
る妊婦を見逃すことなく、早期からの支援が
実現できるよう他職種、地域と連携して母児
が安全に健やかに生活できるようにしてい
きたい。

アクションカードを用いた超緊急帝王
切開トレーニングの評価

○筋野　恵、平本久代、武下美佐代

豊島病院

【はじめに】当院では昨年の分娩件数 681 件
に対し、超緊急帝王切開の発生は 2 件で厚生
労働省のデータと比較し標準的である。母児
の救命は時間が勝負であるが、緊迫している
状況で慌てたり、業務が重複したり、未だタ
イムロスが生じている。アクションカードを
作成し、活用することで、児娩出までの時間
短縮を図ることに取り組み、状況の改善がみ
られたため、その成果と課題を報告する。

【方法】①超緊急帝王切開の場合、手術室直
通エレベーター 10 号機を使用している。そ
のため、超緊急帝王切開を 10 号機カイザー
と命名した。そして、緊急帝王切開と緊急性
が異なることをスタッフと関連部署に周知。
② 10 号機カイザーの勉強会・テストの開催。
③アクションカードの作成。④③を用いてト
レーニングを実施し、自己と他者の役割を明
確化させた。⑤③を用いて合同トレーニング
を実施し、各部門と連携を検討した。

【結果・考察】アクションカードの導入によ
り、自分の役割が認識でき、合同トレーニ
ングで手術入室までの時間を 6 分 58 秒から
4 分 21 秒に短縮することができた。さらに、
必要物品の準備や環境整備、他部門との協力
体制・連絡方法、出棟までの一連の流れ、声
かけの重要さ、患者への配慮など多くの改善
すべき点に気付くことができた。今後は、さ
らに時間短縮のために専用の業務連絡と児
受けセットの一包化等を検討したい。また、
定期的な合同トレーニングを計画、実施し、
職員の意識の向上と関連部署との連携を強
化していきたい。

演題 看護（看護総合）　
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PNS 定着に向けた取り組み
〜 PNS ラウンドを実施して〜
　　　
○諸藤めぐみ、佐々木淳子、山崎淳子、　
　宇佐美路子、相馬　淳、大亀真由美、　
　大山文恵

豊島病院

【はじめに】当院は、平成 25 年度末よりパー
トナーシップナーシングシステム（以下、
PNS）を導入して 2 年目をむかえた。しかし、
まだ多くの病棟で PNS を導入した効果が現
れていない。そこで、PNS 定着推進グルー
プによるラウンドを実施し、現状調査を行
なった。ラウンド結果をもとに改善策に取り
組み、その成果と今後の課題をまとめたので
報告する。

【方法】看護方式の変更には意識改革が重要
であり、グループ活動の要となる「グループ
リーダー研修」と新人の精神的な支えにもな
る「フレッシュパートナー研修」を実施した。
　そして、現状を把握するために 2 人 1 組に
なり、監査表（注 1）を用いて全病棟をラウ
ンドし、現状調査を行なった。ラウンド結果
は、病棟看護師長にフィードバックし、改善
策実施 3 か月後、再ラウンド調査を行なった。

【結果】PNS ラウンドを実施し改善策を講じ
た結果、ペアの受け持ち患者をまとめて表示
する、ペアでラウンドを行なう、リシャッフ
ルを実施するなど、PNS の形式や方法は整
えられてきた。しかし、①対等な立場で看護
の視点をアセスメントし合う、②患者状態の
情報交換を適宜行なう、③就業時間内に終わ
るように業務量調整や業務の組み直しを行
なうなど、認め合い、補完し合う要素を充分
に取り入れるまでには至らなかった。

【まとめ】PNS を定着させるためには、スタッ
フの意識改革が必要であり、看護師長が粘り
強く、コミュニケーションを取り続けなが
ら、変革していく必要がある。看護師長が運
営・教育面をマネジメントし、PNS のマイ
ンドの醸成や 3 重および 4 重構造の構築を率
先して実践していくことが今後の重要課題
である。

注 1）「新看護方式ＰＮＳ導入・運営テキスト」
日総研出版より引用

自己肯定感を高める職場作り
〜外来・訪問の多職種会議を通じて〜

○船浪紀子、矢尾知恵子

河北訪問看護・リハビリステーション阿佐谷
（河北総合病院）

【はじめに】勤務中は、訪問看護ステーショ
ンも外来も目の前にいる患者・家族への対応
に注力している。特に、在宅は時間を意識し
ながら単独で実践することを、外来は来院患
者数や重症度に応じた対応が求められる。そ
のためスタッフ間のコミュニケーションを
図り、よりよいサービス提供に努めようと
日々努力している。しかし振り返りでは、「で
きていないこと」に注目してしまう自己否定
傾向があり疲弊感を高めかねない。

【方法】精神科訪問看護の“「ストレングス（強
み）」に着目する”考え方を参考に、管理者・
主任が中心となってファシリテーションし
た。

【経過】年 3 回実施する多職種会議（訪問看
護ステーション・外来看護師・外来クラーク）
でファシリテーションを実施した。訪問と外
来のより良い連携に向けて、「すでに私たち
ができていること」に注目し、できているこ
と＝ストレングスという認識がもてる機会
を作った。また、自己肯定と他者肯定の手紙
を全員で書き、和やかな雰囲気の中 1 人ずつ
読み上げる場作りを行なった。つい自己否定
に陥りがちな気持ちをリセットさせ、肯定＝
ストレングスに注目させた。

【考察】私たちは日々よりよいサービスの提
供を目指し努力している。その努力はできて
いないことに注目がいくことで自己肯定を
低下させ、疲弊に変わり職場の士気は下が
る。そのような職場で質の高いサービスを生
み出すことは難しく、燃え尽きるスタッフを
生み出しかねない。本来持っている強みを引
き出し、強化することで自己肯定感を高め、

「できなかったこと」に注目しがちな反省会
を止め、客観的に自己を振り返るリフレク
ションにシフトし高めることがサービスの
質向上にもつながると考える。

演題 看護（看護総合）
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CT 造影前ルート確認と至適撮影タイ
ミングの検討

○岩波孝彦、三宅　聡、岩原信一郎、
　猪口正孝

南町田病院

【目的】当院での造影 CT 検査は Plain 撮影
を行なった直後にインジェクターにセット
されている造影剤とあらかじめ患者に穿刺
してある留置針ルートを接続し、injection 
start から prep 撮影が始まる 10 ～ 15 秒間で
接続漏れや血管外漏出の確認を行なってい
た。しかし、この方法では直ぐに撮影が始
まるため確認不足となり接続漏れや血管外
漏出に気付けないことや、頚～頭部 3DCTA
撮影で至適タイミングを逃していることも
あった。そこで Plain 撮影前に実際と同じ注
入速度で生理食塩水注入を行ない、造影剤漏
れの十分な確認や prep 開始時間を短縮する
ことで至適タイミング撮影の向上に寄与で
きるかの検討を行なった。

【方法】造影剤ルート接続部の漏れや血管
外漏出の確認を全ての撮影前にインジェク
ター内生理食塩水を用いて実際の注入速度
で 10 ～ 15ml 注入し、刺入部や接続部を監
視する。頚～頭部 3DCTA では prep 開始を
5 秒早め確実に至適タイミングを捉えられる
か検討する。

【結果・考察】限られた時間内で行なってい
たルート確認を全ての撮影前に行なうこと
で注意深く観察することが可能となった。ま
た用手的に生理食塩水を注入し、確認を行
なっていた患者では実際の注入速度との間
に差異があり確実な造影剤漏れの確認を行
なうことは困難であったが今回の方法では
実際の注入速度で注入するため確実性が増
した。
　 頚 ～ 頭 部 3DCTA 撮 影 で は prep 開 始 を 5
秒早めることで実際に内頸動脈内造影剤の
至適タイミングを捉えることが可能になっ
た。また Plain 撮影から直ぐに造影撮影に移
行できるため体動による位置ずれを低減さ
せることができた。
　今後全ての造影検査に本法を用いること
により、造影剤漏れの低減や確実な刺入部観
察が可能になるものと思われる。

連携医療機関に対する放射線科検査案
内配布の取り組み

○伊藤清香、加藤　労、山本雅徳、
　山田裕輔、古川祐子、古賀洋介、
　神長良昌、田中弘晃、安井佑典、
　谷野祐子、小塚雪乃、豊田麻衣、
　藤浪喜久夫

豊島病院

【はじめに】豊島病院は、地域医療支援病院
として、地域の人々が継続性のある適切な医
療を受けられるよう努めている。放射線科は
画像診断と放射線治療で地域の医療機関と
連携しており、医療機関関係者の方々や紹介
患者さんの満足度を向上させる取り組みを
続けている。今回放射線科では検査案内冊子
を作成し、近隣の連携医療機関に配布する取
り組みを実施したのでその内容を報告する。

【目的】紹介患者さんが当院での検査、治療
を安心して受けられるよう、連携医療機関に
対して放射線科検査案内冊子の作成・配布を
行ない、患者さんに対する検査説明にご活用
いただく。また、冊子には予約方法一覧等を
記載し、連携医療機関関係者の方々の予約時
の負担軽減の一助とする。

【方法】冊子の内容は、予約方法、検査方法、
検査時間、費用、検査で得られる画像の例、
症状・病変に対する適応検査一覧などとし
た。予約方法はすべての検査を一覧にし、一
目で分かる形式にした。検査案内は患者さん
向けと医療関係者向けの 2 種類を記載し、患
者さんにコピーしてお渡しできるようにし
た。

【結果】今回の取り組みで、連携医療機関の
患者さんに対しても検査内容、費用などを事
前にお知らせすることができ、より安心して
検査を受けて頂くことが可能になったと考
える。また、予約方法一覧や最新検査方法の
掲載によって、医療関係者の方々の予約時の
負担軽減や最新医療情報収集の一助につな
がった。

【まとめ】放射線科検査案内冊子を連携医療
機関に配布することで、患者さんと連携医療
機関関係者の満足度向上につながった。検査
方法は医療技術の向上に伴い日々変化して
いくので、定期的な改訂の必要性があると考
える。

演題 画像診断・放射線
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ピクトグラムを用いた MRI 安全チェッ
クリストの作成

○小野寺聡之、髙﨑勇太、岡村　翼、
　植田貴司、堀内　彰、山下　明

荏原病院

【はじめに】MRI は非常に強力な磁石と電磁
波を用いて行なう検査のため、ペースメー
カーや人工内耳・脳動脈瘤クリップに代表さ
れる体内ディバイス・金属挿入患者に対して
検査を実施することは、生体損傷の重大なリ
スクを伴う。当院では、検査準備ができた患
者に対して、医師による検査同意書とは別
に、検査担当者が MRI 安全チェックリスト
を用いて最終確認を実施している。しかし、
主に文字で構成されたチェックリストのた
め、高齢者や外国人にとってわかりにくい可
能性があった。

【方法】従来のチェックリストの内容を項目
ごとに再整理し、新たにアクセシビリティの
高いチェックリストへの改訂を行なった。ユ
ニバーサルデザインの概念を基に、難しい用
語は使わず、文字の代わりに絵文字（ピクト
グラム）を多用し、カラフルにすることで親
しみやすいものを目指した。

【考察】改善後のアンケート調査結果の分析
より、ピクトグラムを用いたチェックリスト
を使用することによって患者の理解度向上
に役立つとの回答が 90% 以上を占めており、

「MRI 検査の安全性向上を図る」、「患者の検
査に対する不安を軽減し、安心して検査を受
けていただく」の目的が達成できたと考えら
れる。

【まとめ】MRI 検査の安全性の向上を図るに
は、チェックリストの内容を患者によりよく
理解していただき、協力を引き出すことが重
要である。特に初回患者や救急患者等におい
ては患者の病歴等を入手する手段は少なく、
チェックリストを用いた問診が重要な情報
源となる。ピクトグラムを用いたチェックリ
ストを使用することによって、患者の理解度
が向上し、MRI 検査の安全性の向上を達成
することができた。

採血室の環境改善

○久和美咲、秋葉宏美、田原真琴、
　中尾彩花、荒井克己

豊島病院

【はじめに】現在、我が国では高齢化や疾病
構造の変化等に伴い、患者の医療に対する
ニーズが多様化しており、患者サービス向上
を図る取り組みは必要不可欠である。その中
で、採血行為は侵襲的医療行為であり、痛み
を伴うことから患者が不安を感じる場合も
少なくない。そこで我々は、患者の不安を軽
減し、患者サービスの向上を図るために採血
室の環境改善を実施したので報告する。

【方法】病院を訪れる患者の大多数は高齢者
であり、加齢による視界黄変化が生じている
患者も多い。そこで高齢者が識別しやすい色
調を用いて掲示物を作成した。次に採血室で
音楽を流すことで患者の緊張をほぐし、不安
を解消することを試みた。また、止血が不十
分で流血してしまう患者が多かったため、止
血を促す掲示物を作成した。さらに以前より
も職員による声かけを強化し、自身での止血
が困難な患者やワーファリン内服患者には
包帯を巻くことで流血防止を試みた。

【結果】高齢者が識別しやすい色調を用いた
ことで患者から「分かりやすくなった」とい
う声を頂くことができた。また、音楽を流す
ことで患者の緊張をほぐす効果が得られ、採
血者にとっても業務を円滑に遂行すること
が可能となった。止血防止の一連の取り組み
では、防止対策を実施する以前の流血件数の
平均と比較し、実施後は約 70% 減少した。

【結語】採血環境の改善を実施することで患
者サービスの向上だけでなく、職員の業務環
境の改善にもつながった。患者に安心・安全
な医療を提供するためには、患者サービスの
向上を図っていくことが必要である。今後も
業務改善に向けた意識を強く持ち、患者サー
ビス向上に向けた取り組みを実践していく
ことが重要であると考える。

演題 画像診断・放射線　臨床検査
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外来尿路感染症患者より分離された大
腸菌の薬剤感受性成績

○佐野美樹、山田景土、柏　真知子

豊島病院

【はじめに】大腸菌は尿路感染症の主要な原
因微生物であり、その治療にはキノロン系薬
が第一選択とされている。一方で近年、基質
拡張型β - ラクタマーゼ（ESBL）産生株を
はじめとする薬剤耐性大腸菌の増加が問題
となっている。そこで今回、過去 10 年間の
自施設における大腸菌のレボフロキサシン

（LVFX）感受性および ESBL 産生菌の動向
を調査した。

【材料および方法】2005 年 1 月から 2014 年
12 月の間に外来患者の尿検体より分離され
た大腸菌 801 株を対象とした。LVFX 感受性
率および ESBL 産生菌分離率について集計
し、年次推移、年齢別分布を確認した。

【結果】LVFX 感受性率の年次推移では、耐
性 菌 の 割 合 は 2006 年 が 15.1% で 最 も 低 く、
2011 年が 29.8% で最も高かった。年齢別分
布では、耐性菌の割合は 0 ～ 20 歳が 6% で
最も低く、81 歳以上が 30.3% で最も高かった。
ESBL 産生菌分離率の年次推移では、2005 年
の 1.5% が最も低く、2014 年の 14.2% が最も
高かった。年齢別分布では 21 ～ 40 歳が 2.2%
で最も低く、81 歳以上が 12.1% で最も高かっ
た。また、全集計期間中に検出された ESBL
産生菌 70 株中 LVFX 耐性菌は 53 株（75.7%）
であった。

【まとめ】今後高齢者の増加に伴い、LVFX
耐性大腸菌および ESBL 産生大腸菌が増加す
る可能性がある。抗菌薬を適切に使用するた
めに薬剤感受性の動向を調査することは重
要であり、今後も継続する必要がある。

CPAP 治療患者へのアンケート調査

○大谷奈央、木村元紀、景山里佳子、
　本木智絵、澤本久美子、小林真実

荏原病院

【はじめに】当院では 2010 年 4 月に生理検
査室内に CPAP 外来を開設した。CPAP 外来
では精神科医師とともに、臨床検査技師が
CPAP 治療中の患者に介入を行なっている。
介入内容は、CPAP 機器やマスクなどの備品
の管理や、CPAP 治療に関する情報提供、デー
タ説明など多岐に渡っている。2014 年 11 月
現在、147 名の患者が加療中であるが、医師
や検査技師の介入によっても、アドヒアラン
スが向上しない患者が存在している。

【目的】CPAP 治療中の患者にアンケート調
査を行ない、アドヒアランス別に効果や継続
する理由などに違いがあるのかを検証する。

【方法】2013 年（CPAP 外来開設 3 年後）と
2015 年（開設 5 年後）に、同内容のアンケー
ト調査を行ない、アドヒアランス別にその結
果を集計する。

【結果】2013 年には 39% であったアドヒアラ
ンス良好群の割合が、2015 年には 52% に増
加した。「現在 CPAP の効果を実感している
か」という質問に対しては、アドヒアランス
良好・不良群ともに「はい」という回答が多
かった。CPAP 継続理由も両群ともに差はな
く、「健康のため」と回答するものが多かっ
た。アドヒアランス不良群に対して「CPAP
を 4 時間以上使用できない理由」を調査した
結果、CPAP 機器の問題やマスクが合わない
などの、CPAP 外来で対処可能な問題は少な
いことがわかった。

【考察】アドヒアランス別に結果を集計する
ことにより、CPAP 使用効果や継続理由には
アドヒアランスは大きく関与しないことが
わかった。また、アドヒアランス不良の理由
としては、個人の生活習慣、睡眠習慣による
ものが多いと思われた。

【まとめ】効果を実感しているにも関わらず
CPAP 使用時間の短い患者や、効果が実感で
きない患者に対して、どのように介入してい
くかということが今後の課題である。

演題 臨床検査
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当院における抗癌剤治療への取り組み

○坂井安希子、田川菜緒、林　千春、
　岡田由佳子、髙橋梨絵、舟橋正裕、
　斉藤弥生

いずみ記念病院

【はじめに】当院は地域密着型の中小病院で
あり、胆がん患者数はここ数年増加傾向が窺
われる。それに伴い抗がん剤治療を要する患
者の増加が考えられる。一方、抗がん剤治療
に対する体制は、薬剤師の人手不足などによ
り不十分であった。平成 25 年度からは関心
を持つ職員が集まったため、安全な抗がん剤
治療を実施するための取り組みを行なってき
たので報告する。

【方法】最近 2 年半の 19 例を対象に、1）院
内レジメン審査および登録と治療患者登録の
手順作成　2）ミキシング手順の整備と閉鎖
式投与システムの採用　3）処方監査シート
と検査値確認シートの作成　4）外来化学療
法パスの作成　5）抗がん剤漏出時マニュア
ルの作成と共有　6）外来・入院患者への化
学療法指導の実施とカルテへの記録などにつ
いて検討した。

【結果】手順や暴露を防ぐ環境を整えたこと
により、抗がん剤になじみの少ない薬剤師で
も確認すべきポイントを押さえて治療に参加
できるようになった。それに伴い、医師や看
護師と患者情報の共有をしやすい関係を築き
始めた。さらに、患者指導を積極的に行なう
ことで、患者自身の治療に対する理解が高
まってきている。これらのことから患者そし
て医療従事者にとって適切な抗がん剤治療が
行なえる体制が整ってきている。

【考察】いまだレジメン審査組織が設置でき
ていないことや、入院化学療法パスの作成が
行えていないことは現在の課題である。今後、
お薬手帳を利用してさらに薬・薬連携を進め
るなど、医療関係者が患者の治療に関する情
報を共有することで、より一層安全に抗がん
剤治療ができるものと考えている。

【まとめ】地域住民のために、がん治療の一
翼を担えるようこれからも努力していきた
い。

手術目的入院が決定した外来患者の常
用薬確認と運用の見直し

○植竹　緑

練馬総合病院

【目的】これまで当院では外来診察時に手術
目的入院が決定した場合の常用薬の確認手
順、入院後の内服指示方法、抗凝固薬・抗血
小板薬の中止・休薬指示方法が統一されてい
なかった。そのため入院後に再度医師に指示
を確認する必要があった。また患者が中止す
べき薬剤を服用したまま入院するなどの問
題もあったため運用を見直す。

【方法】①患者自身が常用薬の情報を記入す
る［服用している薬に関する質問用紙］を作
成した。②［術前中止薬一覧］を後発医薬品
にも対応させた。商品名、成分名、採用（非
採用）医薬品を載せた。また［患者用抗凝固・
抗血小板薬写真付き一覧表］も作成し薬剤名
を覚えていない患者にも対応出来るように
した。③外来での医師の指示が明確となる

［薬の服用中止指示説明用紙］を作成し患者
に交付した。①③の用紙は電子カルテ上に保
管し必要時確認できるようにした。②は院内
イントラネット上で常時閲覧可能にした。

【結果】外来での常用薬確認から入院日まで
の指示出しまでの手順を統一出来るように
なり、患者に確実に指示が出せるようになっ
た。指示が常時カルテ上で確認できるため、
入院後の医師・看護師・薬剤師の業務軽減に
もつながった。今回作成した一覧表は、使用
する職種に合わせて使いやすよう工夫した。
薬剤師以外の職種でも後発医薬品への対応
が可能となった。薬剤師に確認してほしいと
いう外来の強い要望もあり、一部外来で常用
薬確認を開始した。

【考察】外来での常用薬の確認は医師・看護
師の負担になっているため、今回薬剤師主体
で運用を整備した。今後は新薬や後発品に早
急に対応するため薬剤師の情報収集や、一覧
表の更新など継続して行なう必要がある。

演題 薬剤
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入院患者の残薬に関する検討

〇岡田由佳子、笹原丈二、田川菜緒、
　林　千春、坂井安希子、髙橋梨絵、
　舟橋正裕、斉藤弥生、村上聡子

いずみ記念病院

【はじめに】2014 年度の診療報酬改定により、
保険薬局においては残薬確認が薬歴管理指
導の算定要件となり、残薬に関しては医療費
抑制を含めてマスコミに取り上げられてい
る。そこで、病院薬剤師として、当院の急性
期病棟へ入退院した患者の残薬発生要因に
つき現状を把握する目的で検討した。

【 方 法 】 平 成 27 年 7 月 16 日 ～ 8 月 15 日 に
入退院した 63 例を対象とした。身体機能、
家庭環境、自宅での管理方法、他院の受診状
況そして入院時の持参薬の薬剤数・日数・薬
効群・退院処方などを調査した。これらを年
齢区分別に診療録より後方視的に調査した。

【結果】対象患者の疾患別では大腸ポリープ、
熱中症が多くみられた。年齢区分は後期高齢
者が多く、認知機能は保たれていたが ADL
は加齢とともに低下していた。家庭環境は同
居家族「あり・なし」がほぼ同割合で、一包
化管理が約 70%、独居症例および介護を要す
る症例は加齢とともに増加する傾向がみら
れた。他の医療機関への重複受診率は約半
数、持参薬の平均薬剤数は 7.8 剤・平均日数
8.3 日であった。退院処方がなされたのは 18
例（28.6%）で、平均 13.9 日分、そのうち日
数を調整したのは 55.6% だった。

【考察】残薬の発生には、加齢にともなう
ADL の低下や、介護度の上昇とあいまって
重複受診の増加、さらには社会背景である独
居症例の増加なども影響すると考えられた。
すなわち、高齢社会が問題の中核を占めてい
ると示唆された。今後、薬識の向上、処方薬
剤・日数の減薬そして一包化・ピルケースの
推進など、個々の患者と共に適切に服薬がで
きる方法を検討する必要があると思われた。

【まとめ】夏場の急性期病棟における残薬に
ついて若干の考察を加えたので報告する。

高齢者ポリファーマシーの実態と回復
期リハ病院のもう一つの役割

〇益澤秀明、渡邉幸子、斎賀広実、
　田中理子、弥富千穂、河面吉彦

河北リハビリテーション病院

【はじめに】近年、高齢者の多剤投与ポリ
ファーマシーが問題となっている。

【方法】2014 年 8 月からの 1 年間に当院で演
者が担当した入院患者 94 例（回）のうち、
後期高齢者 52 例 54 回入院を対象とし、前
医からの持参薬と当院退院時薬（下剤と屯用
薬を除く）を比較検討した。

【結果】入院時処方薬種類数は平均 5.3 で、
10 ～ 12 種類数が 7 症例（13%）、5 ～ 9 種類
数が 23 症例（43%）であった。退院時薬は
平均 3.1 で、12 種類数が 1 症例（2%）、5 ～
9 種 類 数 が 10 症 例（19%） で あ っ た。 主 な
減薬としては、消化性潰瘍治療薬 29 件（う
ち PPI と H2 阻害剤が 21 件）、鎮痛剤 14 件、
高脂血症治療薬 13 件、降圧剤 11 件、頻尿・
排尿障害治療薬 10 件であった。増薬は降圧
剤 13 件、鎮痛剤（貼付薬を含む）12 件、消
化性潰瘍治療薬 11 件であった。急性期の食
欲不振や多剤投与に伴う基礎薬としての消
化性潰瘍治療薬は状況に応じて減らせた。降
圧剤では、急性期を過ぎて低血圧傾向となり
減薬した症例もある一方で、体力改善に伴う
血圧上昇傾向や腎性高血圧症例では増薬と
なった。

【考察】回復期リハ病院に入院する後期高齢
患者は主病名であるリハビリ対象疾患以外
にも加齢に伴うさまざまな基礎疾患を抱え
ていることが多い。複数疾患を有する高齢者
の多剤投与にはやむをえない事情もあるが、
さまざまな問題点が指摘されており、服薬コ
ンプライアンスや医療経済面の問題提起も
ある。回復期リハビリテーション病院は薬剤
の増減に伴う症状変化を比較的長期間の入
院中にほぼ連日観察 ･ 評価できるまたとない
機会であり、多剤投与を安全かつ合理的に是
正するにはうってつけの場といえよう。

演題 薬剤
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入院中に在宅患者の薬剤管理方法を継
続し、在宅復帰を支援した一例

○大橋ひろの、寺山和利、加藤菊郎、
　三浦邦久

江東病院

【はじめに】日本では急速な高齢化が進んで
おり、多種類の薬剤治療を受けている高齢者
が多く見受けられる。高度化する医療の中、
薬剤治療も複雑化し、患者にさらなる理解力
が求められている。また、自宅では薬剤を自
己管理できている患者でも、病院独自の薬剤
管理方法や環境の変化などの影響により混
乱を生じ、退院後に薬剤管理継続が困難にな
る症例が散見される。今回、本来ならば薬剤
を看護師が管理することが推奨される患者
に対し、患者本人の希望により試験的に自己
管理を継続させた症例を発表する。

【方法】在宅にてお薬カレンダーに類似した
独自の内服薬一覧を使用し薬剤を管理して
いる患者に対し、その管理方法を入院中も継
続した。薬剤セットは在宅ではかかりつけ薬
局が担当していたため、入院中は薬剤師が行
なった。

【結果】入院前の薬剤管理方法を継続するこ
とで、入院中および退院後に混乱や薬剤関連
有害事象は生じなかった。また、患者満足度
や QOL、アドヒアランスを維持することが
できた。

【考察】入院前から入院中、退院後から外来・
在宅医療へとシームレスな薬剤管理ができ
た。薬剤を一元管理し自己管理可能とするこ
とで、患者および介護者の負担が軽減され、
入院中もスタッフの業務加重を防止できた。
また、患者の療養環境の変化に対して、薬剤
に関する引継ぎが視覚的に可能である。

【まとめ】在宅復帰を支援するためには、入
院時から在宅医療を意識した医療を展開し、
円滑な在宅復帰を可能とする必要がある。そ
のためには、入院時から個々の患者の状態に
応じた服薬管理・支援方法を行なうべきであ
る。

当院における後発医薬品への切り替え
〜 DPC 参加を契機に〜

○山崎　浩

南多摩病院

【はじめに】当院は 170 床、17 診療科からな
る二次救急指定病院である。24 時間 365 日“断
らない”医療の実践をモットーに、救急車の
受け入れ台数が年々増え今年度 9 月までの月
平均は 367.3 台となっている。我々薬剤科も
当直体制を整え対応している。平成 26 年 4
月より DPC に参加することが決まり、平成
25 年秋から後発医薬品（以下、GE 薬）への
切り替え準備を開始した。現在までの経緯と
検討すべき問題点について紹介する。

【方法】GE 薬に馴染みが薄い医師がほとん
どであったため、まず、GE 薬がある採用医
薬品を薬効分類別にリストアップし、その中
で変更不可の薬剤を知るためのアンケート
調査を全ての常勤医師に行なった。その結
果、一名でも変更不可とあげられた薬剤をリ
ストから外し、順次 GE 薬の切り替えを実施
した。

【結果】リストアップした医薬品は 404 品目、
アンケートの結果変更不可依頼があった薬
剤は 34 品目であった。次に切り替え予定の
370 品目を対象に、使用頻度の高い医薬品順
に GE 薬への切り替えを実施していった。平
成 25 年 12 月の薬事委員会で 9 品目の変更
申請を行ない、以降平成 26 年 1 月に 40 品
目、2 月に 59 品目申請し承認を得て、在庫
終了したものから切り替えていった。結果、
平成 25 年 10 月に GE 使用率 20.4% であった
が、平成 26 年 4 月に 43.2%、10 月に 72.6%、
平成 27 年 4 月に 76.2% となった。

【考察】急遽切り替えたため、元に戻した品
目もある。今後、国の方針で GE 使用率が
80% 以上になるともいわれている。それに向
けての切り替え作業を続けていくが、変更品
目の精査選別をもっと慎重に行なう必要が
あることが示唆された。

演題 薬剤
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浅草寺病院における抗菌薬使用状況の
把握と適正使用に向けて

〇飯沼幸平

浅草寺病院

【はじめに】浅草寺病院（以下、当院）では、
抗 MRSA 薬などの指定抗菌薬に関しては使
用届出制のもと管理を行なっているが、その
他の抗菌薬に関しては使用状況を十分に把
握できていなかった。そこで、1 ヵ月毎に入
院患者に使用された全ての点滴抗菌薬の集
計を行ない、使用状況の把握に努めた。当院
での使用状況とともに、適正使用に向けての
活動、今後の課題について報告する。

【方法】各抗菌薬の使用密度（antimicrobial 
use density:AUD）と、それに基づく使用割
合を算出し毎月の感染対策委員会で報告を
行なうこととした。これと並行して適正使用
を目的とした他部署への講義の立案、薬剤科
内における勉強会を開催している。また、現
在では抗 MRSA 薬の治療薬物モニタリング

（Therapeutic Drug Monitoring:TDM） を 医
師の依頼により行なっているが、今後は薬剤
科からの積極的な実施を計画しているため、
その準備を進めている段階である。

【考察】当院ではペニシリン系と第 1、2 世
代セフェム系の使用割合が低く、第 4 世代セ
フェム系、アミノグリコシド系、テトラサイ
クリン系の使用割合が高いことが判明した。
後者 2 系統の割合が高いのは、主に療養病棟
での使用頻度が高いためであると考えられ
る。このような使用状況が、当院の入院患者
背景を考慮した際の適正使用であるかを検
証・検討していくのが重要であると考える。

【まとめ】委員会で毎月の報告を行なってい
るが、それに伴う変化は実感していない。薬
剤科の活動が徐々に周囲に伝わりだしたと
ころである。医師、検査科、その他スタッフ
と協力して活動を継続していく次第である。

混注業務インシデントへの取り組み
〜 RCA（Root Cause Analysis）
と他職種連携 〜

○下田将裕、鎌倉孝法、仲田枝里子、
　伊藤芳弘、安藤幸代、櫻井洋子、
　大場美智子、田嶋政野、齊藤あけみ、　
　桑原秀夫、野本達哉、飯田達能

永生病院

【はじめに】当院で行う高カロリー輸液の混
注業務は 2014 年度で 24581 件であり、薬剤
師が行なう重要な業務の一部となっている。
混注ミスは 0.04％と決して高い値ではない
が今回 KCL の混注を間違えるインシデント
が発生した。点滴開始前に病棟看護師が間違
いに気付き重大な過失には至らなかったが、
事を重大視し病院全体で業務改善に取り組
むため RCA を導入しその評価を行なった。

【方法】今回のインシデントは本来患者 A の
輸液に混注する KCL が他の患者 B の輸液に
添付され、それに気付かず混注したことで起
きた。この件について薬剤師に、医師、看護
師、事務方を加えた構成メンバーで業務の改
善策を議論した。
　以下にその内容を示す。
　1. 医師の処方方法の統一について。
　2. 定期処方調剤後、追加の処方箋を同一
患者毎にまとめる。また連続で印刷されるラ
ベルを患者ごとに分割する。（ラベルは複数
名の追加分がまとめて印刷される。）
　3. 添付されるラベルが複数枚の時は、調
剤者は輸液の個包装に枚数を記入し、監査者
は患者名の横にチェックを記入する。
　4. 複数枚のラベルを輸液に貼りつける際、
各ラベルの患者名がみえるようにする。

【考察】これらの対策により処方箋とラベル
が整頓され、調剤時および監査時の患者確認
をより的確に行なえるようになっている。ま
た監査強化と同時に病棟での確認時の目印
となり、ミス防止の一助になると考えられ
る。

【まとめ】当案件で医師のオーダー方法へ言
及するに至ったことや、監査業務の痕跡を病
棟でも確認できるようにする等、他職種が集
まったことで多角的視野からの対策を立て
ることができた。今後も継続してこの評価を
行なっていく考えである。

演題 薬剤　
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当院における病棟薬剤業務に関するアン
ケート結果について

○中村美沙、赤井詩葉、田中康裕、
　鈴木勝弘

等潤病院

【はじめに】平成 24 年 4 月の診療報酬改定で病
棟薬剤業務実施加算が新設され、薬剤師が病棟
に常駐し、医師・看護師など多職種と協働して
安全で適正な医療の提供に貢献することがより
一層期待されている。当院では、平成 27 年 7
月 1 日より病棟薬剤業務実施加算の算定を開始
し、算定開始 4 か月目にアンケート調査を実施
した。

【方法】平成 27 年 10 月に医師・看護師・薬剤師・
病棟クラークを対象に算定開始前後の変化につ
いて選択肢・自由記述併用のアンケート調査を
実施した。

【結果】回収率は医師 77%、看護師 91%、薬剤
師 100%、病棟クラーク 100% であった。自身の
業務量に変化を感じている医師は 90%、看護師
は 76% であり、業務量の減少に関する項目が
多かった。薬剤師との距離感に変化があったと
回答した医師は 90%、看護師は 60% であった。
薬剤師の病棟カンファレンスへの参加が必要と
答えた医師は 90%、看護師は 62% であった。今
後、薬剤師に期待することとして、提供する薬
剤情報の充実や定期的な勉強会の開催などがあ
げられた。また薬剤師も算定開始前後で業務内
容に変化を感じていた。

【考察】病棟滞在時間の増加が多職種と患者情
報を共有する時間の増加につながり、お互いの
距離感や業務負担軽減につながったと考えられ
る。今後は、カンファレンスへの参加、勉強会
の開催など多職種への情報提供を積極的に行な
い、チーム医療に貢献したいと考えている。ま
た、検査オーダーや TDM にも積極的に介入し、
薬剤の適正使用に努めていきたいと考えてい
る。

大腸内視鏡を受ける高齢者への検査説
明の再考

○能美清子、高橋洋子、吉田伊織、
　徳田典子、小平祐造、市橋富子

花と森の東京病院

【はじめに】当院は東京都 23 区内でも高齢
率上位である北区に位置し、北区と周辺地域
の数多くの高齢者を受け入れている。
　外来で行なう検査説明の中でも大腸内視
鏡検査は、自宅での準備が重要で留意するべ
き点も多く、高齢者への説明には苦慮してい
る。約半数が 65 歳以上の高齢者で、難聴や
物忘れ、理解力の低下が見られる患者が多
く、説明内容が正しく伝わらない場面も多い
ことから、検査説明の改善が急務となってい
た。
　今回は大腸内視鏡検査の検査説明に着目
し、高齢者が理解しやすく、帰宅後に家族が
分かりやすい、また看護師が順序良く説明で
きる検査説明用紙を作成・検討したので報告
する。

【方法】外来看護師 25 名に現状把握を行なっ
た。検査説明を担当する看護師より聞き取り
調査を行ない検査説明に関するアンケート
調査を施行し、結果をもとに説明用紙を新た
に作成し、試行後に出た意見を取り入れ改良
を行なった。

【結果】高齢者の理解力は個人差があり、同
一の方法で理解してもらうことは難しい現
状がある。しかし、必要と思われる情報を入
れた読み合わせ中心の説明用紙は文字量の
多さから、看護師が説明に手間取り、また高
齢者にとっては困惑の原因であった。改善点
として情報を最低限に整理し、経時的に流れ
を説明し、患者の理解度や必要に応じて追加
の情報提供を行う形とした。その結果、説明
経験に関係なく基本的な検査説明の内容を
平均化することができた。

【まとめ】今回大腸内視鏡を受ける高齢者の
検査説明の再考を行なうにあたり、検査説明
用紙の改訂を行なった。自宅で行なう準備を
経時的に説明することに重点を置くことで、
全体の流れを把握しやすい説明ができるよ
うになった。

演題 薬剤　看護技術・教育
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アンケートを用いた指導内容の検討
〜フォルテオ ® 在宅自己注射と食事・
運動に関して〜

○常見章代、福田奈緒、小池明子、
　横山　孝

第三北品川病院

【はじめに】骨粗鬆症治療では薬物治療と一
般的な治療として食事・運動が必要とされて
いる。当院では骨形成促進剤であるフォルテ
オ ® を導入している。フォルテオ ® は 1 日
1 回の在宅自己注射であるため、看護師によ
る指導は重要である。導入時、自己注射の技
術の習得と食事・運動の重要性を理解しても
らうため指導を行なっている。今回私たち
は、骨粗鬆症患者の自己注射手技・食事・運
動の実態を把握するため、アンケート調査を
行なった。

【方法】対象者 22 名にアンケート調査を行
なった。自己注射が確実に行なえているかの
指標としては、技術チェック・薬剤の残量確
認・DEXA 法による骨密度測定を用いた。

【結果】　
< アンケート結果 >
　①　自己注射に関して　
　手技に困難あり…41%　不安あり…50%
　②　薬剤の残量　問題なし…91%
　③　食事療法を取り入れている…91%
　④　運動療法を取り入れている…82%
< DEXA 法を用いた骨密度測定結果（10 名中）>
　上昇…8 名　維持…2 名　低下…0 名

【考察・まとめ】アンケート結果より、自己
注射中の患者がどのようなことに対して困
難や不安に思っているのか知ることができ
た。このことから、困難や不安を感じている
患者に対して、今回の研究で得た結果を踏ま
え、自分だけでないことを伝え、励ましなが
ら治療していく必要があると考える。
　また、8 割以上の方が食事・運動療法に対
して積極的に取り入れているため、患者は疾
患に対して理解し、治療の必要性を認識して
いると考える。骨粗鬆症は一生付き合ってい
かなければならない疾患のため、私たち医療
従事者は、薬物療法・食事・運動療法を長期
的に継続し、患者のモチベーションが維持で
きるよう支援していくことが重要であると
考える。

外来看護の構築

○船木泰代、丹野千恵子、岡本真実

稲波脊椎・関節病院

【はじめに】当院は脊椎とスポーツ整形に特
化した病院として 7 月にオープンした。
　外来の特性は全国から患者が来院し、約 1
割の患者が手術の対象である。
　初診時には、診察前に必要な諸検査、そし
て手術が決定した場合は術前検査と入院に
関わる説明・指導などを最小来院日数で済む
ような段取りで、患者、家族への負担を最小
限に考え対応している。そのため医師だけで
なく、事務はじめコメディカルを含めたチー
ム医療は必須である。
　私達が考える外来看護は、患者が安心して
諸検査、診断、治療が受けられるよう説明・
指導に加えコーディネートすることである。
　外来看護師は現在 9 名で内 6 名が新人であ
るが、患者が「この病院を選んで良かった」
と思って頂ける看護を提供したいと考えて
いる。そのためには看護師一人一人が術前術
後の経過を共通理解することが大切である。
　その教育の 1 つとして院内他部署研修を企
画し実施した。その結果について報告する。

【方法】
①　研修期間　平成 27 年 10 月～ 11 月
　　（半日～ 2.5 日）
②　対象者　外来看護師 8 名
③　研修後アンケート実施

【結果・考察】研修することで入院から退院
までの流れが理解でき、研修前に比べ患者説
明や関わりなどの不安が減少した。また他部
署、他職種と交流することでチーム医療にお
いてコミュニケーションと情報共有の大切
さが実感できた。ただ病棟の研修日数は不十
分であった。

【まとめ】外来看護は基礎知識だけでなく、
患者個々に合わせた説明と対応できる応用
力が必要であり他部署研修は有効であった。
またチーム医療を考える上でも有用であっ
た。

演題 看護技術・教育
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外来看護の質向上を実現するための教育
〜共に成長するために〜

○李　瑠美、前田和美、杉本尚子、
　尾城昌子

一成会　木村病院

【はじめに】当院は 2 次救急指定の地域密着
型病院である。外来看護師は診療の補助、救
急患者対応の他、手術室、内視鏡室の業務を
兼任している。今まで新入職者の指導は個々
で行なわれており教育の方針は確立してい
なかった。そこで外来看護師の質向上に向け
て新入職者の指導に取り組んだことを報告
する。

【方法】教育の取り組みとして　①新入職者
チェックリストを各科別に細かく分け作成、
6 ヶ月毎にチェックした。②外来独自の勉強
会を年に 4 回実施、そのうち 2 回は実際に
あった事例を問題形式で出題、結果を報告、
情報収集のポイントと実際に対応したこと
を説明した。③一年間の振り返りとしてス
タッフ全員にアンケートを実施した。

【考察・まとめ】一年間の取り組みを行ない、
それぞれが成長を感じている。しかし、指導
する側からは、成長に個人差があり、個々に
合わせて指導しなければならない、評価がで
きていないという反省点もあがった。今回の
取り組みをしたことで、新入職者に対しては
個別の目標を立て指導に取り組む、定期的な
勉強会の実施、院外研修を計画していくなど
が必要と考える。複数の医師が同時進行で診
察を行なう外来は、流動的で計画性を持ちに
くい部署である。日々の業務の中で、先輩看
護師は自分の仕事を遂行することに加え、新
入職者の指導をしなければならず、負担は大
きいものである。しかし、先輩がいつも気に
かけているという思いを新人看護師に伝え、
信頼関係を築くことで職場環境が良くなり
看護師の定着にもつながる。そして日々共に
切磋琢磨していくこと、医療を安全に提供す
ることが看護の質向上につながると考える。

気管吸引手順および気道管理の適正化
による感染制御活動の考察

○大宮寛美、谷川原大介、鈴木実枝、
　滝島恵津子、森松　靜、高梨博文、
　進藤　晃

大久野病院

【はじめに】入院施設基準の変遷の中で、当
院、療養病床における気管切開患者や人工呼
吸遷延患者の入院件数が増加し、気管吸引手
順や気道管理の適正化が課題となった。気管
吸引操作や気道管理は口腔ケアの実施状況と
並んで、肺炎や気管支炎の発症に大きな影
響をおよぼすが、不可視状況で行なうため
に手順は曖昧になりやすい。そこで我々は、
感染制御を重視した気管吸引および気道管
理の手順を整備した。また、短期間ではあ
るが感染制御の効果について検証を行なっ
たので報告する。

【方法】
1）気管吸引マニュアルおよびカフ圧管理の検討
2）看護職員全員に気管吸引と気道管理のレク
チャーを実施
3）気管吸引（カフ管理を含む）院内認定試験

（筆記試験、実技試験）の実施
4）1）2）3）実施前後で手指消毒薬の使用状
況と患者の感染兆候を比較

【結果】
1）手指消毒と吸引のタイミング、吸引の圧・
時間・操作・挿入深度、吸引チューブと吸引水
の管理、カフ圧管理などについて詳細を取り決
め、気管吸引マニュアルとして文書化した。
2）院内認定試験で看護師全員が適正な気管吸
引手順を習得したことを確認した。
3）気管吸引、気道管理に関する感染制御活動
の効果について確認した。

【考察・まとめ】気管吸引のように侵襲の高
い医療技術の提供を、適正かつ安全に行な
うためには、手順の細部が曖昧にならない
ように検討し、手順をマニュアルとして文
書化すること、また、文書化だけに留まらず、
施行者全員で手順の周知徹底を行ない、順
守できる体制を整えることが重要であると
考える。
　まだ、感染制御の効果についてデータ集
積が不十分であるため、今後も継続してデー
タを集積し検証を行なっていきたい。

演題 看護技術・教育
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スタッフへの教育的介入の評価
〜認知症・せん妄患者の対応〜

〇大金あすみ、芳川尚美、林　亮介、
　野村由香、奥田　恵、平野佳子、
　青栁裕子、岩村太郎

平成立石病院

【はじめに】当病棟では認知症やせん妄患者
への対応や予防策に関する個々の知識や対
応の差があり、入院時からの予防的対応やア
セスメントが正しくできていない現状があ
る。統一した継続的看護を実施できるようス
タッフへの教育的介入を行なった結果をこ
こに報告する。

【方法】対象期間は 2014 年 6 月から 12 月。
対象者は当病棟看護師 30 名。知識確認のテ
ストとアンケートを実施後、勉強会・カン
ファレンス・認知症ケア（ユマニチュード）
の動画の鑑賞を行なった。その後、勉強会・
カンファレンス前に行なったテストとアン
ケートを実施し、前後で比較した。アセス
メントツールとして ICDSC（Intensive Care 
Delirium Screening Checklist） の 導 入 を 行
ない、看護計画立案件数の比較を行なった。

【結果】知識確認のテストの点数が上昇し、
認知症・せん妄患者に対する看護計画立案件
数の増加が認められた。また勉強会・動画鑑
賞後の感想では今までの対応を反省する意
見が多かった。

【結語】認知症やせん妄の患者と接していた
が知識が浅いことが明らかになった。勉強会
を開催したことにより認知症やせん妄に対
する知識の向上が図れ、せん妄ハイリスク状
態・認知症悪化リスク状態の患者をアセスメ
ントし、早期の予防的に看護介入を行なうこ
とができた。また、勉強会・アンケート・動
画鑑賞後の感想から認知症やせん妄患者に
対しての正しい知識が増え、根拠に基づいた
ケアを提供しようという関心の高まり、意識
の変化があったと考えられる。今後も患者と
家族が安心して治療が受けられるよう、認知
症・せん妄患者に対する看護師の知識及びケ
アの向上に努めると共に、自部署だけでなく
病院全体で取り組んでいく必要があると考
え文献的考察を加え報告する。

トランスファーの定着を目指して
〜 8 ヶ月間の研修会から〜

○永森雄太、佐々木早苗

回心堂第二病院

【はじめに】車椅子移乗（トランスファー）
による下腿の裂傷事故が起きたことをきっ
かけに、スタッフの知識・技術と病院の現状
を振り返った。見えてきたことは方法を伝え
るだけのケアや自己流で行なうケアであっ
た。知識に裏づけされた根拠のある技術を学
び患者の個性に対応できるための ｢トランス
ファー基礎｣ として 1 回 30 分月 2 回の研修
を計画した。そして 8 ヶ月間が経過しトラン
スファー研修会の効果と今後の方向性を明
らかにしたので報告する。

【方法】質問紙調査。期間：平成 26 年 8 月
～平成 27 年 3 月。対象者：研修参加の看護師・
介護士。

【 結 果 】 参 加 は 全 ス タ ッ フ 146 名 中 91 名
（62.33%） で あ っ た。 看 護 師 75 名 中 31 名
（41.33%）介護士 71 名中 60 名（84.51%）の参加。
95.5% が意識をしながらトランスファーを行
なっていた。

【考察】看護師は日頃トランスファーを行な
う機会が少ないことからトランスファーに
対する意識が低いと考える。病棟間でも参加
率が異なり、入浴日に当たる病棟の参加率
は低かった。Ｂ病棟は 8 月～ 11 月までの参
加延べ人数 2 名であったが、骨折事故が起
き 12 月は 12 名、1 月は 4 名、2 月は 9 名と
増えている。このことは危機感や必要性が増
したと考える。アンケートではトランス 4 原
則（内容含む）のキーワードや研修内容を意
識し、行動の変化に結び付けているが 95.5%
あった。具体的には 4 原則はもちろんのこと、
イメージを持つこと、患者・介助者に負担の
少ない方法を探すこと等の意見がみられた。
　合計 16 回の研修に何度も参加することや
根拠を説明することで理解が深まり、意識や
技術の向上が図れたと考える。

【まとめ】繰り返し研修会を行なうことがス
タッフの意識向上につながった。しかし意識
の低いスタッフに必要性・危機意識を持たせ
るような働きかけが足りなかったことが課
題である。

演題 看護技術・教育
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重症度、医療・看護必要度評価の根拠
となる記録記載の向上

○梅本健三、梅田ルミ、竹田浩子、
　大橋　忍、高橋良平、望月由鶴、
　渡邊孝枝

豊島病院

【はじめに】入院基本料の算定要件として、
重症度、医療・看護必要度（以下、必要度）
が活用されてきた。平成 26 年度診療報酬改
定では、必要度評価の適正化を図るため、評
価の根拠となる記録記載が必須となった。
　しかし平成 26 年 10 月より当院において、
評価の根拠となる記録の監査をしたところ、
全看護職員が同じレベルで評価の根拠とな
る記録をすることは、困難な現状があること
がわかった。全看護職員が同じ基準での記録
が記載できるよう取り組みを行なったので
報告する。

【方法】電子カルテ導入後、患者状態を表す
B 項目の記載にテンプレートを使用するこ
とで同じ基準で記録が行なえるようにした。
記録の記載方法として、SOAP 形式の記載と
し、患者状態を観察データ（O）としてテン
プレートで記載し、その患者状態をアセスメ
ント（A）、これに基づいた計画（P）をその
都度行なうこととした。
　これらの必要度と根拠となる記録方法に
ついて講義を実施。実施約 1 か月後の看護師
の必要度評価と記録記載の意識調査をアン
ケートし評価を行なった。

【結果】アンケート結果より、テンプレート
使用開始後、B 項目について記録の意識向上
が図れた。また、必要度評価の患者状態をア
セスメントすることで、看護計画の立案・評
価を患者の状態に合わせて行なうことが出
来るようになった。
　このことから必要度の根拠となる記録の
向上が図れたと考える。

【まとめ】今回テンプレートを使用し、記録
を行うことでスタッフの習熟度に関わらず、
同じ基準で記録が行なえ、評価・アセスメン
トを行なうことができた。今後、必要度の評
価が看護計画へ反映され、患者の状態変化に
応じた看護サービスの提供へつながること
が示唆される。

身体抑制カンファレンス実施による看
護師の意識調査

○北沢真由華、大宮早苗、ウメモト真澄、
　濱川麻美

南多摩病院

【はじめに】当病棟は外科病棟であり手術後
や検査後に患者様の安全のために身体抑制
が必要となる場面が多い。当院では抑制実施
に関する評価はあるが、抑制実施は個々の看
護師に任されている。抑制解除に対し、個々
の判断ではなくチームカンファレンスを行
なうことによって、身体抑制解除に対する看
護師の意識にどのくらい変化があるか調査
することとした。

【方法】当院救急棟 4、5 階に勤務する看護師
を対象に、2 ヶ月間身体抑制に関するチーム
カンファレンスを実施。その前後にアンケー
トを行い、結果の統計を行なう。

【考察】アンケート結果から、看護師は身体
抑制カンファレンスを必要だと認識し有効
活用していたといえる。先行研究で述べられ
ているように、看護師は抑制解除に対する気
持ちや倫理観、看護経験の差によって判断が
異なる。しかし、チームカンファレンスを行
なうことで認識を共有し、看護師全員が同じ
ように判断できる機会になると思われる。急
性期病棟では生命が危機的状況にあること
がしばしばある。そのような状況下では治療
が優先され、抑制もやむを得ないが抑制の判
断、解除において看護師の認識と知識の統一
が必要であり、そのためには抑制カンファレ
ンスは必要であると考える。

【まとめ】アンケート結果より身体抑制カン
ファレンス実施前後の抑制に対する看護師
の意識は高まり、身体抑制カンファレンスは
効果的であった。今後の課題として、看護師
間の身体抑制解除に対する共通の認識を高
めて共通評価できるようにし、カンファレン
スの定着とともに不必要な抑制を減少でき
るように努力していきたい。

演題 看護技術・教育
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体位変換に対する看護職員の意識調査

○渡辺寿里、鶴田真由子、高木ひとみ

東京リバーサイド病院

【はじめに】平成 24 年、当院では褥瘡の発
生率が上昇したことと、高齢患者の対応を兼
ね、褥瘡委員を中心に体圧測定と写真による
ポジショニングの統一を行なってきた。その
後、褥瘡発生率はやや減少したが、平成 27
年になり褥瘡発生患者が増えている現状に
気付いた。今後、褥瘡発生患者がさらに増加
するのではないかという危機感と、何が問題
になっているかという疑問を持った。そこ
で、実際に体圧測定を行ない、具体的な数値
を看護職員に提示することで、どのような意
識変化がみられたか調査したので、その結果
をここに報告する。

【方法】
①　体位変換に対するアンケート実施
②　体圧測定と勉強会を実施
③　２回目の体位変換に対するアンケート実施

【対象】病棟看護師 20 名　看護補助者 14 名
【結果】回収率：看護師 100％　看護補助者 89％
　全員が「体位変換の目的、注意点がわかる」
と答えた。
　「体圧値がわかる」「体圧値を考えながら
体位変換を行なっている」の質問に対し、看
護師は約 2 倍近く上昇、看護補助者も 1.3 倍
の上昇がみられた。
　8 割以上の看護師と半数以上の看護補助者
が、「体位変換の意識が変化した」「もっと
勉強しようと思った」と答えた。

【考察・まとめ】体位変換に対する一般的な
知識はあるが深い知識がなく、慣れの中で体
位変換を行なっている現状が考えられた。知
識を深めることで看護職員の意識が変化し、
意識の変化が意欲につながったと考えられ
る。結果、エビデンスに基づいた体位変換を
実施したことで褥瘡発生数が減少した。今後
も意識を高め、維持し、看護の質向上に努め
たいと考える。

退院支援推進に向けた取り組み
〜リンクナース支援プログラム〜

〇大熊理恵、斉藤隆子、佐藤桂子、
　藤里視華、佐藤康江、入江美穂、
　正岡亜紀

豊島病院

【はじめに】患者や家族が不安なく退院できる
ように支援することは看護師の重要な役割で
ある。今回病棟で退院支援を推進する退院調
整リンクナースの育成に取り組んだ。その支
援プログラムと経過を報告する。

【方法】
１）支援プログラムの目的
　①退院支援システムの理解　②アセスメント
力向上　③興味、関心の惹起を目的とした。
２）具体的な取り組み
　①研修生は全 6 回を通しで参加する　②Ｏ
ＪＴでの伝達講習を事後課題とする。
３）支援プログラムの評価
　①形成的評価　②退院支援計画書等適正記
載率　③患者バックグラウンド収集率とした。

【結果】第 1 回目、「カンファレンスに臨む場
面」のロールプレイ、訪問看護ステーション
研修の提示を行なった。第 2 回目、模擬事例
を用い患者のバックグラウンドのアセスメン
トを討議した。第 3 回目は講義形式の学習会
を企画し、4、5 回目は情報共有システムの検
討、6 回目は、事例検討会を予定している。

【考察】取り組み前は、退院支援が進まない要
因は、知識やアセスメント力不足、関心が薄
いことを考えた。しかし、実際には、スタッ
フの指導方法や交代勤務での情報共有方法な
ど、実践的な問題解決方法がわからないため
に取り組めない状況であることが明らかに
なった。
　伝達内容や方法を具体的に提示しながら進
行したことは、OJT 場面でも悩まず自己効力
感を持ち実践することにつながったと考えた。
　また、負担感なく取り組めているのは、リ
ンクナースが一定の成果を実感しているため
と考えられた。

【まとめ】支援プログラムによりリンクナー
スの興味、意欲が維持できている。加えて、
OJT においても実践できており、今回の取り
組みは看護師本来の役割を担うために効果的

と思われた。

演題 看護技術・教育
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外国人看護師に対する教育プログラム
の経過と今後の課題

○渡邉麻紀子、安川早小女、桑野妙子

永生病院

【はじめに】当院では、2009 年より外国人看
護師候補生の受け入れを開始し、現在看護
師・准看護師各 2 名が病棟で勤務している。
母国で看護師資格を取得しているが、日本語
の理解や看護教育、生活習慣の違いにより本
人やスタッフも戸惑いが多く、本人のスキル
アップが困難な現状がある。
　今迄の卒後教育と同様の教育プログラム
を計画し実践してきたが、さまざまな問題が
明確化してきたため、外国人看護師の教育方
法について振り返り、今後の課題について考
えたので報告する。

【方法】外国人看護師 4 名からの聞き取り調
査、プリセプターおよび病棟管理者 12 名に
アンケート調査を実施。

【結果】お互いの国の医療・看護や教育方法
についての知識や理解不足、日本語の習熟度
が低いことでのコミュニケーション不足が
あった。

【考察】アンケートの結果、日本語の習熟度
が低く、日本の看護教育・医療現場を知らな
いことが、指導の妨げとなっている。外国人
は看護師資格試験対策の勉強が中心であっ
たため資格取得後の就業で戸惑いが生じた
と考えられる。一方我々には、相手国の看護
教育や医療現場での看護師の役割の十分な
理解がないまま、日本の教育システムに基づ
き指導したことでのすれ違いが生じていた。
指導する側として、相手国の医療や看護教育
のシステムを理解した上で教育方法を考え
る必要がある。

【まとめ】外国人看護師が日本の医療に沿っ
た看護を理解し実践するために、私達が個々
の背景を理解した教育システムを構築する
ことが大切である。
　今後より良いコミュニケーションを図り、
相互のスキルアップにつながる医療や看護
についての指導マニュアルと教育プログラ
ムを作成し、実践していくことが必要であ
る。

ナースエイドによる患者搬送業務の指
導プログラムについて

○吉田幸子、町田浩子、武下美佐代、
　亀谷武昭、永元春代、小林香織、
　水上昌子

豊島病院

【はじめに】看護補助者（以下、ナースエイド）
の業務の中でも、治療、リハビリ、検査計画
を安全に、時間通りに実施することは医療の
質を向上させ、医師、看護師の業務軽減につ
ながる。輸液ポンプ、持続吸引器装着など
取扱いに注意が必要な患者の安全な搬送は、
ナースエイドにとって重要な業務である。し
かし、搬送上の基準がないため部署により指
導や業務に違いが生じていた。そのためナー
スエイドが安心して安全に搬送業務を行な
うことを目的とした基準作り、指導プログラ
ムの作成、研修等実施した取組み内容につい
て報告する。

【方法】
1. ナースエイドの患者搬送基準の作成
2. ナースエイドを指導するためのマニュア
ル作成
3.OJT での指導プログラム作成と実施

【結果・考察】作成した基準をもとにプレテ
ストを実施した。その結果、ナースエイドが
安心して検査やリハビリに患者搬送できる
ようになった。ナースエイドは専門的な用語
や治療を行なう患者への直接介助に対して
緊張や戸惑いが大きい。しかし、看護師はそ
うしたナースエイドの背景に考慮した指導
に不慣れである。指導計画に沿って丁寧に十
分な説明や指導を段階的に行なうことが必
要と示唆された。

【まとめ】今回の取り組みによりナースエイ
ドが安心して安全に患者搬送を行えるよう
になったことは看護師の業務の軽減、患者
サービス向上に有効だったと思われる。結果
をもとに、さらに他の業務内容についての指
導方法の確立やマニュアル作成に取り組ん
でいきたい。

演題 看護技術・教育
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看護補助者と看護師の協働に向けた研
修実施について

○田中理恵、柴田真由

荏原病院

【はじめに】医療関係職の業務分担が推進さ
れ、看護補助者を看護チームの一員として効
果的に活用することが望まれている。
　しかし、看護補助者から、患者の直接ケア
を実施することに戸惑う声が聞かれた。
　そのため、当院では平成 25 年度から看護
補助者を対象に、日常生活の援助技術研修を
開始した。今年度から看護補助者と看護師の
協働体制の強化を目指し、研修内容のステッ
プアップを図り、効果が得られたので報告す
る。

【方法】研修内容は、医療安全・感染管理、
患者移乗・移送、清拭更衣・体位変換、食事
介助・口腔ケア、オムツ交換・陰部洗浄の項
目を実施した。講師は認定看護師および理学
療法士に依頼した。研修終了時アンケート
で、理解度・参考度（4 段階評価）の調査お
よび自由意見を集計した。

【結果】理解度 3.6-3.8、参考度 3.7-3.9 であっ
た。「患者役を体験し患者の立場になって楽
な姿勢を考えられた」「入浴介助の方法を学
びたい」「安全な介助方法を学び、患者に安
心を与えたい」「看護師と一緒に介助するこ
とが重要だと再認識した」などの意見が得ら
れた。

【考察】理解度、参考度共に高い結果が得ら
れた。自由意見から、患者役を体験し患者の
立場を考えることができた。また、患者のケ
ア提供に関する知識・技術を習得する機会を
希望していることがわかった。さらに、介助
方法を学び、看護師と共にケアすることの重
要性を再認したことで、ケア実施に対する不
安を払拭することにつながったと考える。

【おわりに】今後の課題として、看護補助者
研修の時間の確保、技術の均てん化を図るた
め OJT と連動したチェックリストを活用す
るなど、看護補助者と看護師の協働体制を整
備していきたい。

臨地実習満足度調査結果からの考察

○酒井美保、木下真里、舘林理恵、
　上村綾乃

荏原病院

【はじめに】実習指導者会では、実習指導内
容の改善および学生の実習満足度の向上を
目的として、実習終了後に臨地実習満足度調
査（以下、調査票）を実施している。昨年度
の調査結果では、実習生自身の実習目標の達
成に関する評価が低かったため、今年度か
ら、実習生個々の目標達成に指導者が関わる
よう努め、効果が得られたので報告する。

【方法】調査票は 1. 自分自身の実習目標の達
成度　2. オリエンテーションは役立ったか　
3. 指導者と円滑なコミュニケーションが取
れ適切な指導を受けることができたか　4. 受
け持ち患者の看護の方向性が理解できたか
　5. 看護に共感する出来事があったか　6. 学
生を受け入れる雰囲気だったか　7. 看護の
経験や学びを広げる事ができたかの 7 項目で
構成されている。指導者は、実習初日に個々
の実習に対する目標を確認し、達成のための
指導方法を検討した。実習 2 週目中盤および
実習終了時に指導者が目標の達成状況につ
いて確認した。

【結果】調査票より 1．実習目標の達成に関
する評価が昨年度より高くなった。

【考察】指導者が実習初期に個々の目標を把
握し、学生カンファレンスでテーマに取り上
げる、また、患者とのコミュニケーションを
目標に上げた学生には患者に合ったコミュ
ニケーション方法の指導を実施する、などの
支援により、実習生から、自分自身の実習目
標の達成の評価につながった。実習指導者が
個々の目標達成に合わせた支援を行なうこ
との効果を再認識した。

【まとめ】指導者が積極的に関わることで実
習環境が改善できた。個別の目標を明確に
し、多様化する実習生個々への効果的な指導
方法の検討をさらに深めていきたい。

演題 看護技術・教育
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疼痛が強いため起居動作獲得に難渋し
た右大腿骨転子部骨折の症例

○関谷　彩、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】本症例は転倒により右大腿骨転
子部骨折を呈し、骨観血的手術を施行した
70 代男性。術後、左側臥位を取ると大腿外
側部に疼痛が出現し、側臥位を経由しない方
法で起居動作を行なっていた。今回、起居動
作の獲得に着目し、理学療法を行ない、疼痛
緩和、可動域改善および筋出力の向上を認
め、起居動作を獲得した経緯を報告する。

【初期評価 / 経過】術後の起居動作では、股
関節屈曲内転内旋位で、大腿筋膜張筋 ( 以下、
TFL) が伸張され疼痛が出現した。また、股
関節内転内旋位にならないよう、梨状筋の防
御性収縮が働き可動域制限を認めた。その結
果、起居動作が困難となっていた。この状況
に対し、TFL の防御性収縮が起こらないよ
う配慮し、疼痛を助長させない動作パターン
の練習を行なった。

【最終評価】TFL の伸張性が向上したことで
動作時の疼痛が緩和された。その結果、術後
二週間で関節可動域の改善と側臥位を経由
した起居動作を獲得した。

【考察 / まとめ】一般的に、骨観血的手術後は、
患部の炎症症状や侵襲による疼痛、筋力低下
を認める。そのため、随意的に四肢を制御す
ることが困難となる場合もある。特に筋力低
下が著明な状態では、安楽肢位へ自力で調整
できないため、体動時の疼痛を伴ってしま
う。本症例は寝返る際、右股関節可動域制限
により内転内旋方向へ動きが誘発され TFL
の疼痛が出現し、更に梨状筋による防御性収
縮も加わり疼痛が増強することで側臥位が
困難となった。そのため、疼痛を助長させな
い環境でアプローチを実施したところ、術後
早期の離床、ADL 介助量軽減につながった。
今回の経験で、起居動作を獲得するには、体
動時の疼痛が著明な制限因子となることを
再認識できた。

右大腿骨転子部骨折術後の症例
〜トイレ動作に着目して〜

○志田由紀子、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】本症例は、平成 27 年 5 月に左
大腿骨転子部骨折を呈し、自宅退院後の平成
27 年 8 月に右大腿骨転子部骨折を再受傷さ
れた 90 代女性。入院前 ADL は、自宅にて
トイレ動作見守りであり、今後の方向性は施
設入所予定であった。今回、トイレ動作に着
目し理学療法を行い、転倒リスク軽減に寄与
できたためここに報告する。

【理学療法評価～経過】初期評価では、疼痛、
股・膝・足関節可動域制限および体幹・下肢
筋力低下が著明であった。トイレ動作の阻害
因子は、疼痛、体幹・両下肢の筋力低下、股・
膝・足関節の関節可動域制限、静的・動的バ
ランス能力の低下を認めた。それに対する理
学療法として、アライメント調整による疼痛
の誘発軽減、筋力の協調性向上による立位静
的バランスの改善、足関節戦略をだすために
立位支持基底面内での重心移動練習を実施
した。同時にトイレ動作（起立・着座・方向
転換・立位での上肢操作）練習および移動手
段の獲得のため歩行器歩行練習を実施した。

【最終評価】術創部、動作時の股関節周囲の
疼痛消失し、術後 2 週間で歩行器歩行、術後
3 週でフリーハンド立位での下衣更衣動作可
能となった。しかし、フリーハンドでのス
テップでは転倒リスクが残存し、認知機能の
低下により場所や方角等の記憶や認識がで
きない状態であり、トイレ動作は見守りレベ
ルとなった。

【考察・まとめ】立位バランス向上により転
倒リスクが軽減した。ADL 拡大に伴う転倒
リスクの増大に対しては、危険因子を排する
ための環境設定を行なった。トイレ動作が見
守りとなることで、当院退院後も ADL 動作
を通して全身の廃用予防や立位バランスの
賦活につながったと考える。

演題 リハビリテーション
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左人工膝関節全置換術を施行し、膝屈
曲可動域の獲得を目指した症例

○林　里香、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】本症例は、当院にて両側変形性
膝関節症と診断され、左人工膝関節全置換術
を施行した 70 代女性。HOPE は職場復帰で
あり、自転車で営業職をされていたため、膝
屈曲可動域の改善が必須であった。今回、左
膝関節可動域に着目して理学療法を行ない、
自主練習指導や病棟の協力を得た結果、自転
車乗車に必要な可動域を獲得し、職場復帰に
至ったためここに報告する。

【初期評価・経過】術後翌日の左膝可動域は、
伸展 0°まで可能も、屈曲 80°であり、患部
の疼痛・炎症所見が著明であった。可動域制
限の原因として、疼痛や腫脹、膝周囲の軟部
組織の柔軟性低下および内側広筋の過緊張
等があげられた。これらの原因に対し理学療
法を行うと共に、病棟に Icing や下肢挙上位
でのポジショニング、CPM の使用を依頼し
た。また本症例に自主練習として、マッサー
ジ・ストレッチ・筋力増強運動を 1 日 2 回行
なって頂くよう指導した。

【最終評価】腫脹・熱感の軽減、膝周囲の軟
部組織の柔軟性が改善し、術後 17 日目に左
膝屈曲 120°を獲得した。術後 19 日目で自宅
退院、その後外来にて週 2 回の理学療法を継
続し、可動域の維持を図ると共に、自転車乗
車時の動作を指導した。術後 39 日目で自転
車乗車が可能となった。

【考察】膝周囲の軟部組織の柔軟性および内
側広筋の過緊張の改善により、屈曲時の疼痛
が軽減することで可動域の改善へつながっ
た。更に本症例や病棟の協力を得ることで、
炎症反応を早期に抑制し、可動域の改善に
至ったと考える。その結果、自転車乗車が可
能となり、職場復帰へつなげることができ
た。可動域の改善を図るためには、理学療法
と併用し自主練習指導や病棟の協力を得る
ことが重要である。

坐骨神経症状に足浴を行い足部機能が
改善した一症例

○山田真嗣、石黒明人、碓井　篤、
　浦田康平、宮城春秀、岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】足浴は全身浴・半身浴に比べ、
心臓への負担が小さく、着衣のまま可能であ
り比較的場所を選ばない利点がある。温熱の
生理学的な影響は循環改善や鎮痛効果、神
経・筋系への効果、軟部組織に伸張性作用が
ある。足浴は糖尿病患者のフットケアで浮腫
の緩和や末梢神経障害に効果があると報告
されているが、坐骨神経など神経症状に関す
る報告は少ない。今回、坐骨神経麻痺のある
患者に足浴を追加して実施したところ足部
機能に改善が見られたため報告する。

【症例紹介】2004 年 A 病院で両側性特発性大
腿骨頭壊死の診断された 40 代男性。2014 年
5 月に左大腿骨人工骨頭全置換術を施行後、
坐骨神経麻痺を生じ、リハビリテーションを
実施する。7 月に屋内・屋外ロフストランド
杖自立となり自宅退院した。しかし、坐骨神
経麻痺の影響で立位・歩行障害となり 8 月に
当院外来にて理学療法開始となる。

【理学療法評価】訓練前　足関節可動域：0°、
片脚立位：平均 5.35 秒、Time up go Test：
平 均 10.55 秒（14 歩 ）、10M 歩 行： 平 均
10.14 秒（17 歩）であった。訓練前に足浴を
39℃± 1℃に設定し、石鹸を使用して 10 分
実施しその後、可動域・立ち上がり・立位重
心移動・歩行を行なった。訓練後　足関節可
動 域：5 °、 片 脚 立 位： 平 均 14.51 秒、Time 
up go Test：平均 9.39 秒（12 歩）、10M 歩行：
平均 8.13 秒（15 歩）であった。

【考察】訓練前に足浴を追加した結果、温熱
効果が得られ軟部組織の伸張性向上による
可動域の拡大と循環が改善し神経症状や浮
腫の軽減により、足底の感覚が認識しやすい
身体環境になった。結果バランス・歩行と
いった能力面での改善が得られたと考える。
足浴は坐骨神経麻痺に理学療法訓練前に行
なうことで、より訓練効果が得られやすくな
ることが示唆された。

演題 リハビリテーション
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院内デイケア活用により BPSD が改
善した一症例

○岩崎彩芽、佐藤雅晃、松久恵介、
　江村　編

南多摩病院

【はじめに】右中大脳動脈血栓症にて入院さ
れた認知症を伴った症例に対し、当院で行な
われている院内デイケア（以下、デイ）への
参加促しにより BPSD の一部に改善が認め
られたため、ここに報告する。 

【症例】90 歳代女性、右中大脳動脈血栓症の
ため当院に入院した。軽度の構音障害の他は
著明な身体機能障害は認めなかった。既往に
アルツハイマー型認知症があり、入院時に
不 穏 症 状 が み ら れ た。HDS-R8/30 点、NM
スケール 17/50 点であった。社交性があり、
お話し好きで、昔から歌唱が好きであった。

【経過】介入当初から不穏症状がみられたた
め、デイへの参加を促した。当初は表情が暗
く抑うつ傾向であった。OT はデイの歌唱プ
ログラム中やトーク場面で本人に積極的に
話題を提供し、本人の好きな活動の中で注目
を浴びるよう対応した。徐々に不穏行動が
減少し、介入約 2 週目に不穏行動は消失し
た。約 2 ヶ月間の入院後、回復期病院へ転院
した。退院時は HDS-R11/30 点、NM スケー
ル 27/50 点となった。

【考察】話すこと、歌うことが好きだった症
例は構音障害を呈し、上手く話せないことが
抑うつの原因となっていた。抑うつによる活
動量の低下、昼夜逆転等の生活リズムの崩れ
もみられ、長期臥床による廃用症候群を引き
起こしていた。本人の好きな活動を集団の中
で活用することで、本人ができることの認識
につながり、心理面に変化を与えることがで
きた。徐々に自発的な離床や他者との関わり
が増え、社会性の維持につながった。また、
習慣的にデイに参加することで生活リズム
作りの基盤となった。

【まとめ】本症例を通し、急性期より集団活
動を活用することは精神機能の安定を図る
ことができ、BPSD の改善につながると思わ
れ、早期退院の一助となることが確認でき
た。

キャッスルマン病のリハビリテーショ
ンの経験

○深澤　敦、新倉圭一郎、髙橋宣成

多摩北部医療センター

【はじめに】キャッスルマン病とは IL-6 の過
剰分泌により発熱、貧血などが引き起こされ
る血液疾患である。当科では初めての症例で
あり、文献的にもリハビリテーションの報告
は少ない。

【説明と同意】発表にあたり本人とその家族
に主旨を説明し、同意を得た。

【症例紹介】
　60 歳代女性。夫と二人暮らし。病前 ADL
は自立し、大学の教員の仕事をしていた。現
病歴：平成 27 年 4 月発症し、他院で加療。
8 月当院に加療およびリハビリ目的で入院と
なった。

【 評 価 】MMT：（Rt/Lt） 上 肢 4/3 体 幹 2 下
肢 2/2　感覚：上肢 軽度鈍麻、下肢 中等度
鈍麻。基本動作：寝返りおよび起き上がりは
一部介助、立ち上がり・移乗動作は全介助。
立位保持は支持物に頼り、前傾姿勢で股関節
屈曲・膝関節伸展ロッキング。ADL：トイレ
動作は監視、入浴および移乗動作は全介助。

【経過】＜ positive ＞足底の mobilization に
より触覚と圧覚を入力後、床反力が得られや
すくなり、足部から股関節が連結されハム
ストリングス等の筋群の収縮が増加。股関
節屈曲と膝のロッキングが減少し、車いす・
トイレ移乗動作の介助量軽減となった。＜
negative ＞ CRP0.11 → 2.3　体重増加、胸腹
水の再貯留、発熱によりキャッスルマン病の
再燃と診断され元病院に再転院となった。

【考察】本症例の機能障害の主要因はキャッ
スルマン病自体よりも治療に伴う廃用症候
群及び末梢神経障害と考えられた。下肢優
位の筋力低下が著明であり、介助量が多かっ
た。リハ介入により筋力の改善が乏しいなが
ら立ち上がり・移乗動作が改善した。足底の
メカノレセプターに感覚入力が有用であっ
たと考えられる。

演題 リハビリテーション
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心臓リハビリテーションチーム再編が
再入院回避につながった１例

○山田健嗣、倉田考徳、山村悠二、
　樋口隼介、高山久美子、今吉　慶、
　杉安愛子、中嶋直久、関　裕

南多摩病院

【はじめに】当院では 2012 年より理学療法士、
看護師、管理栄養士による心臓リハビリテー
ション（心リハチーム）が発足し、当初は理
学療法士による運動療法、看護師、管理栄養
士による生活習慣改善指導はそれぞれ個別
に実施されていたが、2014 年より医師を中
心とした組織的なチームに再編成された。そ
の活動が重症低左心機能患者の再入院回避
につながった例を経験したので報告する。

【症例】49 歳男性。呼吸苦を主訴に来院。重
症心不全の診断で入院。

【患者背景】母親と二人暮らし、自宅に引き
こもりがちで食事は主に市販弁当、炭酸飲料
で生活していた。

【経過】入院中は心リハチームが組織化され
ておらず理学療法士による運動療法が中心
であったため、運動耐容能改善、運動習慣へ
の意識改善は顕著であり、退院後の外来リハ
ビリへも意欲的に取り組む姿勢をみせてい
た。しかし、食習慣への意識改善は乏しく退
院から初回の外来リハ時に体重増加、心不
全増悪が認められた。この時期に心リハチー
ムが組織化されたため、早期に問題点を共有
し、医師、栄養士による生活習慣改善指導を
行なうことができた。指導 1 ヵ月後には心不
全は軽快し、再入院を回避した。

【考察】入院中はそれぞれの職種が個々にア
プローチすることに終始していた。患者が外
来通院という医療スタッフと接触頻度が少
なくなる状況下で心リハチームでの情報共
有、連携を行なう事で迅速な対応を可能に
し、状態改善、再入院の回避につながったと
考えられる。また、多様化する心不全患者の
患者背景に対応するためにも心リハチーム
により多くの職種の参加が必要であると考
えられる。

他職種と連携し自宅復帰を目指した症例

○小田舞香、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】本症例は自宅内で転倒、その後
体動困難から肺炎を発症し、当院入院となっ
た 80 代女性である。基本動作、ADL 動作は
全介助であり、本症例と御家族は在宅療養を
希望していた。今回、御家族と医療スタッフ
が連携することで在宅療養生活の継続が可
能となったためここに報告する。

【理学療法評価／経過】8 病日より PT 開始、
初期は四肢の筋緊張が高く、筋力、関節可動
域低下を認め基本動作全介助であった。また
嚥下機能低下、栄養状態不良であり、14 病
日に CV ポート造設し栄養手段は中心静脈栄
養となった。端座位は重度の円背のため後方
へ倒れ易く、ベッド上座位、車椅子座位は保
持可能だが易疲労性を認めていた。ST によ
る嚥下評価のもと車椅子シーティングにて
食事時の良姿勢設定、ベッド上ポジショニン
グを実施し、褥瘡、拘縮の予防を図った。

【最終評価】病棟との連携により離床時間の
延長を促したところ、車椅子座位の耐久性が
向上し、楽しみレベルでとろみ食の食事動作
自立となった。本症例と御家族の希望である
在宅復帰にあたり、御家族に対してベッド上
ポジショニング、他職種より食形態、バルー
ンカテーテル、吸引、中心静脈栄養の管理を
指導し、42 病日に在宅復帰をはたした。

【考察まとめ】四肢筋力、関節可動域の拡大、
ポジショニングにて過緊張が緩和し、四肢の
運動性が向上した。また病棟と連携し、離床
時間の延長を確保することで、車椅子座位保
持時間が延長した。これによりギャッジアッ
プ座位、車椅子座位での耐久性向上、食事動
作自立、円滑性向上が図れ、QOL の向上に
つながったと考える。在宅療養生活の継続
と QOL の向上には、本症例を中心に御家族、
医療スタッフの連携が重要であると再認識
された。

演題 リハビリテーション
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脳血管障害により摂食嚥下障害を呈し
た超高齢者の一例

○渡辺香菜、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】脳血管障害により摂食嚥下障害
を呈した超高齢者に対して他職種と連携し
た介入を行なった。その結果、改善がみられ
た一例を経験したので報告する。

【症例】90 代女性。現病歴：x 月 y 日発話な
く体動困難となったため、当院へ緊急搬送さ
れた。頭部 CT にて左被殻から放線冠の脳梗
塞と診断され、保存的加療を行なった。

【経過】介入当初、意識障害があり、経口摂
取困難であった。刺激入力により徐々に覚醒
状態が安定し 10 病日目に言語聴覚士（以下、
ST) でゼリーを用いた直接訓練を開始した。
失行により自己摂取困難であったが、12 病
日目には全介助にてペースト食を開始した。
しかし、口腔器官の麻痺、アパシー、認知機
能低下による食欲不振もあったため経口で
十分な栄養摂取は困難であった。
　18 病日目、回復期へ転棟し、他職種との
連携に力を入れ介入を行なった。症例は転棟
後も進んで食事をする様子なく摂取量、摂取
時間共に浮動的であった。内服薬に味覚障
害、食欲不振の副作用がないことを薬剤師に
確認し、看護師や介護士に食事の介助や見守
りを依頼した。また、認知機能向上のため生
活リズム構築や病棟アクティビティーへの
参加を提案した。甘味物にしか手をつけない
傾向があったため、エネルギー確保を目的
に、管理栄養士と連携し、間食導入など食事
内容の工夫を行なった。ST では間接訓練や
高次脳機能訓練を行なった。その結果、自己
摂取可能となり食事形態は軟飯・軟菜一口
大・とろみ付き水分で 3 食経口摂取での退院
となった。

【考察】高齢者の摂食嚥下障害は加齢による
機能低下もあり、改善が難しいことが予想さ
れる。しかし、今回他職種と連携したことに
より全般的な機能改善がみられ経口摂取可
能となったと考えられる。

非 麻 痺 側 へ の 重 点 的 な 介 入 で 、
Pushing が改善した症例

〇武田沙知

永生病院

【はじめに】症例は右内頚動脈閉塞による脳
梗塞で左片麻痺を呈した 60 代男性。29 病日
で当院回復期病棟転院、ブルンストロームス
テージ上肢Ⅲ下肢Ⅲ、感覚重度鈍麻。Scale 
for Contraversive Pushing（以下、SCP）5.75/6
点で Pushing を呈し、歩行全介助。麻痺側中
心に介入し、154 病日で SCP4/6 点、Pushing
残 存 、 4点 杖 使 用 で 歩 行 軽 介 助 、自 力 歩 行
0m。155 病日から 20 日間、非麻痺側へ重点的
に介入した結果を報告する。

【 方 法 】175 病 日 に Pushing の 程 度 を SCP、
バランスを Berg Balance Scale（以下、BBS）、
歩容で効果を検証した。

【結果】SCP は 4 → 0/6 点、BBS は 21 → 27 点、
4 点杖使用し、最長 10m 自力歩行可能となっ
た。

【考察】154 病日では立位・歩行中において、
非麻痺側股関節や肩甲帯の定型的な運動パ
ターンを認めた。これらの運動パターンは麻
痺側支持性不足を補う代償で、Pushing につ
ながると考えた。起居練習など運動に合わせ
た非麻痺側の活動を求めた結果、非麻痺側支
持での運動パターンに変化を認めた。また、
SCP の数値上では Pushing は消失した。よっ
て、本症例の Pushing は非麻痺側の獲得さ
れた定型的な運動パターンが一因であった
と考える。

【まとめ】片麻痺患者への治療において両側
への介入は重要である。麻痺側の重度な機能
障害を持つ場合、非麻痺側における運動パ
ターンは重要と考える。特に本症例では、非
麻痺側の運動パターンに変化が生まれたこ
とで、新たな運動学習により、立位バランス
向上と歩行介助量軽減につながったと考え
る。

演題 リハビリテーション



90

小脳梗塞により体幹失調を呈した症例
〜座位バランスへの介入〜

○中村将宏、石黒明人、碓井　篤、
　浦田康平、宮城春秀、岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】今回、出血性小脳梗塞により、
体幹失調を呈した症例を経験し、早期に理学
療法を行い座位バランス改善に向けた介入
を検討したので報告する。

【症例紹介】本症例は、53 歳男性で平成 27
年 8 月 8 日に出血性小脳梗塞を発症し、当院
へ入院し、治療開始となる｡ 　

【理学療法評価と訓練経過】発症 2 日目に理
学療法開始となった。JCS10 で眼振あり、運
動麻痺はないが躯幹失調試験は stage Ⅳ、感
覚障害は深部感覚が中等度鈍麻であった。座
位保持は困難であった。初期は血圧が不安定
であり、臥位での訓練を中心に実施し、血圧
の確認をしながら座位訓練へと移行した。発
症 7 日目には、JCS １で眼振あり、座位保持
は上肢支持で可能だが、左へ傾きバランスは
不安定であった。血圧は安定してきたため座
位訓練を実施したが、易疲労であり、訓練時
間の大半は臥位で体幹の筋力強化訓練を中
心に実施した。発症 15 日目まで筋力強化訓
練を実施したが、座位保持能力の改善を得ら
れなかった。しかし、持久性の改善は得られ、
座位バランス訓練への移行を検討した。座位
バランス訓練は、床面から空間へとリーチ動
作を段階的に行ない、姿勢制御が可能な位置
と不可能な位置へ反復させた。そして、PT
は徒手で深部感覚の補正をするために床面
への表在感覚の刺激を入力し、リーチする位
置を提示させ視覚の認識を図った。発症 22
日目には、JCS0 で眼振は軽減し、躯幹失調
試験は stage Ⅲ、感覚障害は深部感覚が中等
度鈍麻であった。座位保持は支持なしで可能
となった。

【考察】本症例に対し、座位バランス訓練で
リーチ課題を段階的に設定し、体性感覚と
視覚の補正を行ない、課題の達成度をフィー
ドバックさせたことが、座位バランス改善に
至ったと考える。

回復期における脳卒中片麻痺患者の歩
行獲得を目指して

○齋藤壮太、青山　薫、工藤摂子

東京さくら病院

【はじめに】回復期リハビリテーション病
棟では在宅復帰を目標としてリハビリテー
ション（以下、リハビリ）を提供する。今回、

「しっかり歩きたい」という主訴を持つ 1 症
例に、在宅復帰を目標として初期評価から機
能・認知面・基本動作・予後予測含め歩行に
着目し、リハビリを行なったので報告する。

【症例】60 歳後半の女性、発症から 1 か月経
過した脳梗塞（左放線冠）による右片麻痺で
ある。評価では感覚軽度鈍麻、著明な関節可
動域制限や下肢の変形もなく、歩行は平行棒
で往復見守りレベルだった。問題点は運動
麻痺（下肢 Br．Stage Ⅳ）および筋力低下、
高次脳機能障害（注意、失語、遂行機能）に
よる運動学習の低下などであった。また、予
後予測は入院期間中に T 字杖＋装具で歩行
可能だが、自立になるかは境界線上と予測で
きた。本人の主訴、評価、予後予測からゴー
ル設定を T 字杖＋装具使用し、屋内日中歩
行自立とした。

【結果】退院時は T 字杖使用の屋内日中歩行
自立、夜間見守り、屋外は T 字杖＋装具使
用して見守りとなった。

【考察】①歩行獲得の 1 要因として感覚があ
げられた。足底からの荷重感覚フィードバッ
クが運動学習に重要な役割を担ったと考え
られた。②予後予測因子では年齢と運動麻痺
が歩行自立を予測していたが、結果として夜
間・屋外は見守りが外せず、確実な予測では
なかった。見守りが外せない要因として運
動麻痺の回復に時間がかかったことや体幹・
両下肢筋力の低下、振り出し時のつまずき、
動作理解能力低下、環境適応能力低下などが
考えられた。③歩行には影響を与える因子が
多くあり、また症例によって多様性があるた
め、予測は参考にできるが 1 症例の可能性を
引き出すことが必要だと考えられた。

演題  リハビリテーション
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急性期病院における肺炎患者に対する早
期リハビリテーションへの取り組み

○井出　大、大淵康裕、松久恵介、
　佐藤雅晃

南多摩病院

【はじめに】当院は東京都八王子市にある急
性期病院（一般病棟 170 床）である。当院
では自宅、施設より肺炎にて救急搬送される
場合も多く、安静による廃用症候群の進行例
が多い問題を抱えていた。そのためリハ早期
介入、早期離床を促進する対策を平成 26 年
度より講じた。ここに得られた効果について
報告する。

【対象と方法】対象は平成 25 年度、26 年度
に当院の肺炎入院患者で、平成 25 年度（以下、
25 年度）92 名、平成 26 年度（以下、26 年度）
223 名（死亡例は除外）。方法は 26 年度より
開始した病棟担当制強化、日曜日介入や土曜
日祝祭日出勤者増と医師、看護師との情報共
有強化の効果を以下の項目から検討した。
　1）平均年齢　2）入院日からリハ開始日ま
での期間（以下、リハ未処方期間）　3）在
院日数　4）在院日数とリハを実施日数の割
合（以下、リハ実施率）の平均値　5）在宅
復帰率

【 結 果 】 対 象 患 者 の 平 均 年 齢 は 25 年 度 が
83.6 歳、26 年度が 82.5 歳。リハ未処方期間
は 25 年度が 6.9 日、26 年度では 4.1 日。在
院日数は 25 年度が 46.4 日、26 年度は 29.8 日。
リハ実施率は 25 年度が 56.03％、26 年度が
69.02％。在宅復帰率は 25 年度が 58.5%、26
年度が 64.7％。

【考察とまとめ】今回の結果から、病棟担当
制強化や医師、看護師との情報共有強化等の
対策により、リハ未処方期間の短縮（p ＜ .05）
とリハ実施率の向上（p ＜ .001）が認められ
たと推察される。在院日数の短縮は平成 26
年度より DPC 対象病院となった影響が大き
いものと考えられた。

急性期における院内デイケアの効果

○羽生樹理、佐藤雅晃、長谷川好子、
　高尾　恵、岩崎彩芽、小原えり

南多摩病院

【はじめに】急性期においては、治療の妨げ
とならないよう切迫的に行動制限を余儀な
くされるケースも少なくない。そこで当院で
は 2013 年度より院内デイケアを実施してい
る。今回、その取り組みの紹介と効果につい
て以下に報告する。

【取り組み】目的は、行動制限に伴う廃用症
候群の予防、ADL の改善である。内科病棟
にて 12 時 45 分から 45 分間、車いす離床が
可能となった患者様を対象に、体操や作品制
作を中心に活動している。

【対象と方法】2013 年 4 月からの 1 年間に内
科病棟に入院し、リハビリテーションが処方
された 236 名の内、最も多い肺炎関連疾患に
より廃用症候群の診断のついた 67 名を対象
に院内デイケアに参加した群 39 名（平均年
齢：83.1 ± 7.8 歳、男女比：男性 27 人女性
12 人）と参加しなかった群 28 名（平均年齢：
84.3 ± 7.5 歳、男女比：男性 14 人女性 14 人）
にて離床時間の改善時間と BI の改善点を比
較検討した。検定には、Mann-Whitney の U
検定を用いた。

【 結 果 】2 群 間 に て 離 床 時 間 の 改 善 時 間
（P<0.05）にて有意差が認められた。BI にお
ける改善点の平均は、参加した群 23.71 点、
参加しなかった群 15 点であったが、2 群間
での有意差は認められなかった。

【考察】今回の結果から院内デイケアが離床
時間を改善させる役割の一端を担っている
可能性が示唆された。しかし、ADL の改善
につながる結果は得られなかった。島田らの
調査では「長時間の離床と良好な日常生活動
作能力とは密接に関連している」、上田は「高
齢者の全身的な廃用症候群を防ぐには活動
時間を 4 時間以上とる必要がある」と述べて
いる。今後も離床時間の拡大を図り廃用症候
群の予防、ADL の改善のために調査をすす
めていく。

演題 リハビリテーション
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認知症専門フロアでの新たな取り組み

○大野加恵、外山幸子、青羽知美、
　薬師寺明良

介護老人保健施設　メディケアイースト
（多摩リハビリテーション病院）

【はじめに】平成 27 年度の介護報酬改定後
も「認知症短期集中リハビリテーション実施
加算」の加算対象や内容は継続されており、
介護老人保健施設での認知症リハビリに対
しての期待が高い様子が伺える。当施設の認
知症専門フロアでは日常生活場面に即した
リハビリやレクリエーション等を中心に取
り組んでいるが、新たに小集団アプローチの
試みを考え、「脳活性化リハビリテーション」
に着目し導入した。今回はその試みへの経過
を報告する。

【方法】対象は認知症専門フロア入所者 50 名。
脳活性化リハビリ 5 原則（快・会話・役割・
褒める・成功体験）を意識した小集団（3 ～
10 名）で週 1 回以上 20 ～ 30 分程度（回想
法・歌・手芸・ゲーム等）介護スタッフによ
るアプローチを実施。3 ヶ月間の変化の指標
は MMSE や介護スタッフへのアンケートを
行なった。

【経過】リハスタッフより介護スタッフへ導
入したが、プログラム構成を難しく感じるス
タッフもいた。5 原則を組み込んだプログラ
ム作りの提案や、日々の担当を一緒に考える
ことで意識を高め、ほぼ毎日の実施が可能と
なる。

【結果・考察】導入前の MMSE は平均得点
10.8、およそ 3 か月後には 12.6 となり認知
症進行予防に効果があることがわかった。ま
たアンケート結果では「利用者の表情が明る
くなった」「利用者との発話が増えた」など
の前向きな意見も聞かれた。これは介護ス
タッフの変化により日々のケアに 5 原則を取
り組む意識が芽生えたからではないだろう
か。

【まとめ】今回の結果から介護スタッフが介
入することにより、認知症があっても楽しく
過ごせる環境作りをフロア全体で取り組む
ことができた。今後も利用者へサービス提供
を継続したい。

当外来における高次脳機能障害者への
就労支援

〇上本茉生子、江村俊平、平野　彩、
　岩谷清一

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】当外来では平成 22 年より約 5 年
間、高次脳機能障害者の就労支援を主目的と
した小集団プログラム、「丸八工房」を実施
している。今回は具体的な取り組みを事例を
加えて報告する。

【活動内容】対象は高次脳機能障害の診断を
受け、就労・社会復帰の意思を有する当外来
通院者である。年齢は 65 歳未満で、失語症
は軽度としている。半年を 1 クールとして毎
週土曜 9 時～ 12 時に実施。内容はメモリー
ノート、作業活動、グループワークを軸とし
ている。

【活動結果】現在までの参加者は 19 名。平
均年齢 46 歳、平均経過 2.7 年、脳外傷 5 名、
脳血管疾患 14 名、男女比 16：3 である。現
在の障害福祉サービスの利用状況は就労移
行支援 2 名、就労継続 B 型 3 名、自立訓練 1
名、生活介護 3 名である。そして 3 名が再就
労、2 名が復職となった。

【事例紹介】A 氏、20 代男性。くも膜下出血
による右片麻痺と高次脳機能障害。再就労を
目標に通院していたが、病識の低下がみられ
現実検討が困難であった。

【事例経過】通院当初 A 氏と家族は障害福祉
サービスの利用に抵抗感を示した。しかし、
丸八工房の参加者やその家族と話をする中
で、再就労への段階付けが理解された。そし
て当外来セラピストと市の障害者支援セン
ターで連携をとり、家族も含めて面談を重ね
てサービス内容を検討した。その後は通い
の自立のために市のボランティアセンター
に交通機関の練習を依頼した。各機関には A
氏の症状や予測されるリスク等の情報提供
書を配布した。現在 A 氏は週 2 回障害福祉
サービスを利用している。

【まとめ】今回の事例のように集団でのコ
ミュニケーション、他機関との連携、家族へ
のフォローアップは就労支援をする上で有
効と考える。

演題 リハビリテーション
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当院におけるリハビリスタッフ気管内
吸引認定制度の振り返り

○倉田考徳

南多摩病院

【背景】平成 22 年 4 月厚生労働省の通知に
より、理学療法士及び作業療法士法、言語聴
覚士法の解釈が変更され、リハスタッフの気
管内吸引が合法化された。
　また、その内容には「医療機関等において
必要な教育・研修等を受けた理学療法士等が
実施することとする」とされており、卒後教
育が義務付けられている。

【当院での取り組み】平成 25 年 5 月より卒
後教育の一環としてリハスタッフの気管内
吸引認定制度を導入した。
　規定の講義を受講し、実技試験合格にて認
定を受ければ、気管内吸引の実施が許可され
る取り組みを開始した。

【目的】認定制度の運用開始から 2 年が経過
した。今回、アンケート調査を実施し、制度
の内容について考察し、今後の課題を検討し
た。

【対象と方法】対象は認定制度に参加したリ
ハスタッフ、方法は多肢選択式および自由記
述式のアンケートを作成し、無記名での回答
を求め、得られた結果を集計した。

【結果】全ての参加者から良かったという回
答が得られ、患者の苦痛軽減・業務範囲の拡
大につながったという意見が得られたが、一
方で多くのスタッフが吸引における危険を
感じていることも明らかになった。

【考察】認定制度参加には満足しているが、
数回の講義と実技練習だけでは十分な吸引
行為が実施できるまでに教育できていない
ことが示唆された。技術不足や経験不足を補
うことができないことが浮き彫りとなった。

【今後の課題】今後はリハスタッフが吸引行
為で危険を感じる場面が少なくなるよう、認
定前の実技練習を増やしたり、認定後もフォ
ローアップの練習会を開催するなど、技術不
足の解消に努めたい。

慢性腰痛をもつ看護・介護職員に対し
ての運動療法などの取り組み

○地口麻衣、清田有希、星麻奈美、
　坂口泰之、立花　亮、鏑木真帆子、
　猪狩大嗣

東京さくら病院

【はじめに】病院職員、特に看護・介護職員
は腰痛の発生率が高く、就業を妨げる一因と
なっている。当院職員へのアンケート調査か
ら 60％の職員が腰痛を有していた。そこで
今回、慢性腰痛緩和と QOL 改善を目的に、
理学療法士（以下、PT）が自主トレーニン
グを中心とした運動・動作指導を行なった。

【方法】3 カ月以上慢性腰痛が続いている当
院職員 16 名を以下の 3 群にわけた。評価に
基づき PT が個別に評価・プログラム立案・
指導した群（A 群）、既存の腰痛体操を指導
した群（B 群）、コントロール群（C 群）と
した。評価は VAS および JOABPEQ（日本
整形外科学会発）を用いた。統計は Mann-
Whitney の U 検定等を用いた。

【結果】VAS、JOABPEQ は疼痛、心理的障
害の項目で、A 群の改善が大きかった。社会
的障害の項目は A 群、B 群共に同程度の改
善となった。C 群と比べると全項目で A 群・
B 群の改善の方が大きかった。

【考察】A 群の改善の結果は、PT が被験者に
合わせた運動プログラムを組むことで、より
原因部に介入でき、また個々の症例に対し積
極的にアプローチができたことで、心理面の
改善につながったものと考えられる。しか
し、業務上の都合により、腰部に負担の多い
動作を行なってしまう場面が多く、働きやす
さにつながらなかったと考える。

【まとめ】運動介入したほとんどの職員にお
いて腰痛改善がみられたが、取り組みに参加
した職員は、当院の看護・介護職員の 1 割に
とどまった。今後の課題として、今回参加で
きなかった腰痛のある職員の働きにくさを
改善するためにも、多忙な職員が運動を実
施・継続できるような取り組みと、より当院
職員の問題に合わせた個別での評価・運動・
動作指導を行なっていくべきだと感じた。

演題 リハビリテーション
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リハビリテーション職員のストレス調査
〜管理職と一般職の比較〜

○宮城春秀、永井淳一、岩原信一郎、
　矢野正雄、猪口正孝

南町田病院

【目的】当法人は、急性期病棟と回復期リハ
ビリテーション病棟があり、訪問看護ステー
ションを併設し、急性期医療から在宅と幅広
い診療を行なっている｡ リハビリテーション
の職員数も 150 名に増え、管理者としては、
働きやすい職場環境を作るために職員のス
トレスに対する対応が必要で、人事管理や健
康管理をする上で重要と考えている。
　今回、職業性ストレス調査票を用いて、リ
ハビリテーション科の管理職と一般職を比
較検討した。

【方法】当法人リハビリテーション科職員
139 名を対象に職業性ストレス簡易調査票を
使用し、自己記入式調査を行なった。期間は
H27 年 5/1 ～ 12 日に実施し、調査結果を管
理職と一般職に分けて比較検討した。統計処
理は、χ 2 検定を行ない有意水準は P 値＜
0.05 とした。

【 結 果 】　 管 理 職 16 名： 年 齢 33.9 ± 3.6 歳、
職種経験 11.1 ± 3.4 年、管理経験 2.3 ± 2.2 年
　一般職 111 名：年齢 28.2 ± 5 歳、職種経
験 4.5 ± 3.5 年、病院経験 594 ± 637.9 日
　一般職は、「心理的な仕事の負担 ( 量 )」「心
理的な仕事の負担（質）」「自覚的な身体負担」
の項目でストレス因子が高い。(p<0.05)
　管理職は、「仕事の適正度」「働きがい」の
項目でストレス因子が高く、「上司からのサ
ポート」「同僚からのサポート」「家族・友人
からのサポート」「仕事や生活の満足度」の
ストレスに影響を与える項目で低い結果と
なった。(p<0.05)
 【考察】当法人の管理職と一般職のストレス
原因は異なり、ストレス対策も違う。管理職
は、管理経験年数も少ないこともあり、管理
業務にストレスを抱える傾向であった。この
結果、管理職の支援する体制づくりや研修の
開催、また定期的なストレス評価や教育等を
行なう必要がある。

区南部地域における介護支援専門員へ
の研修会を通した多職種連携の推進

○菊池謙一、小磯　寛、尾花正義

荏原病院

【はじめに】当院は、区南部地域のリハビリ
テーション支援センターに指定されており、
地域の医療従事者を対象に、研修会の開催な
どを行なっている。その中で、療法士と介護
支援専門員との連携を向上する目的で、平成
24 年～ 26 年度の 3 年間にわたり、地域の介
護支援専門員に向け研修会を行なってきた。
研修内容は、「脳卒中」「廃用症候群」「摂食・
嚥下障害」のリハビリテーション（以下、リ
ハ）について東京都の全支援センターにて作
成したテキストをもとに、リハに関わる知
識・技術を提供した。今回は参加者に対する
アンケート調査を行ない、参加者の感想・意
見をまとめたので報告する。

【方法】大田区、品川区それぞれの区域ごと
に介護支援専門員を対象とした研修会を行
ない、研修後にアンケート調査を行なった。
1 年目、2 年目は自由意見を、3 年目につい
ては研修の内容や質についての質問項目を
含めて記載してもらった。

【結果】調査の結果、参加者の 90% 以上から
研修会の内容はわかりやすく、役に立った
という高い評価が得られた。自由意見とし
ては、「通常業務で療法士と連携をとる中で、
リハについての理解不足から、療法士と共通
理解することができなかったが、今回の研修
を通して相互の理解が深められた」、「環境
整備や福祉用具の選定には PT や OT を呼ぶ
ようにしたい」といった意見もあった。

【まとめ】東京都では今後も地域包括ケアシ
ステムの構築に向け、地域の中で多職種がよ
り協力できる体制を築いていく必要性を示
している。そういった中で今回の取り組みは
一定の成果をあげることができた。今後も多
職種間での交流会を継続し、連携をより強固
なものにしていけるよう努力していく。

演題 リハビリテーション



95

当院におけるペースト食の評価・改善
の取り組み

○永井右来子、柏木美和子、浅川沙織、　
　輿水三枝子、高橋博子、大友聡子、
　結城結花

豊島病院

【はじめに】豊島病院は、脳血管疾患医療
を重点医療に掲げている区北西部における
地 域 医 療 支 援 病 院 で あ る。 平 成 21 年 か ら
脳血管疾患患者を中心にペースト食を提供
しているが、その数は年々増加してきてい
る。当院のペースト食は料理の風味を損なわ
ないように増粘剤を使用せずに調製してい
るが、「嚥下調整食分類」のとろみ基準を参
考にペースト食の Line Spread Test（以下、
LST）値による評価、とろみ調製目安表作成
に取り組み、改善したことを報告する。

【方法】現在提供している主食（全粥ミキ
サー）、副食（ペースト食）を簡易とろみ測
定板を使用して LST を算出。また、各種増
粘剤の使用量、溶解性、味を試作評価すると
共に LST を算出し、各種料理に適した増粘
剤や半固形剤について検討した。

【結果】全粥ミキサー（増粘剤使用）は薄い
とろみ（LST37㎜）であり凝集性が不足して
いたため、増粘剤から酵素入り半固形剤へ変
更することとした。副食（ペースト食）23
種の LST は 18 ～ 36㎜であり、LST が 29㎜
以下の 12 種のうち、6 種は肉・魚料理であっ
た。肉・魚料理は凝集性が高いが、口腔内で
のザラツキが残る。そのため、料理に合わせ
て増粘剤を使用することでザラツキは減り、
凝集性はさらに高まった。増粘剤については
数種のうち、現在使用している増粘剤で問題
ないことがわかり継続して使用することと
した。

【考察】「嚥下調製食分類」のとろみ基準を
参考にすることで、ペースト食の形態を数値
化し適正範囲を設定することができた。一律
に増粘剤を添加するのではなく、料理の食材
や調理法に合わせて増粘剤の添加量も調製
していく必要性があることを再確認した。

難渋する下痢症例にペクチン含有濃
厚流動食品「ハイネイーゲル ®」を
用いて奏功した 1 例

〇田邉　薫

永生病院

【はじめに】経腸栄養の合併症には、消化器
系合併症、代謝性合併症、感染症がある。最
も頻度が多いのが消化器系合併症で、悪心嘔
吐・下痢・便秘が代表的だ。
　今回、速度調整や消化態栄養剤への変更、
水溶性食物繊維の投与等にて改善がみられ
なかった水様性下痢を呈する 1 症例に対し、
胃内でゲル化する「ハイネイーゲル ®」を
使用し奏功したので報告する。

【方法】水様性下痢を呈した 1 症例に対し、
エネルギーや投与方法は変更せず、栄養剤を

「ハイネイーゲル ®」へ変更した。1 日 3 回、
300kcal を毎食 1 時間かけて投与を行なった。
上記で不足する水分 300ml は、10 時と 14 時
の 2 回に分けて投与した。

【結果】「ハイネイーゲル ®」使用前は、ブ
リストールスケールにて 6 ～ 7 にあたる泥状
から水様の便が 1 日 3 回程度、多量にみられ
ていた。「ハイネイーゲル ®」へ変更後 2 日
目にはブリストールスケールは 4 ～ 5 へと正
常化した。1 日あたりの回数は 1 ヶ月平均で
1.76 回、1 回量は中等量が最も多くなった。

【考察】
・ペクチンが胃の中の PH によってゲル化し、
腸の通過時間を緩やかにしたことにより、便
性状が変化した。
・ ゲ ル 化 は 胃 の 中 の PH に 依 存 す る た め、
PPI 服用者は不向きとされている。しかし本
症例はランソプラゾール 15mg を 1 錠内服し
ていたが、便性状の改善はみられた。このこ
とから腸管の通過時間を緩やかにする程度
のゲル化は保たれたのではないかと推測さ
れた。
・下痢のため吸収能が低下した本症例には、
たんぱく質がペプチドまで分解された性状
だったことも奏功した要因の 1 つではないか
と推測された。

【まとめ】便性状が改善したことにより、患
者の経管栄養投与時の不快感がなくなり、
QOL 向上につなげることができた。

演題 栄養管理
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LES 食導入による早朝低血糖改善へ
の試み

○宮後十和子

青梅成木台病院

【はじめに】BMI15kg/m2 未満の低体重の精
神疾患患者が、低血糖症状をおこし、摂取エ
ネルギーアップと就寝前に軽食をとる LES
食（Late evening snack）を導入したことに
より、低血糖が改善した症例を経験したので
報告する。

【症例】80 代女性：統合失調症、低血糖を来
す基礎疾患なし。BMI13.3kg/m2
　H23 年 よ り 徐 々 に 体 重 減 少 が み ら れ

（BMI17.1 → 13.3）H26 年、血糖 59mg/dl、低
血糖低体温症状が観察された。摂取エネルギー
1400kcal/ 日 か ら 1800kcal/ 日 へ エ ネ ル ギ ー
アップし経過観察していたが、BS25mg/dl と
中枢神経の症状がでる数値を示すこともあり、
さらなる介入を必要とした。

【方法】20 時の就寝前に軽食をとる LES 食
導入を提案し、就寝中の飢餓状態防止、早朝
低血糖の予防を試みた。栄養素のバランスが
よく、吸収が緩やかである牛乳を用いて経過
観察した。

【結果】LES 食の導入から 4 週間後、早朝血
糖値は 70mg/dl 以上で経過し、低血糖症状
は消失した。また、指や腕の動きが活発とな
り、表情もよく疎通も良好になった。

【考察】LES 食は肝硬変患者の、夜間飢餓対
策として用いられるが、低体重患者も、骨格
筋の減少、臓器蛋白質の減少が考えられる。
体内のグリコーゲンが枯渇し、容易に飢餓状
態に陥っており、LES 食により就寝中の飢餓、
早朝低血糖を予防できたと考えられる。

【まとめ】バルプロ酸服用による副作用とし
て、カルニチン欠乏による非ケトン性低血糖
の出現がある。精神疾患患者にバルプロ酸を
投与することはよくあるが、同様に低体重患
者も多いことより、低血糖のおそれが、さら
に高くなることを念頭におく必要がある。
　低血糖は、致死的な副作用であり、それを
惹起する体重減少を看過してはならない。

NST 発足の経緯と現状の問題点・今
後の展望について

○今堀智紀、海老原　功、三浦邦久、
　西畑総子

江東病院

【はじめに】江東病院（以下、当院）の入
院患者は高齢者が多く、NST 活動は患者の
QOL 向上に欠かせないものといえる。NST
発足後 5 年が経過したことを受け、発足の経
緯や発足当初から現在までの問題点・今後の
展望についてまとめた。

【方法】平成 22 年から平成 27 年に当院で実
施された NST 活動の記録を調査し、その時々
の問題点や対応策を分析した。

【結果】発足当時、NST を立ち上げる病院が
多く、患者の QOL 向上や経済面での成果を
出していた。当院もそれに倣い、医師・看護
師・管理栄養士の有志により NST を発足し
た。当初の問題点として、①対象者が少な
く、在院日数が短いため継続介入が困難　②
スタッフの認知度が低く、多忙な中で頻繁に
集まる事が困難という点があげられ、開催頻
度も週 1 回→月 1 回→隔月へと減少。対策と
して、栄養科主体でラウンドし、必要に応じ
て電子カルテやイントラネットを通して他
職種への報告や相談を行ない、全体への報告
は NST 開催時に行なうこととした。実施か
ら間もなく、カルテを見た医師からの介入依
頼が増え、1 ヵ月の症例数が 1 ～ 2 件→ 5 ～
6 件へと増加。患者訪問頻度も 1 人につき週
1 回～月 1 回→週 2 ～ 3 回へと増加し、より
迅速で細やかな対応が可能となった。今後、
さらに症例数を増やすにはマンパワーの不
足が課題であり、栄養科スタッフの育成や
NST の認知度を上げる活動が重要となる。

【考察】活動を振り返り、開始当初の問題点
やその対策・結果を踏まえて整理すること
で、現在の問題点発見に至った。当院ではマ
ンパワーの不足により NST 加算の算定には
至っていないが、今後は算定も視野に入れて
より具体的な対策を講じ、患者サービスの向
上へとつなげたい。

演題 栄養管理
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入院中から自宅退院後まで、一貫した
栄養管理の事例

〇笹本友里、山口仁美、五十子桂祐

町田病院

【はじめに】高齢者が自宅退院する場合、そ
の後の生活を考慮したサポートが重要とな
る。入院中から退院後まで一貫した栄養管理
を行なうことで、再発や低栄養の予防につな
がる。当院は地域住民の食生活支援の拠点と
なる栄養ケアステーションを設けた。主な活
動である介護保険の居宅療養管理指導によ
る訪問栄養食事指導についての事例を報告
する。

【経過】心不全で入院した 92 歳女性は入院中、
食事形態が常食から塩分制限ありの嚥下食
へ変更となった。退院後は生活保護を受けな
がら自宅独居となる。退院前カンファレンス
時に介護支援専門員、ヘルパーへ現状を報告
し、ケアプランでは毎食ヘルパーが食事準備
に入ることとなった。退院後早急に食事担当
のヘルパーに向け、減塩および嚥下食の調理
方法について訪問栄養食事指導を行なった。
その結果、自宅でも適切な食事が提供される
環境が整った。その後も管理栄養士が月 1 度
訪問し、体重測定や食事摂取状況の確認を継
続している。食欲は増加傾向であり、体重は
4 ヶ月で 33kg から 36kg へ増加。血圧も安
定し、浮腫もみられない。

【考察】入院中から医療相談員と連携し退院
後の生活環境や経済面を考慮することで、患
者に合った食事準備方法や内容を検討する
事ができた事例である。また、訪問時に食事
担当のヘルパー全員に直接指導することで、
具体的な説明ができ、本人の希望や状況につ
いても、共通の認識を持つことができた。

【まとめ】訪問栄養食事指導は在宅患者への
単なる栄養指導だけでなく、入院中から退院
後まで継続した栄養管理を行なう手段とな
る。また、多職種で連携することで、より有
効に活用していくべきだと実感した。

当院における食事摂取方法が日常生活
動作の改善に与える影響

○原田宗典、川井拓朗、染谷亮太、
　正村好臣、米川　舞、宮原英詞、
　下川龍平、宮城春秀、河内葉子、
　齋藤　整

東京リバーサイド病院

【はじめに】栄養状態の改善は、リハビリテー
ションの効果を左右する重要な要因であり、
経口による食事摂取は栄養状態を改善させ、
日常生活動作（以下、ADL という）の改善
につながることが推測される。そこで、当院
入院患者を対象に食事摂取方法が ADL に与
える影響について検証したので報告する。

【対象】対象は、平成 24 年 4 月から平成 27
年 3 月までに当院回復期リハビリテーション
病棟に入院していた脳血管疾患患者とした。
入院中に転棟・転院した患者は除外した。

【方法】対象者を経口摂取群と非経口摂取
群に分類し、それぞれの入院時と退院時の
Functional Independence Measure （ 以 下、
FIM） 運動項目合計点数の改善率を算出し
た。経口摂取群と非経口摂取群のどちらが
FIM 運動項目の改善率がよいかを検証する
ために、対応のない t 検定を施行した。（また、
栄養状態の改善と FIM 運動項目の改善の関
係を検証するため各群の入院時・退院時の血
清アルブミン値と FIM 運動項目の点数の差
を算出し、相関関係を検証した。）有意水準
は 5% とした。

【結果】対象となった脳血管疾患患者は 69
名で、経口摂取群 52 名、非経口摂取群は 17
名であった。経口摂取群の FIM 運動項目の
改善率は、非経口摂取群と比較し有意に増加
していた。また、経口摂取群では退院時の血
清アルブミン値と FIM 運動項目で有意な正
の相関関係がみられた。

【まとめ】経口による食事摂取は ADL 向上に
繋がる可能性が示唆された。今後はリハビリ
スタッフとしての効果的・積極的な介入と、
他部門を含めたより詳細な栄養評価・サポー
トを検討し患者の ADL 向上につなげていき
たい。

演題 栄養管理　リハビリテーション
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発症から入院までの期間と、回復期患
者の ADL 改善の関連

○井上　隼、小林　豊、渡辺　寛

品川リハビリテーション病院

【はじめに】発症後、当院回復期病棟に入院
するまでに要した期間（以下、発症後期間）
と、ADL 改善との関連を検証した。

【対象】2013 年 1 月以降に発症し、2015 年
9 月までに当院回復期病棟を退院した患者の
中で、データベースによる後方視的検討が可
能であった 227 症例。

【方法】発症後期間を 2 週、4 週、6 週、8 週
ごとに区切った 4 群（A 群、B 群、C 群、D
群 ） に 分 け、 入 院 時 Barthel Index（ 以 下、
BI）・退院時 BI・入退院時の BI 差・BI 効率

（BI 差を入院日数で除した値）の代表値につ
い て、Kruskal-Wallis 検 定（ α =0.05） を 用
いて有意差を検定した。

【結果】入院時 BI（A:30.0 ± 23.0、B:35.0 ±
28.1、C:55.0 ± 29.4、D:30.0 ± 29.2） と BI
差（A:37.5 ± 15.1、B:27.5 ± 21.9、C:15.0
± 17.2、D:12.5 ± 25.2）において有意差を
認めたが、退院時 BI（A:77.5 ± 13.4、B:72.5
± 32.7、C:80.0 ± 31.9、D:65.0 ± 37.8） と
BI 効率（A:0.41 ± 0.20、B:0.38 ± 0.30、C:0.29
± 0.31、D:0.27 ± 0.38）には有意差を認め
なかった。

【考察】急性期管理を脱した症例については、
早期から集中的なリハビリを施すことで高い
BI 改善が得られる可能性が示唆された。また、
発症後期間の長いものでは入院時 BI が低値
を示し、入退院時の差も小さい傾向にあった。
発症後期間の長期化は、疾患の重症化や合併
疾患、高齢などの影響による医学的管理の長
期化を反映していると予測され、BI 改善に難
渋したという可能性が示唆された。これら発
症後期間が長期のものでは入退院時 BI 差が小
さい傾向にあり、回復期病棟入院時から退院
時 BI の目安が比較的立てやすいため、早期か
ら退院時の生活を想定した環境設定を図るこ
とが有用であると考えられた。

【 結 語 】 発 症 後 期 間 と ADL 改 善 の 関 連 を、
後方視的に検討した。発症後期間の長短が
ADL 改善と関連し、退院時の ADL 予測に寄
与する可能性が示唆された。

当院回復期リハビリテーション病棟開
設による効果と課題

○碓井　篤、石黒明人、浦田康平、
　宮城春秀、岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】当院は東京都指定 2 次救急医療
機関である。2014 年 7 月に 34 床の回復期リ
ハビリテーション病棟（以下、回復期病棟）
を開設した。大腿骨頚部骨折や脳卒中のリハ
ビリテーション対象患者では、他回復期病院
への転院待ちで入院が長期化するケースが
多かった。自院での転棟が可能になったこと
で、大腿骨頸部骨折・脳卒中患者の急性期病
棟在院日数は短縮したのではないかと考え
た。今回はこの仮説を検証し、回復期病棟開
設の効果や課題を考察した。

【方法】2013 年 7 月～ 2014 年 6 月に当院急
性期病棟を退院した大腿骨頚部骨折患者（以
下、頸部骨折）140 名・脳卒中患者（以下、
脳卒中）245 名と 2014 年 7 月～ 2015 年 6 月
に当院急性期病棟を退院した頚部骨折 129
名・脳卒中 295 名の在院日数を比較した。ま
た、患者 1 名に対しての療法士 1 名あたりの
リハビリテーション介入単位数（以下、介入
単位）、入院時と退院時の Barthel index 得
点差（以下、BI 効果）・年齢も比較し、在院
日数の変化が妥当か検討した。

【結果】頚部骨折は開設前平均在院日数が
28 日であり、開設後は 27.9 日であった。脳
卒 中 は 開 設 前 が 31.0 日 で あ り、 開 設 後 は
31.2 日であった。両患者群とも統計的に有
意差のある数値変化はなかった。また他の
項目の開設前後の平均値は、頸部骨折：介
入 単 位 2.08 → 2.3 単 位、 年 齢 82.0 → 83.7
歳、BI 効 果 20 → 22.1 点、 脳 卒 中： 介 入 単
位 2.01 → 2.31 単位、平均年齢 74 → 73.6 歳、
BI 効果 27.1 → 27.8 点であり、各項目の平均
値は開設前後で統計的に有意差がなかった。

【考察】回復期病棟を開設したが急性期在院
日数は有意差のある変化はなかった。今後、
在院日数の短縮につなげるには院内連携、当
院から他回復期病棟への地域連携、リハビリ
テーションの提供方法を見直す必要がある。

演題 リハビリテーション



99

自己認識の低下に対して気づきを促す
ADL 訓練

○高尾優希

永生病院

【はじめに】脳出血の影響にて自己認識の低
下をもたらし、安全管理の不十分さや数回の
転倒を認める患者を担当した。代償手段の活
用にて自身の問題点や変化に気づくきっか
けを得られたため、その経過を報告する。

【症例紹介】70 代男性。右被殻脳出血を発症
し、2 ヵ月後に当院回復期リハビリテーショ
ン病棟に転院されリハビリ開始。重度片麻痺
を呈し ADL 全般に全介助を要した。特に安
全管理の不十分さや転倒がみられ、ADL 設
定やリハビリの進め方に難渋した。

【経過】高次脳機能評価にて明らかな低下は
なかったが、ADL にて注意の切り替えや同
時処理の困難さ、車椅子上の前滑りがみら
れた。まず、PCRS 評価表を使用し、病識の
程度を図りながら、短期目標として“車椅
子を運転できる”という目標を共有できた。
車椅子駆動練習として、身体機能・ADL 面
を基本として介入しながら、高次脳機能面・
環境面に重きを置いた。具体的には、ブレー
キ忘れや背もたれにもたれすぎてしまう等
不注意があり、代償手段として車椅子駆動の
チェックリストを一緒に作成し、反復練習に
て注意点の強化を行なった。リハビリ時の車
椅子駆動能力向上を図れたが、ADL の汎化
まで至らず、チェックリストの振り返りなし
では安全管理の不十分さが残存した。

【考察】自己認識が低下した方に対して、目
標共有することで、リハビリへの意識をよ
り高めることができた。車椅子駆動のチェッ
クリストの利用にて、自己の問題点や変化に
気づくきっかけになり、リハビリ時の動作能
力向上を図れた。しかし、ADL への汎化ま
では至らず、リハビリ以外の関わりや過ご
し方、重度片麻痺のため身体機能面へのフォ
ローアップが重要であった。

肩関節周囲炎における前腕機能の関連
性（一考察）

○山﨑奈央、石黒明人、碓井　篤、
　浦田康平、宮城春秀、岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】一般的に肩関節周囲炎の症状は
肩甲上腕関節を中心に存在し、その理学療法
は運動機能を考慮すると、隣接する肩鎖関節
や胸鎖関節等の評価も重要である。また、肩
関節周囲炎は、疼痛と拘縮をきたし肩関節は
機能不全となる。疼痛は肩関節周囲に限局し
て存在するが、疼痛による防御性反応は上肢
の遠位にまで影響を及ぼす。頚椎の椎間関節
の操作により肩関節周囲炎の機能改善が得
られる報告もあるように、肩関節周囲から視
点を変え前腕への介入を施した。

【臨床所見】臨床において、肩関節周囲炎で
の肩関節屈曲や外転時には、疼痛や筋緊張に
より肩甲上腕関節機能が乏しくなり、肩甲骨
が先行的に挙上し、アライメント不良を呈す
ることで、正確な関節可動域測定は難しい。
その際、前腕屈筋群の筋緊張が高く前腕は回
内位になる傾向があり、回外運動に関しての
抵抗感が強くなっていることが多くみられ
る。

【考察】これらの臨床所見は、肩関節中心の
限局した機能不全と考えるが、逆に前腕機能
が肩関節周囲に影響しているとも考えられ
る。それは、解剖学的に前腕と肩関節は筋膜
連結が示されており、前腕の活動は肩関節へ
の運動連鎖を与えることが示唆される。ま
た、日常生活での肩関節は scapula plane 上
での活動が主となっており、前腕は正中から
回内位での活動が多くなっている。よって、
前腕の回内活動が頻回となれば肩関節は内
旋方向の活動が多くなるため、肩関節周囲の
筋は偏った筋活動となり本来持っている筋
の均衡が破綻することで、肩関節周囲炎を呈
する可能性が示唆される。今回、肩関節周囲
炎の患者へ前腕機能の関連性を検討し、臨床
場面での取り組みを報告する。

演題 リハビリテーション
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地域高齢者を対象としたロコモ 25 と
運動機能テストとの関連性

○前川冬樹、櫻井靖之、小平祐造

花と森の東京病院

【はじめに】当院所在地である北区は高齢化
率が高い地域であり、独居世帯数も増加して
いる。本研究では、ロコモテストを通し地域
高齢者の健康に対する不安感と実際の運動
機能との関係に着目し、地域高齢者に対する
健康増進への取り組みに活かすことを目的
とする。

【対象・方法】ロコモテストに参加した健常
高 齢 者 33 名（65 歳 以 上： 平 均 年 齢 74.1 ±
18.9 歳、 男 性 12 名、 女 性 21 名、 後 期 高 齢
者 55.6%）を対象とした。
　調査項目はロコモ 25（問診）、立ち上が
りテスト、2 ステップテストを実施した。ロ
コ モ 25 の 結 果 を も と に、 健 康 に 対 す る 不
安を有する群（15 人）と不安のない群（18
人 ） の 2 群 に 分 け て 群 間 比 較 を 行 な っ た。
群間比較については 2 標本 t 検定ならびに
Pearson の相関係数を用いた。統計ソフトは
EZRver1.30 を使用し、有意水準 5% とした。

【結果】2 標本 t 検定の結果から、ロコモ 25
の結果と実際の運動機能については有意差
を 認 め な か っ た。 ロ コ モ 25 の 結 果 と 2 ス
テ ッ プ テ ス ト で は 相 関 が あ る（r=0.518，
p=0.002）、という結果になった。

【考察】ロコモ 25 による自覚的な運動機能
が高い者でも実際の運動機能は低下してい
る者が多くいることがわかった。また、立ち
上がりテストでは日常の生活動作の評価に
はつながらないと思われる。

【まとめ】生活活動困難感が低い方に対して
も定期的な運動機能評価を実施し、運動指導
等を行うことでロコモティブシンドローム
の改善または予防をしていくことが重要で
ある。
　自覚的な運動機能と実際の隔たりを把握
することで、生活習慣を再考する一助とな
り、健康増進活動の促進につながるものと考
える。

当院での膝関節前十字靭帯損傷のリハ
ビリテーション実態調査

○元井康弘

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】当院で膝関節前十字靭帯（以下、
膝 ACL）損傷にてリハビリテーション（以
下、リハビリ）を行なった患者の実態調査を
行なった。

【対象・方法】対象は、2008 年 7 月～ 2015
年 5 月に当院を受診し、膝 ACL 損傷の診断
名でリハビリの指示のあった患者とした。方
法は、リハビリ診療録から調査を行なった。

【結果】総患者数 80 名 ( 男性 38 名、女性 42
名 )。 平 均 年 齢 30.9 歳 ( 男 性 32.1 歳、 女 性
31.0 歳 )。右 41 膝、左 39 膝であった。リハ
ビリの指示内容は、再建術のリハビリ 48 名
(60％ )、保存療法 18 名 (23%)、他院よりリ
ハビリ目的 9 名 (11 名 ) であった。年代別リ
ハ ビ リ 指 示 数 は、2012 年 が 19 件、2011 年
が 15 件、2013 年 が 13 件 の 順 で 多 か っ た。
受傷機転は、スポーツ活動時 53 名 (66％ )、
日常生活内 20 名 (25%)、交通事故２名 (3%)
であった。スポーツ活動時での受傷した種目
は、バスケットボール 21 名 ( 男性８名、女
性 13 名 )、サッカー・フットサル 10 名 ( 男
性 8 名、女性 2 名 ) の順に多かった。

【まとめ】膝 ACL 損傷の受傷機転は、スポー
ツ活動時が 70%、日常生活内が 17% との報
告がある。当院でも、スポーツ活動時 66%、
日常生活内 25% と概ね同様の結果であった。
また、膝 ACL 損傷の発生率の高いスポーツ
種目は、バスケットボール、サッカーの順に
多く、性別は女性に多いとの報告がある。当
院でもスポーツ種目、性別共に同様の結果で
あった。

演題 リハビリテーション



101

高齢者における運動プログラム実施前
後の認知機能の変化について

○福田健一、清水大輔、郡司　聖、
　近藤義人、原　大輔、小林　南

介護老人保健施設　メディケア梅の園
（多摩リハビリテーション病院）

【はじめに】多くの先行研究で運動が認知機
能の改善をもたらすことが報告されている。
運動負荷と認知機能を媒介するのは脳神経
由 来 栄 養 因 子（ 以 下、BDNF） で あ る と さ
れている。BDNF は特に海馬や視床下部に
多く存在し、中強度の有酸素運動によって
BDNF の増加がもたらされるという報告は
多数ある。
　そこで、当施設入所中の高齢者に対してマ
フェトン理論による 180- 年齢を目標心拍数
とする（以下、180 公式）有酸素運動を継続
的に行ない、認知機能およびその随伴症状と
の関係を検証したので報告する。

【方法】70 歳代～ 90 歳代までの 14 名（平均
年 齢 82.2 ± 11.2） に 対 し、3 名 一 組 で 180
公式に従いエアロバイクで 30 分の運動プロ
グラムを作成、1 週間に 5 回の頻度で実施時
間は固定し 2 か月間実施した。認知機能の変
化は、改訂長谷川式簡易知能評価スケール

（以下、HDS-R）および N 式老年用精神状態
尺度（以下、MN 尺度）・N 式老年用 ADL 尺
度（以下、N-ADL 尺度）を用いて測定した。

【 結 果 】 ① 目 標 心 拍 数 を 達 成 し た 頻 度 は、
90% 以上の群（達成群）と 30% 以下（非達成
群）の 2 群に乖離した。②達成群、非達成群
と も に、HDS-R、MN 尺 度、N-ADL 尺 度 は
有意に上昇した。

【まとめ】本研究においては、この運動プロ
グラムが高齢者の認知機能に与える影響は
明らかにならなかった。しかしながら、運動
プログラムに参加することでの認知機能の
改善は認められた。運動プログラムそのもの
よりも、運動プログラムを媒介とした小集団
活動が影響していたと予想される。今回対象
者が 14 名と少なかったため、今後対象者を
増やしさらなる経過を追っていきたい。

慢性期脳卒中患者への rTMS と集中
的作業療法の効果について

○大瀧直人 1）、野崎光洋 1）、東　成美 1）、
　原　愛 1）、星野義明 1）、篠村哲治 1）、
　高田耕太郎 1）、小泉和雄 1）、安保雅博 2）

1）いずみ記念病院
2）東京慈恵会医科大学

【はじめに】脳血管障害の麻痺側上下肢の運動
機能の改善は、発症直後から 2 ～ 3 ヶ月間が
ピークとされていた。そして発症後 6 ヶ月以降
は著明な改善が困難といわれていたが、慢性期
の上肢麻痺に対しては Repetitive Transcranial 
Magnetic Stimulation（ 以 下、rTMS） が 有 効
と報告されている。当院では、さらに効果の認
められる「rTMS と集中的作業療法を 15 日間
で実施する NEURO-15」のプロトコールに取
り組んだので報告する。

【方法】対象は平成 26 年 4 月～平成 27 年 11 月
までに退院した慢性期の脳梗塞・脳出血の患者
13 例に、rTMS を低頻度刺激で行なった。そ
して、個別作業療法と自主トレーニングを実施
した。さらに、入院時・退院時・退院 1 ヵ月後
に、上肢機能、麻痺側上肢使用状況の評価を行
なった。NEURO-15 に関しては、対象者の保
護に留意し、同意を得ている。また、当院倫理
委員会の承認を得、東京慈恵会医科大学リハビ
リテーション医学講座に準じて施行した。

【 結 果 】 上 肢 機 能 を 評 価 す る Fugl-Meyer 
assessment、Wolf motor function test、Action 
research arm test は、入院時から退院時で有意
な改善を認め、退院 1 ヶ月後でも有意な改善が
みられた。また、麻痺側上肢使用頻度を評価す
る Jikei assessment scale for motor impairment 
in daily living でも有意な改善が認められた。

【考察とまとめ】NEURO は、脳卒中後上肢麻
痺患者に対する rTMS と作業療法を用いた革
新的介入と述べられていたが、最近では低頻度 
rTMS と集中的作業療法の併用療法を 15 日間
かけて実施する NEURO-15 が提唱されている。
そして、麻痺側上肢使用頻度の数値が向上し、
機能改善を示すようになってきている。当院で
NEURO-15 を実施した 13 例において、先行研
究と同様、上肢機能および麻痺側上肢使用状況
の増進がみられた。また NEURO-15 は、機能
面だけではなく、QOL の向上や積極的な社会
参加につながっていた。症例を呈示し報告する。
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当院スタッフによる地域住民の健康増
進への取り組み（2015）

○吉野浩一、元井康弘、小川　潤、
　安藤達也、神原槙子、宮武智子、
　鈴木美岐、馬場烈志、大塚早智子

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】昨年、『当院スタッフによる地
域住民の健康寿命増進への取り組み』という
演題で八王子市にて行なわれた“いちょう祭
り”での市民への健康増進への取り組みに
ついて発表した。今回、同会場で、“肩こり、
五十肩予防相談コーナー”というブースを設
け、相談者に対し、姿勢、身体の柔軟性を評
価した後、運動指導を行なった活動について
報告する。

【方法】同会場を訪れた肩に不安を持つ相談
者に対し、アンケートにて、運動習慣、日常
生活習慣、病歴など情報収集を行なったうえ
で、姿勢評価、肩甲骨可動性、体幹可動性、
肩甲骨周囲の筋緊張を評価した。その後、肩
こりなどの症状を呈するに至ったと考えら
れる不良姿勢、日常生活動作を分析し、原因
と考えられる肩甲骨、体幹の可動性低下に対
するストレッチングや筋力低下した頚部筋
群に対する筋収縮訓練、機能不全と考えられ
る腱板に対する筋収縮訓練等を指導した。
　なお、事前のアンケートにて、明らかに肩
に炎症症状を呈していると考えられる場合
は今回の趣旨である予防相談の範疇を超え
るため、整形外科の受診を勧めた。

【結果と考察】開催した 2 日間の来場者の合
計 122 名であった。うち肩こりや肩の痛み
などなんらかの症状のある方は 95 名、現在
症状のない方は 27 名であった。また、満足
度アンケートでは回答を得られた 90% 以上
の方から、満足または大変満足との評価を得
た。来場された方には、病院に行くほどでも
ないと考え放置していた例や専門家に相談
したいが、どこに相談したらいいかわからな
かったという例もあり、このような機会を設
けることは有用であると思われる。

八王子市バドミントン大会におけるメ
ディカルサポート活動報告

○和田　晃、三宅英司、元井康弘、
　宮武智子、鈴木美岐、伊藤香澄

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】我々は、近隣地域でスポーツを
行なっている方々の支援を目的に、八王子バ
ドミントン連盟と八王子レディースバドミ
ントン連盟主催の大会において、理学療法士

（以下、PT）によるメディカルサポート（以
下、サポート）を実施している。第 10 回東
京都病院学会では、活動内容や現場の様子を
報告した。今年度はさらに、大会会場と当ク
リニック（以下、CL）の連携の強化と、帯
同 PT の育成に重点をおいて取り組んだので
報告する。

【活動内容】サポートは、1 大会あたり 2 名、
合計 6 名の PT でサポートを行なった。連携
体制の強化内容は、1）PT が診療部、看護
部、医事課にサポートを周知して受診までの
方法を確立すること、2）会場にて CL 受診
を希望する選手に対して PT が理学評価を行
ない、担当医師へ報告・相談を行なった後、
後日 PT 立ち合いのもと受診を行なうことで
あった。また、帯同 PT に対して、主に応急
処置やテーピングの勉強会を行なった。

【結果】サポートの実施件数とのべ利用人数
は、 昨 年 度 14 大 会 に て 286 名、 今 年 度 15
大会にて 323 名であった。連携体制の強化に
よって、CL 受診した選手数（昨年度 / 今年度）
は 5 名 /17 名で、そのうち手術を実施した
人数は 1 名 /5 名、リハビリテーションを実
施した人数は 5 名 /15 名に増加した。また
大会会場で外傷に対する応急処置件数 ( 昨年
度 / 今年度 ) は 0 件 /4 件で、オーバーユー
ス等に対する平均テーピング実施件数（昨年
度 / 今年度）は 1 大会あたり 5.8 件 /9.4 件
に増加した。

【まとめ】連携体制の強化と育成を目的とし
た勉強会は、サポートに有益であると考え
た。今後は、受診した選手の競技復帰までの
支援に加え、講習会等による傷害予防の指導
を行ないたい。
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在宅サービス利用者を対象とした「旅
行」の取り組み

○藤木雄太、岩谷清一、荒尾雅文、
　袴田真幸、松井佳奈美

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】当法人では平成 18 年より、在
宅サービス利用者を対象としたリハビリ旅
行を行なってきた。その中で参加者から「永
生会主催の旅行しか行けない」等の声が聞か
れた。そこで、旅行を通じて日常生活の活性
化を図り、将来個人旅行へとつなげるための
リハビリ旅行を今年度より旅行会社と協同
企画した。この取り組みについてアンケート
結果を加えて報告する。

【取り組み】サポートスタッフの人数に段階
付けをした旅行を以下のように企画した。①
当法人の医療・介護スタッフが多数同行する
旅行、②当法人スタッフが少数同行する旅行
会社主体の旅行の 2 つを企画した。①として
1 泊 2 日のバス旅行を行なった。参加者は在
宅サービス利用者 18 名（男女比 2：1、平均
年齢：74 歳、平均要介護度：2.4）、同行者
は当法人の医療・介護スタッフ 19 名、旅行
会社スタッフ 1 名であった。

【アンケート調査の方法】①の旅行後、全参
加者に対しアンケート調査を実施した。

【アンケート結果】回収率 100%。「バス階段
の乗り降りができた」、「スタッフの手助けに
より楽しめた」、「次のステップになりそう」
等の前向きな感想があった。一方で、全体の
28% から「部屋のトイレが使いにくかった」、

「バリアフリーでなく苦労した」等の環境に
対する不満の感想があった。

【考察】参加者にとって、旅行での様々な経
験を通して得た成功体験と新たな可能性の
発見は、現在の日常生活に関する自信や、次
回の旅行への意欲を高める良い機会になっ
たと考える。今後の課題としては、②の実施
に向けてサポートスタッフが少ない状況下
でも安全に旅行ができるよう、旅行先の環境
面に関して旅行会社と密に協議し、事前準備
を行なうことがあげられた。

ネパールでのボランティア活動と震災
での避難生活で感じたこと

〇青砥静香、石黒明人、碓井　篤、
　浦田康平、宮城春秀、岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】ボランティア活動として 4 月か
らネパールへ滞在、その期間中に 2015 年 4
月 25 日に発生した大地震の被災を受けた。
当時の活動と現地での被災生活を通して感
じたことを報告する。

【活動と経験】リハビリ病院にて 2 か月間活
動予定であった。対象疾患は主に整形外科、
脳神経外科、小児を対象とした。震災は活動
開始から約 3 週間後の出来事であった。その
後はツーリスト扱いとされ、医療人として活
動はさせてもらえなかった。震災後は余震へ
の恐怖から現地人は家に入らず野宿した。光
熱環境が無い中、残っていた材料で炊事を行
なった。水洗でないトイレで排泄し、手洗い
や口腔ケア等は行わない現地人が多く、また
入浴が行なえない中、洗身を行なう者も見ら
れなかった。3 日目から日本大使館へと移動
し室内での避難生活が始まった。大使館とし
ては場所を提供するのみで、食事等の支援は
なかった。その頃、電気が復旧し始め営業を
再開する店が増えた。5 日目程から、大使館
側は震災の経過報告や避難人の質問や要望
の聞き取りを始めた。インターネットも復旧
し、同時に帰国への手配が行なえるように
なった。6 日目頃、大使館から食料等の支援
が行なわれ避難生活は徐々に快適化してい
た。避難人は徐々に大使館から去るようにも
なり、自分も震災 8 日後に帰国へと出発した。

【感じたこと】避難生活をしていく中、電気・
通信環境の復旧は想像より早いと感じたが、
ネパールにとって大きな課題として、発展途
上国では特に一般市民の衛生面に対する知
識が少ないと感じた。衛生対策に携わる現地
人を、日本人が研修して衛生教育を一般化
し、医療面でも専門知識を持つ日本人が、感
染症対策への知識を伝える必要があると感
じた。

演題 リハビリテーション
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病院の医療連携室が担う「自宅へ帰る」
支援

○戸部民子、嶋野朱乃、吉田綾子

寿康会病院

【はじめに】当院は地域包括ケア病床（1）の
届出を提出し、自宅へ帰る支援を積極的に行
なっている。平成 26 年 6 月より連携室に看
護師を配置し、転院相談・退院支援の機能を
より強化してきた。現在、地域包括ケア病床
を 29 床に増床し、自宅復帰率は 85% 以上を
維持できている。地域包括ケア病床における
連携室の役割・取り組みについて報告する。

【方法】リハビリ部門で入院時のバーセルイ
ンデックス（日常生活動作における障害者や
高齢者の機能的評価を数値化したもの。以
下、BI）の統計を取っている。平成 26 年度
の集計と平成 27 年 1 月～ 8 月の集計とを比
較し、連携室の体制が強化されたことによる
傾向を分析する。

【結果】昨年度と比較すると、疾患を複数抱
えているケースが多くなっている。従来よ
り、当院で力を入れていたリハビリ・看護に
よる指導だけではなく、自宅へ帰った後の医
療面でのサポートをどのように整えるかも
より重要な課題となってきている。地域の社
会資源とのつなぎをより強化した結果、BI
の著しい改善がみられなくても自宅へ帰れ
るケースがあることがわかった。

【まとめ】高齢者世帯の増加・独居世帯の増
加により、公的な介護サービスだけを頼り
に生活が成り立っているケースが多い。ケー
スそれぞれの実情に合わせたきめ細かい支
援が必要である。地域で生活し続けたいとい
う思いをかなえるため、病院の連携室は介護
サービス・医療・訪問看護などの社会資源と
自宅をつなぎ合わせる役割をより強く果た
すことが求められている。

在宅療養患者救急搬送支援システムに
おける搬送業務を開始して

○金子翔太郎、大橋聖子

南多摩病院

【はじめに】八王子市では地域包括ケアシス
テム確立の一助として、在宅療養中（施設を
含む）の救急搬送業務や入院患者の転院搬送
について、病院が保有する救急車を運用する
ことにより急増する高齢者の救急患者対策
支援への取り組みが行なわれている。その搬
送業務を担う医療機関として当院が指定さ
れ、平成 26 年 12 月より活動を開始。平成
27 年 9 月事業開始から通算 100 件に達した。
業務拡大が期待されているこの事業におい
て、我々の搬送経験から得られた課題と解決
策、今後の展望について検討し報告する。

【方法】①出動に際して患者搬送記録を改訂
し、搬出時の居室や家屋の状況および患者に
合わせた搬出方法を詳細に記載できるよう
改正、後日フィードバックをする機会を設け
た。②搬送業務は看護師 1 名、救急救命士 2
名で構成されるため、各職種が事前に情報を
共有した上で、活動要領に基づき業務を分担
しそれぞれの役割を明確にした。③全ての職
種が資器材を容易に把握し活用するため、一
覧表とレイアウト図を作成、管理や使用方法
について検討を行なった。

【考察】①患者搬送記録のデータベース化に
より、搬送概要について速やかな情報の取得
につながった。②各職種が情報を共有し業務
を分担することで搬送時の行動目標が明確
となった。③さらに、資器材一覧表の作成に
より、乗務する職員が毎回交替してもすぐに
必要資器材を把握できるよう改善され、活動
が円滑になった。

【まとめ】結果、搬送システムの構築により
乗務職員の連携強化が図れ、活動の円滑化と
より安全な搬送への意識改革につながった。
今後、様々なニーズに応えるべく、新たな資
器材の導入や動向調査を行ない、市民の皆様
に広く利用して頂けるよう努めたい。

演題 地域連携
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入院期間から分析する退院困難事例の
傾向

○名城友美、森山秀夫、永井淳一、
　岩原信一郎

南町田病院

【はじめに】当院は急性期病棟 188 床、回復
期病棟 34 床からなる病院である。病院の機
能分化の方針に伴い、急性期病棟の入院日数
の短期間化が進んでいる。そのため、当院で
もスムーズな退院へ結び付けられるよう、治
療と並行しての退院支援・退院調整を行なう
地域連携・退院調整部門が設けられている。
しかし、退院困難・入院長期化する事例も少
なからず存在する。どのような因子が影響し
ているのか分析・考察した。

【方法】過去 1 年間（H26 年 10 月～ H27 年
9 月末）の急性期病棟退院患者より、入院長
期化に至ったケースをピックアップし、退院
困難となった原因を分析した。また、退院調
整部門の有無、介入時期について調査した。

【結果】退院困難ケースはほぼ退院調整部門
が介入していた。退院困難の要因として、療
養型病院、介護施設の受け入れ待機、金銭的
な問題等様々な要因があげられた。その中で
も家族関係が重要な因子の一つであった。

【考察・まとめ】高齢化が進む中で、キーパー
ソンの高齢化やキーパーソン不在で生活さ
れている方が増加している。退院したいとい
う希望はあるが、調整に関われるキーパーソ
ンがいないため、調整に難航するケースが多
く見受けられた。救急搬送され、これまでの
生活の問題点が浮き彫りになることがある。
その際、問題解決の窓口として退院調整・退
院支援部門の必要性があることを再認識し
た。また、病院の機能だけでは退院調整は困
難であり、地域関係者との連携・協調が欠か
せないものであると考える。当院は急性期病
院であるため、急性期患者の受け入れをして
いくためにも、早期退院への支援を継続して
行なっていきたい。

多職種連携により患者の思いを実現し
た一症例

○粂川恵理子、小澤奈穂美、平澤亜希子、
　五十子桂祐

町田病院

【はじめに】現在急激に高齢化が進む中、国
としては入院患者の在宅移行を推進してい
るが、病状や介護力の不足などにより住み慣
れた地域へ戻ることができない高齢者も少
なくない。今回、病状的には自宅退院が困難
と思われたが患者本人の意思のもと、多職種
連携と環境調整により、自宅退院を可能にす
ることができた症例を経験したので報告す
る。

【症例】81 歳男性、骨髄異形成症候群・肺炎
で入院。身寄りもほぼなく、市内の団地で一
人暮らしをしていた。入院時より『うちに帰
りたい』と強い希望があったが、病状は徐々
に悪化傾向にあり、輸血や継続的な酸素投与
も必要であった。血小板減少も認めており、
転倒などによる小さな出血でさえ致命的と
なってしまうため、ベッドサイドに主治医・
訪問看護師・ＭＳＷが集まり、病状や今後起
こりうるリスクを説明。そのうえで患者本人
に意向を確認したところ『うちに帰りたい』
と話したため、ケアマネージャーを中心に自
宅退院に向けて準備を進めた。退院当日には
病状がさらに悪化、意識もやや混濁し酸素投
与量も 10L にまで達していたが、それでも
最後まで『うちに帰りたい』と話す患者の言
葉を聞き、病院関係者だけでなく在宅酸素・
介護タクシー業者などにも協力を得ながら
自宅退院を実現、その 1 時間後に息を引き
取った。

【まとめ】患者や家族が自宅退院を希望して
も、その実現を難しくしてしまう要因には病
状的な問題や家族の支援体制などが考えら
れる。しかし、環境調整を行なうことにより、
難しいと思われていた状況を変え、実現でき
る可能性も高くなる。患者や家族をとりまく
各職種との連携を大切に、患者や家族の希望
に可能な限り沿った退院支援に取り組んで
いきたい。

演題 地域連携
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ネグレクト疑いケースの在宅へ向けた
ケアマネジメント

○富永理佳

梅の園訪問看護居宅介護支援センター
（多摩リハビリテーション病院）

【はじめに】地域包括支援センターより困難
事例「ネグレクト」かも知れないケースとし
て依頼を受ける。内容は、同居している義姉
が、入院先の病院の相談員に「腕が曲がり、
寝たきりで２年も風呂に入っていない義妹
が家に居る」と訴えたため、地域包括支援セ
ンターへ連絡。実態調査をした結果、四肢拘
縮・両上肢の浮腫で布団に寝ていた本人を発
見し、緊急入院となった。退院後の在宅療養
支援を、医療と福祉の連携によりケアマネジ
メントしたケースの報告である。

【方法】地域包括支援センターからの依頼を
受け、入院中の病院へ出向き、病状、退院後
の必要なケア、家族の介護力等についての情
報収集を行ない在宅療養の可否を話し合っ
た。住環境、介護力、在宅サービス、往診等
が整えば退院が可能であると判断した。

【考察】ネグレクトによる四肢の拘縮、寝た
きりとなったのではなく、かかりつけ医の急
逝により治療が継続できなかったこと、本人
の痛みの訴えに家族がどうすることもでき
ずにこのような状況に陥っていたことがわ
かり、家族への介護指導、介護保険サービス
の利用にて福祉用具、訪問看護、訪問入浴を
導入し、往診体制も整え在宅介護となった。

【まとめ】寝たきりとなっていた原因はネグ
レクトではないことが判明。本人の身体機能
の向上は望めなかったが、介護サービス、医
療面での体制が整い夫の献身的な介護があ
り、家族と共に在宅で生活することが実現で
きた。

患者満足度向上に向けて
〜「クリニック活動」の取り組み〜

○亀井陽子、北本恵美、串田真紀、
　安川早小女

永生クリニック
（永生病院）

【はじめに】クリニック看護科職員は、看護
師・クラーク共に常勤の他に、非常勤・派遣
が 85% を占めている。勤務形態も多様な中で、
5S 活動や業務改善を意識した活動に取り組
んでいる。患者満足度向上から職員の意識向
上にもつながったのでここに報告する。

【方法】
期間：2015 年 4 月～ 12 月
方法　①クリニック看護科職員を A ～ E の
5 グループに分け「クリニック活動」を行なう。
A：5S 活動　B：市健診・予防接種　C：患
者満足度向上　D：勉強会　E：業務改善
②各グループが目標・具体策・評価を記載、
4 月・9 月に全体ミーティング実施。

【結果】
A：クリニックロビーの季節の飾り付け、ポ
スター作成・掲示、整理・整頓。
B：市健診のチラシ作成・配布、処置室に健
診ブースを設置、担当者の配置。予防接種の
広報活動。
C：患者満足度調査を 2 回実施、ロビーに季
節の花の飾りつけ。
D：毎月勉強会開催。
E：処置室ベッド空き状況を表示、各診察室
通路側の整理整頓、待ち時間調査の実施。
　各グループが目標・具体策をあげ、全体
ミーティングで伝達し情報を共有したこと
で、活動内容も充実し、職員の活動への意識
が向上した。患者満足度調査においても向上
を図ることができた。

【考察】非常勤や派遣が多い中でも、全員参
加のグループ活動を行なうことは、役割への
認識と責任感が生まれ達成感にもつながっ
た。グループ活動を効率的に行なうには、各
職員の役割分担や活動の具体的な内容を事
前に決めておくことが重要である。看護科職
員が様々な視点から取り組む「クリニック活
動」はクリニック看護科を活性化し、患者満
足度向上につながる活動であると考える。

演題 地域連携　看護（看護総合）
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病院におけるコンシェルジュの在り方
と役割

○田中鮎美、旭井美由紀、山田美香、
　筒浦　香、鈴木朋代、都築なぎさ、
　小谷和枝、猪口直美

南町田病院

【はじめに】当院では外来フロアに医療コン
シェルジュが配置されており、医療機関を訪
れる患者が安心かつ納得して医療サービス
が受けられるよう、相談や案内などのさまざ
まなサポートを行なっている。より質の高い
サービス向上を目指し、コンシェルジュの在
り方と役割を検討したので報告する。

【内容】配置初期はご案内係として 1 名で行
なっていた。しかし、高齢患者の受診も多く、
転倒など安全面でのサポートや問診聴取の
サポート、検査室・レントゲン室・予約セン
ターなどへのご案内等、業務の幅が増えたた
め、平成 25 年より本格的に稼働し、現在は
5 名で行なっている｡
　また、外来受付に立ち、患者の診察がス
ムーズに進むよう医師・看護師と連携をと
り、受付ファイルを各科看護師に運ぶと共に
患者の要望や体調を伝え、事前に体温及び自
動血圧計での計測依頼、症状によって診察前
に必要となった検査へのご案内も行なって
いる。
　コンシェルジュが稼働して 3 年余り経ち、
その業務が定着・認識されている中で、患者
からは病院に来る気構えがなくなり来やす
くなった等、意見を頂いているが、実際はど
のように評価されているか、何が足りない
か、今後のサービス向上を目指すために患者
100 人に対してアンケート調査を実施した。

【まとめ】調査により、コンシェルジュ業務
の実際の評価と今後の改善すべき点を知る
ことができた。今後更に高齢化が進み、通院
時も若い世代の手助けがない患者が増え、コ
ンシェルジュのサポートがますます必要と
されることが予測される。そのため、どのよ
うに関わっていくかを検討し、さらにコン
シェルジュ業務を向上させて取り組んでい
きたい。

入院時基礎情報収集における情報の価
値に対する分析

○中越純子、岩崎賢史、鈴木知子、
　小谷和枝

南町田病院

【はじめに】入院時、看護師が聴取した患者
の基礎情報は、退院までの期間、医療者間で
共有、活用される。しかし、年々看護師の業
務量が増加し、限られた時間のなかでは、情
報収集が不十分であった。今回、入院時にお
ける価値ある情報を効果的に収集するため
の取り組みを行ない分析したので報告する。

【方法】1) 期間：平成 24 年 5 月～平成 25 年
3 月　2) 対象：当院における入院時基礎情報
収集に係る看護職員　3) 取り組み方法：入
院時基礎情報用紙の改訂を行なうとともに、
入院後、病棟看護師が面接する方式から、入
院前の空き時間を利用して、患者・家族に太
枠で示した基礎情報を記載してもらい、入
院後改めて面接を行なうように変更した。4)
分析方法：半年後、病棟・外来看護職員に対
して、質問形式と自由記述式アンケート調査
を実施した。

【結果】病棟看護師の 70％が情報収集に係る
時間短縮を実感でき、用紙においても、レイ
アウトの記入場所の集約により退院支援に
至るまで活用しやすくなったという意見を
得た。

【考察】入院時基礎情報においては、情報倫
理の観点から情報を安全に取り扱い、質を保
証するための再確認・フィードバックが重要
である。今回の取り組みでは、患者の必要最
小限の情報を前情報として得ることで効率
化が図れた。その後の面接で重要事項を再確
認することが、情報を効果的に収集するため
の価値ある取り組みにつながったと考える。

【おわりに】今後は、チーム医療を推進する
うえで、入院後に必要となる情報を明らかに
し、収集した情報が有効活用できているのか
を検証課題とする。

演題 看護（看護総合）
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当院の退院支援への取り組みとそこか
らみえた課題

○武藤朋子、千葉幸恵、小林裕一郎、　
　森島理佳

内藤病院

【はじめに】当院は、東京都退院支援事業に
参加したことをきっかけに、見える連携を目
指し、退院支援の方法を抽出しやすくするた
めに、業務整理（運用と情報共有用紙作成な
ど）に取り組んできた。入院患者平均年齢
82 歳という現状から、退院支援の困難さを
痛感している。患者が在宅で生活を継続する
ためにチームとして取り組みを行なってい
く上で、看護として何ができ、現状の課題に
対し今後どのような取り組みが必要なのか
をまとめた。

【方法】現状調査（聞き取り、アンケート）
【考察・まとめ】退院後、生活の場に戻るこ
とが困難なケースは、老老介護、もしくは一
人暮らしであるという家族背景も要因とし
て関係していると考える。入院患者の高齢化
は今後も同様の見込みであり、地域医療を担
う当院としては、介入のタイミングが重要で
もあることから、支援体制及び効果的な情報
収集についてさらなる検討を行なっていき
たい。

「東京都がん診療連携協力病院要件達
成」に向けての取り組み

○新沼　恵、西川玲子、藤井由加里、
　武藤初子、中島美奈子、藤田ひろみ、　
　鈴木潤子

豊島病院

【はじめに】がん患者と家族が納得して治療が
受けられる環境とチーム医療の体制整備を行な
うことが、東京都がん診療連携協力病院として
の責務である。今年度、東京都がん診療連携協
力病院（大腸がん・胃がん）要件を満たし、患
者に選ばれる病院を目指すため、院内で統一し
たスクリーニング方法の検討とクリニカルパス
の作成・運用の整備に取り組んだ。

【方法】
１．がん患者に対する苦痛のスクリーニング方
法の検討
　がんと診断された患者、またはがんの疑いの
患者について、入院時または外来受診時にスク
リーニングを行なう。ツールとして「生活のし
やすさに関する質問票」1)　を用いることとし
た。本格実施前にまず、消化器内科・外科病棟・
緩和ケア相談外来の計 3 部署でプレテストを行
なった。
２．クリニカルパスの作成・運用
　スクリーニングで得た情報をアセスメント
し、オピオイドが必要な患者に対し、迅速かつ
安全にオピオイド導入が図れるようクリニカル
パスを作成した。

【結果・考察】11 月から 3 部署でスクリーニン
グのプレテストを開始。オピオイド導入パスは、
院のクリニカルパス委員会に新規申請の手続き
中である。

【まとめ】「がん対策基本法」には、「がん患者
とその家族が可能な限り質の高い生活を送れる
よう、緩和ケアががんと診断されたときから提
供されるとともに、診断・治療・在宅医療など
さまざまな場面で切れ目なく実施される必要が
ある」と明記されている。
　当院においても、患者・家族に寄り添い、よ
りよい緩和ケアが提供できるよう、スクリーニ
ングの実施とクリニカルパスの使用推進に努め
ていきたい。

注１）OPTIM「生活のしやすさに関する質問票」
改版の一部改変
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失禁からトイレで排泄することの満足
感への取り組み

○野口康則、滝嶋淑子、成澤悟志、
　片上しのぐ、小平祐造、市橋富子

花と森の東京病院

【はじめに】排泄は、人間の生理的欲求であ
る。他者の介助を受けずにトイレで排泄した
いという思いは誰もが持っている。尿意が曖
昧だから単にトイレ誘導するのではなく、尿
意を感じ、自らの意思でトイレで排泄できれ
ば満足感が得られる。また繰り返しの声掛け
で排尿が意識化され、尿意を感じられるよう
になると考えた。今回、尿意不明瞭でおむつ
を使用している患者がトイレ排泄の満足感
を得られた症例への介護福祉士中心の取り
組みを報告する。

【方法】対象：86 歳女性、恥骨・骨盤骨折。「ト
イレで排尿を行いたい」と強く希望。調査期
間：2015/7/13 ～ 7/30。 観 察 用 紙（ お む つ
交換・ナースコール時の患者反応、失禁・尿
意・トイレ排尿の有無）を作成。統一した声
掛けを行なうためスタッフの意識統一を行
ない、看護師・リハビリスタッフと話し合い
の時間を作り情報共有した。

【結果】尿意不明瞭で失禁状態であった患者
が、繰り返しの声掛けにより介入 2 週目より
尿意を伴うトイレ排尿ができるようになっ
た。定期的なトイレ誘導で、失禁率は低下「ト
イレでおしっこできた」「ありがとう」など
の発言や笑顔あり。リハビリパンツを使用
し、ほぼ失禁なく退院された。

【考察】患者の「トイレで排泄をしたい」と
いう目標を多職種連携による共通認識とし、
声掛けや定期的なトイレ誘導等のケア統一
が、患者が混乱することなく、尿意を感じる
→トイレに行く→排尿する、一連の動作が生
理的欲求を満たしたと考える。失禁率低下や
トイレでの排尿率が本人の満足感や自信に
つながったと推測する。統一したケアの提供
も一因と考えられ、今後もトイレでの排泄を
目指した取り組みを継続していきたいと考
えている。

Jonsen の 4 分割表を用いたデスカ
ンファレンスの実際

〇角張美妃子、須崎奈成、西川玲子

豊島病院

【 は じ め に 】 デ ス カ ン フ ァ レ ン ス（ 以 下、
DC）は、臨床倫理的な問題がテーマとなる
ことが多い。このためよりよい医療やケアを
見出せず、参加者が話し足りない思いを抱え
たまま終わることがある。そこで、多職種の
関わりを客観的に評価し、患者や家族にとっ
て最善の医療やケアを見出せるよう、Jonsen
の 4 分割表 ( 以下 4 分割表とする ) を用いた
DC を企画し実施したので、ここに報告する。

【方法】患者の経過と実施した医療や看護、
チームの関わりについて A4 用紙一枚程度に
まとめ、参加者に当日配布した。DC でメン
バーの意見を 4 分割表に基づいて振り分け、
集められた情報を元に多職種で意見交換を
行なった。

【結果】参加者は、医師 4 名、看護師 7 名、
緩和ケア認定看護師 1 名、臨床心理士 2 名、
MSW1 名。4 分割表を用いることで、患者を
取り巻く状況が整理できた。その結果、話の
フォーカスが絞れ、医療や看護を肯定的に捉
えられた。また、プライマリーナースが患者
の意向を捉えながら QOL を支えていたこと
が共有できた。そして、「今後は、症例によ
りカンファレンスに精神科医師の同席を求
める」などの新たな方針が見出せた。
　DC 後には「患者の意向が聞けてなかった
と気付いた」「医学的適応の曖昧さを感じた」
などの意見があり、スタッフの新たな気付き
にもつながった。

【まとめ】4 分割表によって、客観的に話の
道筋が立てられ、患者・家族を中心に振り返
ることができた。そして、新たな医療やケア
を見出すための DC につながった。また、他
者と意見交換しながら積み上げるプロセス
によってスタッフの気付きが促進され、個々
の成長を促す一助となった。今後も臨床倫理
の視点を重視した DC を継続し、根付かせて
いきたい。
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当院の摂食機能療法導入後の効果と今
後の課題

〇須藤るり

河北リハビリテーション病院
　

【はじめに】当院では年間約 3 割の患者が嚥
下障害を有している。高次脳機能障害や認知
症も含め、食事を自分で摂取できない患者は
さらに多く存在する。2011 年度より、看護
師主体の摂食機能療法を行なうことに力を
いれ、多くの患者が経口摂取できるよう取り
組んできた。摂食嚥下障害患者に対しては嚥
下訓練だけでなく、看護師が日常生活に合わ
せて摂食機能療法を進めていくことが重要
である。今回の取り組みによってもたらされ
た効果と課題について報告する。

【方法】2011 年度～ 2014 年度の摂食機能療
法介入患者から摂食嚥下状況のグレードを
調査し、摂食状況の変化を確認した。また実
施している看護師からも摂食機能療法につ
いての知識・意識についてのアンケート調査
を行なった。

【考察】摂食機能療法を行なうことによって
言語聴覚士による嚥下訓練から引き続いて、
統一した直接（摂食）訓練を行なうことがで
きることや間接訓練から看護師が行ない、直
接訓練に効果的に影響し、三食自己摂取する
ことができた症例もみられた。これらのこ
とから、摂食機能療法を導入することによっ
て三食自己摂取できる患者が増加している
ことや非経口摂取であった患者が安全に経
口摂取できていることがわかった。またアン
ケート調査から看護師は摂食機能療法に関
して効果を感じて介入している人や、この方
法でよいのかなどと不安を持って行なって
いる人が多くいることがわかった。

【まとめ】摂食機能療法を行なうことによっ
て看護師は患者の自己摂取に向けた援助が
できているといえる。しかし、看護師は知識
や技術に不安を持って介入しているため、摂
食・嚥下障害看護認定看護師として指導を継
続し、さらなる摂食機能療法の充実に努めて
いきたい。

大腸内視鏡における前処置の改善

○田沼祐子、谷田真弓、木島智和

等潤病院

【はじめに】当院では大腸内視鏡前処置に前
日内服 2 種と当日朝に坐薬を使用してきた。
しかし、高齢の患者が多い当院にとって、安
全で簡潔、かつ効果的な前処置への改善は必
須であり、今回その結果を報告する。

【方法】従来の方法（マグコロール P+ アロー
ゼン 2 包 + 新レシカルボン坐薬）と新しい方
法（マグコロール P+ ピコスルファートナト
リウム）にわけて、双方にアンケートを実施、
検討。さらに前処置完了までの時間や検査時
の腸内状況を比較した。

【考察】効果的な腸内洗浄という点において、
前処置完了までの時間が 6 割～ 7 割削減さ
れ、従来の方法よりも腸内残渣が少ないこと
が明らかになった。また、坐薬の使用につい
て挿入に対する不安感や抵抗感があること、
さらにはアンケート記述内容から、確実な検
査をしてもらいたいために、坐薬は使いたく
ないがやむを得ないと思っている患者がい
ることがわかった。以上のことから患者に
とって新方法は検査に支障がなくストレス
軽減されていることがわかり、移行は有効で
あると考えた。

【まとめ】普段内視鏡検査に関わる中で、検
査に臨む患者の心理を考える機会がすくな
かった。今回アンケート調査を行なったこと
で、今まで見えてこなかった患者の症状や疾
患への不安とそれらを解消したいという気
持ちが伝わってきた。これは患者が病院と私
たち医療従事者を信頼している証であり、今
後もその信頼をなくさぬよう寄り添ってい
きたいと考えた。大腸内視鏡検査はストレス
や苦痛の多い検査である。よって私たちは患
者への苦痛を少しでも軽減し検査に臨める
ようさらに援助していかなければならない。
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当院の手術室における物品管理

○山田圭一郎

等潤病院

【はじめに】手術室では物品や資材の数が多
く、時折数量に過不足を生じる。物品は病院
の資産でもあり患者に提供する医療を等し
くするためにも、正確に管理されなければい
けない。今後、物品の過不足が起こらないよ
うにするために、今回の研究を行なう。

【方法】方法として過不足の起こった事例
をリストアップし、次のように分けた。①
SPD カードの紛失、② SPD カードのだし忘
れ、③ SPD カードを早めにだしてしまった、
④使用したものが臨時発注品と気づかず発
注し忘れた。
　またこれらの原因はシールの管理方法が
悪い、ドレープ類の箱単位で管理するものが
多いことや、どれが臨時発注品かわからな
い、そして現場管理者不在が考えられた。
　これらの問題に対し、シールの管理方法の
変更、箱単位で管理する容器の変更、臨時品
の明確化、管理者の決定を行なっていった。

【考察】SPD カードを張る場所や保管方法を
変更した結果、SPD カードの紛失はなくなっ
た。また、週に一回在庫をチェックすること
でだし忘れもなくなった。臨時発注品に関
しては、一覧表を作成しこちらも週に一回
チェックのシステムを導入した。その結果改
善がみられた。

【まとめ】物品が過不足なく管理されるには、
使用状況を把握しデータ化した上で在庫の
バランスを検討していく必要がある。しかし
ながら、当院ではそれ以前に、SPD カード
の紛失や決められた在庫数を維持できない
など、初歩的なミスが多くみられた。今後は
このようなミスが起こらないようにし、物品
管理ができるように努めていく。

「在宅看取り」における、医療連携と
意思決定支援

○久間みゆき、石井佐知、渋谷智子、
　穐吉香織、黒岩由貴、庭野智子、
　松下敦子　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　訪問看護ステーション　あゆみ

（町田慶泉病院）

【はじめに】予後予測は難しい上、さらに高
齢者は寿命という誰もが避けられない経過
を身近に感じている。その「最期の時」をど
こで迎えるか、其々に希望は存在する。しか
し、家庭環境や金銭的な問題、身体状況によ
り、希望通りにはいかないことが多い。私達
は 87 歳、在宅死を希望する肝不全末期の事
例から、在宅での看取りにおいて医療と介護
の連携と意思決定支援が、看護師の役割とし
て重要だと感じたのでここに報告する。

【結果・考察】訪問開始時は、急変により病
院で最期をむかえるものと、本人・家族は
思っていたが、自宅療養の長期化により在宅
での看取りへと気持ちは傾いた。しかし、本
人の体力低下による介護不安と妻の認知症
の悪化により、看取りに対する家族の気持
ちは揺らいだ。私達は本人・家族とのコミュ
ニケーションや医療者と介護職者の情報共
有により、問題点を抽出し早期に対応した。
また、妻の認知症もチームワークにより安定
し、家族の看取りへの決断にもつながった。
本人・家族の気持ちがどこにむいているのか
を常に確認しながら、必要な情報を提供し、
傾聴により医療や介護の足りない部分を洗
いだし、何が最善なのか話を進められた。こ
のことが本人の最終的な生き方を支え、家族
も満足のいく看取りができたと考える。

【まとめ】本人・家族の信頼関係の構築と、
医療・福祉がチームとして連携を図ること
は「自身がどうありたいか？どう生きたい
か？」の最終意思決定につながる。また、決
定内容の善悪ではなく、何度も問いかけ「対
話」を繰り返すという過程が重要である。最
期まで、本人・家族の揺らぎ続ける気持ちに
寄り添い、傾聴することで最良の意思決定支
援ができるよう実践していきたい。
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私を置いて逝かないで・・・
〜 ALS の夫をこよなく愛した妻を支
えた心の看護〜

○八島悦子

訪問看護ステーション　ひばり
（永生病院）

【はじめに】夫の後を 3 歩下がって歩く貞淑
な妻。妻は愛する夫が難病と診断されショッ
クを受け、戸惑いながら懸命に介護をした。
最後は桜のみえる大好きな庭をみながら過
ごしたいという夫の希望をかなえるため、必
死に看病をする妻と娘。今まで夫に頼りきっ
ていた妻は、夫とのコミュニュケーションが
とれなくなり、不安が増し何度もくじけそう
になったが、看護師と 24 時間連携がとれる
ことを心のよりどころとして最後まで介護
を続けた。私達訪問看護師は、妻の不安を少
しでも軽減する心のケアに努め、遺族になっ
てからも、家族の心に寄り添いグリーフケア
することで、心が癒され前向きな気持ちにな
れることの大切さを学んだのでここに報告
する。

【方法】介護者が何を訴えているか、心の動
きに対して、看護師がどのように関わったか
を表記した。

【考察】死が近づいているのを受容できない
家族に対して、訪問看護師はどのような言葉
をかけて心のケアをしたらよいか。つらい
時、苦しい時、そのつらさを一緒に考えてく
れる人が傍にいることは大変意義深いもの
である。すぐに答えが出なくても解決に向
かって一緒に考えてくれる人が近くにいて
くれるのは家族に力を与えてくれる。また、
愛する人を失った後の心を知り、立ち直るま
での心の変化を知ることで、介護者との距離
が縮まり、良いケアにつながると考えた。

【まとめ】家族はお互いに循環的・円滑的に
影響を及ぼし合っているので、誰かに何かが
起こると本人だけでなく周りのみんなに影
響する。看護師はご本人だけでなくご家族の
心の動きを読み取り、苦痛や苦悩を理解しな
がら、看護していくことが大切である。残さ
れた家族がその人らしく、元の生活が取り戻
せるように、亡くなられた後のケアもとても
大切であるということを再認識した。

遺族への手紙（グリーフレター）を書
くことによる職員の意識の変化

○加藤京子、高橋里枝

　　　　　　　　　　　　　　　　　
野村病院

【はじめに】当院緩和ケア病棟は 2011 年に
開設し、2013 年から遺族に対しグリーフケ
アの一環として年 1 回「遺族会」を開催して
いる。2014 年 12 月からは、遺族に約 100 日
を経過した頃を目安に主治医と受け持ち看
護師が遺族への手紙（グリーフレター）を郵
送する活動を開始した。この活動を導入し 8
か月が経過した。今回、遺族への手紙（グリー
フレター）を導入したことによる職員の意識
の変化を調査したのでここに報告する。

【方法】緩和ケア病棟看護師 9 名および医師
3 名を対象に、独自に作成したアンケートを
用い調査した。項目の単純集計とカテゴリー
分類を行なった。

【結果】手紙を書くことで遺族ばかりでなく
職員もグリーフケアになると捉えていた職
員は 12 名中 10 名であった。思い出やエピ
ソードを書くことでケアを振り返る機会に
つながり、家族ケアの重要性を認識すること
ができた。また、遺族からの返信で、励まし
や感謝の言葉を頂き、職員の喜びや達成感に
つながっていた。

【考察】遺族への手紙を書く前には見えな
か っ た 退 院 後 の 遺 族 の 様 子 を 知 る こ と で
個々の介入が可能となった。手紙を書くこ
とは、職員は何らかの負担感を感じている
が、それを上回る達成感や自己の成長につな
がっていると考える。今後は、職員の負担感
が軽減するための工夫やメンタルサポート
も考慮した取り組みが必要と考える。

【まとめ】遺族への手紙は、遺族と職員双方
のグリーフケアにつながっていることが明
確になった。また、入院中から患者や家族に
対しグリーフケアを意識した対応をしてい
く必要性がわかった。

演題 看護（看護総合）
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有料個室利用向上のための取り組み

○関　貴和、塙　良江、古屋智子、
　小山田ちあき、大西明子

豊島病院

【はじめに】今年度、看護師長・主任の課題
解決力向上を目的に、管理者養成研修を開始
した。その中で看護部 BSC に掲げている「有
料個室利用率の向上」に取り組んだ。有料個
室全 46 室の昨年度の利用率は 46.8%、今年
度の目標値を 55% とした。取り組みと成果
を報告する。

【方法】（１）利用率向上を目的に前年度作
成した「有料個室運用の手引き」の評価
　（２）有料個室利用促進に対する看護職員
の意識向上への働きかけ

【結果】（１）「有料個室運用の手引き」の周
知度が低く、活用されていない。
　各病棟に「手引き」に追加して欲しい内容
を調査した。有料個室をすすめるタイミング
や説明内容など、どのように患者家族に話せ
ば理解が得られやすいか、具体的な事例が
もっと欲しいという意見があった。また医師
にも協力してもらえるよう、医師向けの内容
の希望もあった。
　（２）看護部運営会議で、有料個室利用率
の報告を行ない、各病棟看護師長は病棟カン
ファレンスの場で職員に説明した。その結果
看護師の意識向上につながり、患者やその家
族から療養環境上の相談を受けた時に、個室
を勧める等の行動が以前に比べ増した。利用
率 は 7 月：52.1%、8 月 54.4%、9 月 57.9% と
微増であるが増加傾向である。今後は、さら
なる広報や設備・アメニティの充実等も検討
する必要があるため、事務系と連携し改善点
を検討している。

【まとめ】今回の取り組みは、看護職員への
動機付けにより意識の向上につながり、結果
に結びついたものと考える。今後はさらに医
師への協力要請を進めるとともに、懸案であ
る設備・アメニティの整備を行ない利用率向
上の策を継続的に講じていくことで、経営へ
の貢献に寄与できるものであると考える。

病院救急車運用看護師の役割

○立川　毅、鈴木敬子

南多摩病院

【はじめに】近年、総務省消防庁が発表する
救急搬送時間は年々延長し、いわゆる「さま
よえる高齢救急患者」が社会的問題となって
いる。救急外来での迅速な受け入れも重要で
あるが、消防救急を利用しなくてもよい事案
を減らすことも重要な課題である。

【取り組み】八王子市医師会では、2014 年
12 月より病院が保有する救急車を利用し、
病院での治療が必要な、在宅療養生活を送る
市民を病院へ搬送する地域包括システムを
開始した。同時に当院でも、保有している救
急車を用いて病院救急車運用を開始した。救
急車の運用は、看護師 1 名、救急救命士 2 名
で行なっている。かかりつけ医からの電話依
頼を受けることから始まり、現場での状態確
認、搬送先への申し送りまで、病院救急車の
運営に関する看護師の取り組みを報告する。

【結果・考察】運営開始後、10 か月間で 114
件の搬送を行なった。在宅からの搬送が 50
件、高齢者施設からの搬送が 6 件、病院間
の搬送が 58 件であった。運用上の問題点は、
大きく「搬送に関する問題」、「情報取集に
関する問題」、「時間短縮に関する問題」の 3
つに分けられた。各問題点に対しては、担当
医師・救命士・看護師で定期的にカンファレ
ンスを行ない、改善を図った。

【まとめ】今後益々の高齢化や、地域への周
知・普及により病院救急車の要請件数は増加
すると考えられる。地域のニーズに応えられ
るように、乗車スタッフの技術・知識の向上
を目指した教育システムを構築していくこ
とが今後の課題となる。

演題 看護（看護総合）
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新病院で働く看護師の意欲調査
〜より良い看護が提供できる環境を目
指して〜

〇渡辺真弓、土澤あみん、松木紘子、
　大田陽子、相川俊子、向山香奈

稲波脊椎・関節病院

【はじめに】当院は岩井整形外科内科病院の
脊椎と関節に特化した分院として今年 7 月に
開院した。病棟看護師 22 名のうち本院から
の異動者が 8 名で 6 割が新規採用である。
　また、多くの看護師が立ち上げに希望を抱
き臨む反面、予想以上に苦慮することも体験
している。そのため、看護師の意欲にも変化
があり、結果によっては看護に影響すること
も懸念されると考えた。そこで、開院前と開
院 3 ヶ月での看護師の意欲の変化を知ること
で示唆を得たので報告する。

【方法】看護師 22 名の意欲の変化について
アンケート調査

【考察】入職時期、経験年数、教育過程、そ
して看護観が異なる看護師が病棟を立ち上
げ、チーム作りするプロセスは簡単ではな
い。それは看護の専門性だけでなく、発想
力と責任そして実行力など個々のメンバー
シップが求められる。また苦難がある時ほど
前職との違いに戸惑いが大きくなる。当初は
漠然とした不安も大きかったが、開院 3 ヶ月
後、徐々に人間関係が築けてきたことで変化
してきている。ただし、この短期間では、や
りがいや前職との方針の違いに充分な受け
入れまでには至っていない。
　看護師個々の力量だけでなく、特性も含め
認め発揮しあえるチームをつくることが病
棟の看護の質につながると考える。

【まとめ】アンケート調査により入職前と入
職 3 ヶ月では明らかな意欲の低下は見られな
かった。個々が感じる期待・不安の内容・意
欲低下となる誘因を知り、改善を検討するこ
とで当院の特性を生かした看護を提供でき
るチームを作ることにつながる。

急性期外科病棟での静脈留置針自己抜
針の影響要因

○仲村絵理、櫻井　惠、出永理香、
　小平祐造、市橋富子

花と森の東京病院

【はじめに】当部署は急性期外科病棟である。
入院患者の 50% 以上が 75 歳以上の後期高齢
者であり、手術や検査の多い環境や患者背景
が自己抜針の要因になっているのではない
かと考えた。また、現在のガーゼ・ネット使
用の固定方法による不快感を肌なじみのよ
いストッキネットを使用することで軽減さ
せることも自己抜針の減少につながると考
えた。今回急性期外科病棟での静脈留置針自
己抜針の影響要因を明らかにすることを目
的とした。

【方法】75 歳以上の静脈留置針施行中の患者
に 2015 年 5 月 1 日～ 7 月 31 日までガーゼ・
ネット固定での自己抜針件数を調査した。
2015 年 8 月 1 日～ 10 月 31 日までストッキ
ネットを使用した固定方法で自己抜針した
症例を調査した。
　環境や患者背景として、年齢、緊急入院、
入院日数、術後日数、ADL、排泄、認知症、
自己抜去歴、離床センサー、疼痛を影響因子
とし、実態調査とした。

【結果】自己抜針した患者は従来のガーゼ・
ネットを使用した固定では 106 人中 13 名、
ストッキネットを使用した固定では 91 人中
8 名であった。ストッキネットを使用したこ
とで一部の患者から「気持ちが良い・気にな
らない」という反応を得た。自己抜針の影響
因子としては ADL、排泄、認知症患者であっ
た。

【考察・まとめ】ストッキネットによる固定
では自己抜針の件数がやや減少した。ガー
ゼ・ネットを使用後にストッキネットに変
更した患者の訴えから不快感の軽減につな
がっていたと考える。自己抜針の影響要因を
事前に知ることができれば、予防につながる
と考える。これからもより効果的な予防方
法、認知症に対する取り組みを考えていきた
い。

演題 看護（急性期看護）（医療安全・感染管理）
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転倒・転落・ルート類の自己抜去と身
体抑制の関連についての検討

○平安名貴一、岩城一恵

南多摩病院

【はじめに】看護部として「身体拘束数を減
少させる」ことを今年度の目標として掲げ
た。転倒・転落・ルート類の自己抜去などの
インシデント発生が、患者の身体拘束の契機
になることが多い。当院では昨年 6 月より、
病棟ごとの身体拘束数を比較しているが、身
体拘束実施数に病棟間の差があることが分
かった。身体拘束数を減少させるため、まず、
病棟間での身体拘束実施数の違いの要因を
検討した。

【方法】データから各病棟の特徴と転倒・転
落率・ルート類の自己抜去事例数を比較し、
転倒・転落・ルート類の自己抜去に関連する
要因について検討した。また、看護師の身体
拘束に関する意識調査を行なった。

【考察】病棟間の身体拘束数の要因には、患
者の診療科の特徴と病状が影響していた。さ
らに、転倒・転落事例が多いと患者影響レ
ベルの 3a 以上のインシデント事例の報告も
増えていた。また、患者影響度の高い転倒・
転落やルート類の自己抜去のインシデント
報告があると、以降の身体拘束数が増えてい
た。

【まとめ】「身体拘束」を最少とするには、患
者の転倒・転落・ルート類の自己抜去等を予
防することが重要である。患者の転倒・転落
に関するリスクアセスメント・対策立案・適
時の評価、身体拘束に関するチームカンファ
レンス等を実施している。しかし、現在まで
身体拘束実施数の減少に至っていない。今後
も、転倒・転落・ルート類の自己抜去を予防
し、患者への身体拘束を行なわない医療を目
指し検討していきたい。

血管確保時の手袋使用に関する実態調
査・使用率向上の取り組み

○田山輝美、菅原悦子、小山淳子、
　青栁裕子、岩村太郎

平成立石病院

【はじめに】医療従事者の血管確保時の手袋使
用はスタンダードプリコーションとされている
が、当院では手袋をほとんど使用していなかっ
た。今回手袋を使用しない理由を明らかにし、
血管確保時の手袋使用の向上の有効策について
検討した。

【方法】研究期間は H26 年 6 月～ 10 月。当院
の看護師 123 名に手袋使用に関するアンケート
を実施。結果をもとに当院の看護師 60 名にプ
ラスチック製 ( 以下、P 製 ) 手袋、ニトリル製

（以下、N 製）手袋 2 種類を血管確保時に使用し、
使用感についてアンケートを実施し、比較検討
した。

【結果】手袋使用の必要性は 96% が理解してい
たが実際に使用しているのは 14％であった。
手 袋 を 使 用 し な い 理 由 は、｢P 製 の 手 袋 だ と
フィット感がなく指先の感度が低下するため血
管がわかりづらい｣ が 45% と多かった。一方、
N 製の手袋は ｢フィット感があり血管が触知し
やすい｣ という意見が多く、約 80% の看護師
が N 製手袋の継続使用を希望した。また、N
製手袋の方が駆血帯装着以外の血管確保時の手
技全てにおいて行ないやすいという結果であっ
た。

【結語】血管確保時の手袋使用の必要性への理
解はあるが、手袋を使用できていない要因とし
て P 製の手袋しかない故、フィット感のなさ
を感じ使用していなかったことが考えられる。
手袋未使用での血管確保と比較すると、N 製手
袋であっても血管の走行が分かりづらいといっ
た意見が多く、どのタイミングで手袋を着用
するかということを明確にするなど課題も残っ
た。しかし、日頃手袋を使用していないことか
ら手袋使用での血管確保に慣れていないことが
あげられる。手袋使用を習慣化することで指先
の感覚鈍麻も軽減され、血管確保もしやすくな
るのではないかと思われた。

演題 看護（医療安全・感染管理）
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病棟勤務者の災害時におけるトリアージ
の認識

〇松本真貴、櫻田真宏、須貝基子、
　上條愛美、鈴木貴子、梶山絵理香、
　安藤辰徳、吉田朋子、小泉章子、
　山崎勝雄

いずみ記念病院

【はじめに】当院は阪神淡路大震災以降、東
日本大震災を含め、自然災害時には医療救護
活動に参加してきた。2015 年 9 月に発生し
た関東・東北豪雨の後、災害医療についての
関心が高まったと思われた。そこで、演者が
勤務している病棟勤務者を対象に、求められ
る災害時の医療救護活動について調査した。
最も関心のあったのはトリアージであり、ア
ンケートと勉強会を行ない考察したので報
告する。

【対象と方法】一般病棟勤務者 45 名を対象
に、自由回答による病棟勤務における災害時
の医療救護活動の因子を抽出した。トリアー
ジの勉強会前後のアンケートを実施し、トリ
アージの認知・関心などについて検討した。

【結果】求められる災害時の医療救護活動の
因子は、トリアージ 27.5%、活動内容 13.8%、
医薬品の備蓄 12.5%、指揮・統制 11.3%、情
報収集・伝達 7.5% などであった。トリアー
ジ の 勉 強 会 へ の 参 加 者 は 25/45 名（55.6%）
であり、その中で災害現場で活かせると考え
た職員は 10/45 名（22.2%）であった。

【考察】大規模災害を被災した場合、病棟勤
務者は、刻々と変わる状況により他の部署と
協力・連携しながら、一致団結して救護業務
にあたることが望まれる。トリアージは、災
害直後の現場では医療資源の枯渇から、搬
送・治療に引き継ぐために必要である。この
ため、実践できる職員の養成を目指し勉強会
の開催と手技の確認を行なった。病棟勤務者
は、災害時業務の不安解消のため、興味の持
てる実学を導入した、勉強会を繰り返し受講
し、災害看護の知識を向上させるように努め
ることが望まれた。

【まとめ】病棟勤務から災害時の医療救護活
動の因子などを調査した。職員の関心を高め
るため、繰り返しの勉強会や訓練の必要性が
感じられた。

抑制解除への取り組み
〜危険予測スケールの作成とその検証〜

○東郷佳美、神保洋平、平　由紀

永生病院

【はじめに】当院では身体拘束 0 を目指して
いるが、一般内科病棟では治療のために止む
を得ず抑制を行なうケースがある。毎週抑制
実施・解除の評価を行なっているが、評価に
ばらつきがあり曖昧であった。本稿では、危
険予測スケール（以下、スケール）を作成。
適切な抑制・安易な抑制の減少を目指した。

【方法】先行研究を基にスケールを作成し、
入院患者全員にシミュレーションを実施し
た後の意見を取り入れ、抑制を実施している
患者・抑制の必要性を感じる患者にスケール
を用いて評価した。その後、使用してみての
意見や点数の妥当性を話し合った。

【結果】スケールを改定し、実際に行なった
際、「点数がつけづらい」という意見が出た。
評価方法のマニュアルを作成することで評
価方法が周知された。しかし、評価者によっ
て点数に差がでることがわかった。また、患
者によっては必ずしもスケールの点数のみ
で抑制実施・解除が判断できないという結果
にもなった。

【考察】評価者によって点数の差が生まれて
しまう場合は、複数名でスケールを使用する
ことにより、評価が統一できる可能性がある
と考えられる。また全ての患者の行動をス
ケールで評価することは困難であるため、点
数で抑制実施・解除とするのではなく、あく
までも“抑制が必要と考えられる対象”“抑
制が不要と考えられる対象”とし、スケール
を基に抑制カンファレンスで実際に話し合
うことで適切な抑制、安易な抑制の減少が行
なえると考えられる。

【まとめ】今後は、病棟勉強会を行ないスケー
ルの活用を定着させていくとともに、抑制患
者数増減のデータ収集を行ない、スケールの
有用性を確認しながら、さらに実用性の高い
ものになるよう改定をしていく。

演題 看護（医療安全・感染管理）　医療の質向上
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高齢者急性期病院で医療の質向上を目
指すための一歩

○最上由紀子、白取絹恵、野島陽子、
　亀井めぐみ、鹿島田美奈子

東京都健康長寿医療センター

【はじめに】超高齢社会の中、長寿だけでは
なく Quality of Life（以下、QOL）を保ちつ
つ生活できる社会づくりが課題となる昨今、
高齢者を対象とする急性期病院への期待は
大きい。
　高齢者の QOL を保つには、入院中の医療・
ケアに留まらず、「高齢者の生活」に視点を
置いて看護ケアすることが大切である。
　入院前・退院後の生活を想像できないと患
者は生活者として元の生活に戻れないこと
がある。また、在院日数短縮により生活に戻
るペースが年々早まり、高齢者が生活してい
くためには地域医療の力を必要とする。
　高齢者急性期を対象とする A 病院では、
数年前より「たんぽぽ相談」と称し、院外コ
ンサルテーション活動として専門看護師・認
定看護師が中心になり、電話相談を行なって
きた。しかし、相談分野が限定され、件数が
伸びない現状から、広報活動不足や現行の電
話やメールのみでの相談体制が地域のニー
ズに沿っていないと考えた。また、超高齢社
会に向けて地域包括的な支援、サービス提供
を整えるための病院の役割を考えると地域
との連携強化が必要であると考えた。そこ
で、一方的な相談体制であった「たんぽぽ相
談」から、顔の見える相互的な会として「た
んぽぽ会」の発足を計画した。

【方法】地域医療との連携を最大限に発揮し
ていくため、同じ地域内の訪問看護ステー
ションを対象とする「たんぽぽ会」を発足。
会は定期開催、内容は、勉強会、事例検討
会、訪問看護師やステーション利用者のニー
ズ把握のための情報交換会、満足度調査を計
画している。
　顔の見える地域連携のこの取り組みが、高
齢者急性期病院で医療の質向上を目指すた
めの一歩になることを期待する。
　発表当日は【結果】【考察】を含めた取組
内容を報告したい。

外部委託が参入した中材業務を振り
返って

○三宅康範、三浦邦久、影山鮎子、
　森　一子、加藤博久、梶原　一、
　海老原　功

江東病院

【はじめに】当院では近年、医師・看護師不
足や高齢者の増加を背景に、病院経営の効率
化や治療環境の安全性について強く求めら
れるようになった。そこで、医療器械の滅菌
や手術業務支援など、従来看護師・看護助手
を中心とした病院職員が行なっていた業務
について委託業者による専任化を行なうこ
ととした。そうした中で特に看護師の臨床業
務従事時間を拡大させることを最終目的と
し、医療の質（患者ケア）向上に人的資源を
活用させる取り組みについての報告とする。

【方法】看護師が今まで行なっていた手術
器械に対する処理業務（洗浄・組立て・滅
菌）や手術室清掃について委託化することに
よって、看護師の本来の業務に専任させ臨床
業務に用いる時間を拡大させる。また、業務
委託する事で専門業者による器械確認（動作
確認や性能確認、医療器械のメンテナンス）
手術室の術間・術後清掃を専任させ品質向上
に努める。

【考察】手術器械セット組や手術室清掃の業
務委託化を行なったことで、看護師による医
療の質（患者ケア）向上に人的資源を活用さ
せるために費やす時間が増加したことや、器
械の破損・紛失、術中における再洗浄・再滅
菌といった医療器械が原因となるインシデ
ントが減少したことが確認できた。
　また、委託化を進めたことにより社会保険
費・人件費や退職者に関する人事関連につい
ても病院側の負担を軽減することが効果と
して表れた。

【まとめ】業務委託を行なったことによって、
看護師が主となる臨床業務に専任する時間
を大幅に設けることができた。器械の紛失・
破損や医療器械の不具合が減ることで医療
の質の向上につながったと思う。今後も現状
での委託以外の分野において外部委託して
行くことで、病院経営の効率化や治療環境の
安全性の向上につなげていきたい。

演題 医療の質向上
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看護者接遇マニュアルの改訂

○小宮山博之、星野淳子、大塚智子、
　久原嘉子、薗田真依子、新倉貴子、
　佐藤陽子

豊島病院

【はじめに】医療機関での接遇は患者やその
家族の評価において今や大きな位置を占め、
選ばれる医療機関となるために職員個々の
高い接遇力が求められている。今回職員の実
態調査を行い、その結果を踏まえて、安全衛
生の視点や患者立場からの視点を取り入れ
た接遇マニュアルの見直しを行ない、その必
要性と当院での傾向及び課題を見出したの
で報告する。

【方法】実態調査として、スクラブ着用率や
スカート丈、髪色分布などの実態調査を行
なった。また患者アンケートに寄せられた意
見を抽出し、患者と職員両者の視点で検討し
マニュアル作成を行なった。マニュアルを職
員への浸透させるため自己他者チェックを
行ない、本人にフィードバックし当院での身
だしなみ遵守率や傾向を抽出した。

【考察】接遇マニュアルがあっても職員に受
け入れられなければ、マニュアルとして機能
しない。受け入れのためには職員が目的と根
拠を理解して、遵守しようとする意識を育て
ることが必要である。理想が高くても実態と
大きく乖離している基準は受け入れに協力
が得られない可能性があり、今回は事前に現
状調査をし、患者と職員を視点において根拠
に基づいた達成可能な基準としたため受け
入れ易かったと考える。また意識向上の方略
としての自己他者チェックは自らのマニュ
アルの確認行為となり、他者評価することで
遵守率の向上につながったと考える。

【まとめ】当院の患者さんやその家族に、素
敵な病院、感じのいい病院と思って頂くため
に、第一印象の身だしなみをはじめ、立ち振
る舞い、言葉使いなどの基準を明確にするこ
とは重要であり、これらを職員自らの意識に
定着させ自発行動がとれるよう普及、継続す
ることが大切である。

演題 医療の質向上

ランチョンセミナー

Luncheon Seminar
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ランチョンセミナー

Luncheon Seminar
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◎ランチョンセミナー　大正富山医薬品株式会社

糖尿病治療薬の種類と選択
～症例から学ぶ～

岩嶋富美子氏
東京都保健医療公社豊島病院
内分泌代謝内科医長

　国際糖尿病連合 (IDF) によれば、世界の糖
尿病人口は爆発的に増え続けており、2015 年
現在で糖尿病有病者数は 4 億 1,500 万人に上り、
前年より 2,830 万人増加しています。
本邦においても、糖尿病人口は上位 10 位に入
る疾患で、成人では 720 万人ともいわれてい
ます。
　糖尿病治療の目的は、血糖値をできるだけ
健康な人と同じくらいになるように管理して
重篤な合併症の発症・進展を予防し、健康な
人と同じ寿命を全うし、健康な人と変わらな
い日常生活の質を維持することにあります。
　インスリン非依存性の糖尿病では、最初に
診断されたら、まずは十分な食事療法・運動
療法を行ないます。これらを 2-3 ヶ月遵守して
も良好な血糖コントロールが得られない場合、
薬物療法が選択されます。
　現在、インスリン分泌促進薬、インスリン
抵抗性改善薬、消化管吸収抑制薬といった様々
な作用機序の 2 型糖尿病治療薬が市場に出回っ
ています。HbA1c を指標にした血糖改善効果
や食後高血糖の改善作用を示すエビデンスだ

けでなく、病態に適した作用機序、禁忌でな
いことなどを考慮して薬剤を選択し、その組
み合わせは無限に広がりオーダーメイド治療
となってきました。
　さらに 2014 年には、尿中に糖を排泄する作
用を有する、SGLT2 阻害薬が上市されました。
インスリン分泌を介さない血糖降下作用があ
り、糖尿病治療の新たな選択肢が広がったと
もいえますが、その使用には十分な注意が必
要と考えられます。
　本講演では、症例を提示しながら、薬剤選
択の根拠や注意点について、紹介したいと考
えます。

■学歴
2001 年　東京医科歯科大学医学部医学科卒業
2008 年　東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
　　　　  卒業　医学博士取得
■職歴
2001/05-2002/05 東京医科歯科大学医学部附属病院　
　　　　　　　　　内科研修医
2002/06-2004/05 横浜赤十字病院　内科研修医
2004/06-2005/05 長野県厚生連北信総合病院　
　　　　　　　　　内分泌代謝科医師
2008/04-2010/03 東京都保健医療公社豊島病院　
　　　　　　　　　内分泌代謝内科医師
2010/04-2012/03 秀和綜合病院　内分泌糖尿病科医長
2012/04-2013/03 東京都保健医療公社豊島病院　
　　　　　　　　　内分泌代謝内科医師
2013/04-  同　医長
■資格
日本内分泌学会認定専門医・指導医、
日本糖尿病学会認定専門医、産業医
所属学会
日本内科学会、日本内分泌学会、日本糖尿病学会、
日本肥満学会、日本心血管内分泌代謝学会
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◎ランチョンセミナー　東京ガス株式会社

患者とともに生きる

　2015 年 7 月、『患者さんに伝えたい医師の本
心』（新潮社刊）を上梓した。妻を看病し、「患
者の家族として、医師にずっとそばにいてほ
しいと願った」ことを第一章にすえ、難問山
積の医療の世界の実態の一部を明らかにした
いと思った。
　医者と患者は、基本的には病気に立ち向か
うパートナーでなければならない。お互いが
理解し合えば、医療はもっと良くなるという
信念は、家族の病気により、さらに強くなっ
た。本書は、「患者にやさしい治療の落とし穴」、

「警察は医療事故を裁けるか」、「病院ランキ
ングは信じてはいけない」、「輸血拒否の『エ
ホバの証人』に向かい合う」など 18 章からな
り、医療の現場から理想の医療への意見をス
トレートに述べている。
　これは間違っている、と思っても黙っている
ことはできる。しかし、もし自分が黙ってい

たら、私の下にいる医学生やレジデント、そ
して患者さんが困ることになる。そういう自
分を許せないから、これまでも上の人には正
論をいって、時には闘ったこともあった。私
の回りの人たちができるだけ幸せであっても
らいたいというのが、私の願いであった。
　2009 年に三井記念病院院長となり、同病院
のモットーを「患者とともに生きる」とした。
患者さんがよくなることを心から想い、できる
かぎりの事を尽くしてよりよい医療を提供し、
患者さんが健康を取り戻し、医療者はその事
に生きがいを感じることができるような環境
を作りたいと思ったからである。
　本セミナーを通して、「患者の命を大切にし、
患者とともに生きる」ということを伝えたい。

1947 年　兵庫県宝塚市生まれ、愛媛県松山市育ち。
1973 年　東京大学医学部卒業
1978 年　ハーバード大学医学部
　　　  　マサチューセッツ総合病院外科研究員
1987 年　公立昭和病院心臓血管外科主任医長
1993 年　国立循環器病センター第 2 病棟部長
1997 年　東京大学医学部胸部外科教授
2000 年　東京大学医学部教務委員長兼任（～ 2005 年）

2009 年より三井記念病院院長、東京大学名誉教授。
1997 年に妻の乳がんが発覚。2008 年に看取った経験を
持つ。

髙本眞一氏　
社会福祉法人三井記念病院　院長
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◎ランチョンセミナー　武田薬品工業株式会社

【 は じ め に 】 ト レ ラ グ リ プ チ ン は、SBDD
（structure-based drug design） 法 を 用 い て 創
製され、2015 年 3 月に国内で製造販売承認を
受けた世界初の週 1 回投与の DPP-4 阻害薬で
ある。DPP-4 に対する強い阻害活性および高
い選択性を持ち、経口血糖降下薬として初め
て週 1 回投与が可能となった薬剤である。

【主な臨床試験成績】第 II 相の用量設定試験で
は、HbA1c 6.9 ～ 10.5% の日本人 2 型糖尿病患
者 322 例を、トレラグリプチン 12.5 ～ 200 mg
の各群又はプラセボ群に無作為割付し、一定の
食事・運動療法下で 12 週間継続投与したとき
の有効性および安全性を検討した。すべての
トレラグリプチン群でプラセボ群と比較して
有意な、概ね投与量に依存した HbA1c の低下
がみられた。有害事象の発現頻度は、すべて
のトレラグリプチン群でプラセボ群と同程度
であった。第 III 相の非劣性試験では、HbA1c 
6.9 ～ 10.5% の日本人 2 型糖尿病患者 245 例を、

トレラグリプチン 100 mg 群、アログリプチン
25 mg 群又はプラセボ群（参考対照群）に無作
為割付し、一定の食事・運動療法下で 24 週間
継続投与したときの有効性及び安全性を検討
した。治療期終了時の HbA1c 変化量について、
トレラグリプチン群のアログリプチン群に対
する非劣性が検証され、有害事象の発現頻度
は、すべての群で同程度であった。

【まとめ】トレラグリプチンは、連日投与のア
ログリプチンと同様の血糖降下作用と安全性
プロフィールを持つことが示された。今後、糖
尿病治療における服薬アドヒアランスの向上
などに貢献することが期待される。

嶋﨑幸生氏
武田薬品工業株式会社

メディカルアフェアーズ部 MD

■学歴
1992 年 3 月　熊本大学医学部医学科 卒業
1999 年 3 月　熊本大学大学院医学研究科
　　　　　  　博士課程（内科系専攻）修了・卒業
2013 年 3 月　マサチューセッツ大学 経営学大学院 
　　　　　　  修士課程入学
■職歴
1999 年 4 月　熊本大学医学部附属病院 循環器内科 入職
2004 年 5 月　ボストン大学医学部 John F. Keaney, 
　　　　　 　 Jr. 研究室 入職（博士研究員）
2007 年 4 月　マサチューセッツ大学医学部 John F. 　　
　　　　　　  Keaney, Jr. 研究室 入職（博士研究員）
2013 年 7 月　武田薬品工業株式会社
　　　　　  　医薬開発本部メディカルアフェアーズ部
　　　　　 　 入職 ( メディカルダイレクター )
2013 年 12 月  IMS グループ 三愛会総合病院
　　　　　　  一般内科外来入職　現在に至る

新規週1回投与DPP-4阻害薬トレラ
グリプチン開発の経緯
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◎ランチョンセミナー　メットライフ生命保険株式会社

患者や周囲が安心し、職員を活かせるコミュニ
ケーションとは？
～患者や周囲にあなたがどのように伝わるのか～

　最近、職場の人事や採用の担当者から「ど
のようにしたら良い人材を確保できるでしょ
うか」「若手職員の離職を止める手立てはない
でしょうか」「どのように職員の育成指導をし
ていったらよいでしょうか」という相談をよ
く受けます。職場内のコミュニケーションを
活発にしたい、部下や後輩への適切な指導の
仕方を教えてほしい、という要望も高まって
います。
　また、カウンセリングをしていると、クライ
アントからも「コミュニケーションは大切と、
頭では十分分かっていてもなかなか実行でき
ない」「上手にコミュニケーションをとりたい
と思っているけれども、相手があることだか
ら、自分一人ではどのようにしたらよいのか
わからない」「先輩が怖くて職場に近づくと動
悸が止まらなくなる」という相談も受けます。
　そこでは、何が起こっているのでしょうか。
一つの例として、新入職員は「仕事をじっくり、
丁寧に教えてほしい」と望み、上司や先輩は、

「自分で考えて学んでいってほしい」と期待し
ていることがあります。新人は、何をどうやっ
たらいいのかもわからず、一人でわからない
業務を相談できずに抱えて、失敗して、委縮
してしまう、という悪循環が起きていること
もあります。
　また、患者に誠心誠意対応していると思っ
ているのに、なぜか上手くいかない、ぎくしゃ
くしてしまう、さらには相手を怒らせてしまう
ということもあります。さらに、「優しく指導
しているのに、改善しない、伝わらない」と
いう上司や先輩からの言葉も聞かれます。そ
こでは、いったいどのようなことが起こって
いるのでしょうか。

　私は、企業や官公庁、病院も含めて、年間
100 回以上の研修を行っています。主に、メン
タルヘルス、ハラスメント防止、部下の育成、
キャリア開発、コミュニケーションなどのお
話をすることが多いのですが、新人の研修で
は必ず「今の気持ちを色で表すと何色ですか」
という質問をします。さあ、何色だと思われ
るでしょうか。そこには、実に見事に新人の
心理が表れています。
　今回のランチョンセミナーでは、コミュニ
ケーションの語源、適切な自己表現といわれ
るアサーションのルーツ、相手に自分のこと
を伝える時に大切なこと、「自分に価値がない」
と悩む人が 1 時間の面談で自分を認められるま
でに変わる過程、クレームをいってきた人が
どのような対応をされた時に怒りに火がつく
のか、相手の何に心を寄せればよいのか、患者
や周囲の人との関わりで大切な心構えなどを、
私が対応をした事例などを元に、わかりやす
くコミュニケーションのお話ししたいと思い
ます。

・OFFICE HARA 代表
・東京家庭裁判所非常勤職員（人訴事件担当参与員）
・日本ゲシュタルト療法学会 監事

1984 年　上智大学卒
1984 年～ 1993 年　
　　　　  JP モルガン（総務部、国際資金部など）
1998 年～現在
　　　 　1. 人事コンサルティング：メンタルヘルス体制
　　　　　 構築、職場改善、人材育成など
　　　　2. カウンセリング：キャリア、メンタル、
　　　　　復職支援など
　　　　3. 研修：メンタルヘルス、ハラスメント防止、
　　　　　部下の育成、キャリア開発、コミュニケー
　　　　　ションなど
　　　　4. ワークショップ：ゲシュタルトセラピー

原　美聖氏　
一般社団法人日本産業カウンセラー協会
シニア産業カウンセラー / キャリアコンサルタント
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アルフレッサ ( 株 )　八王子支店
アルケル ( 株 )
ＡＩＵ損害保険 ( 株 )
( 株 ) メディセオ
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